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◇ ご利用に当たって

◇ 本書の構成

項   目 主 な 内 容

Ⅰ 施策体系及び主要事業等の概要 経済商工観光行政の基本方針に基づき実施する主要事業等の概

要を紹介します。

Ⅱ みやぎ発展税の活用施策の概要 みやぎ発展税を活用した施策の概要を紹介します。

と目標指標等

Ⅲ 経済商工観光部所管の主な計画 各産業分野に係るプラン等の概要を掲載しています。

Ⅳ 組織と各課室・機関の主な業務 経済商工観光部の組織体制、各課室・機関の主な業務、連絡先な

どを紹介します。

Ⅴ 経済商工観光部内関係審議会 経済商工観光部関係審議会の概要を紹介します。

Ⅵ 当初予算の概要 令和８年度の経済商工観光部の当初予算の概要を紹介します。

Ⅶ 参考資料 民間・団体などとの提携等状況、関係団体の連絡先を掲載してい

ます。

本書は、令和８年度に宮城県が行う経済商工観光関係事業やその推進組織、予算の概要などをとり

まとめたものです。

以下の構成のように、本書は単なる事業や組織の紹介だけではなく、令和８年度の宮城県の経済商

工観光行政がどのような方針のもとで、どのように施策を展開していくのかについても示していま

す。

県民及び産業活動に携わる事業者の方々並びに関係団体、市町村をはじめ、関係各位に広くご活用

いただければ幸いです。
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Ⅰ 令和８年度 施策体系及び主要事業の概要
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主な取組 関連① 関連② 関連③

１　ものづくり産業等の発展と新技術・新産業の創出

1 みやぎ企業立地促進奨励金 産業立地推進課 1 4

2 工場立地基盤整備事業貸付金 産業立地推進課 1 6

3 企業誘致活動強化費 産業立地推進課 1 7

4 産業用地整備設計等事業 産業立地推進課 1 8

5 宮城県立地企業雇用確保支援対策事業 産業立地推進課 1 9

6 半導体人材育成・産学連携推進事業 半導体産業振興室 1 10

7 外国人エンジニア就労促進事業 中小企業支援室 4 11

1 テック系スタートアップ企業成長支援事業 新産業振興課 1 12

2 放射光施設利用促進事業 新産業振興課 1 13

3 新規参入・新産業創出等支援事業 新産業振興課 1 14

1 高度電子機械産業集積促進事業 新産業振興課 1 15

2 ものづくり中小企業“生産性向上実現”DX戦略推進事業 新産業振興課 1 15

3 DX経営人材育成支援事業 新産業振興課 1 16

4 自動車関連産業特別支援事業 自動車産業振興室 1 17

5 自動車産業ものづくりDX普及促進事業 自動車産業振興室 1 19

6 自動車関連産業カーボンニュートラル化推進事業 自動車産業振興室 1 20

1 ものづくり海外販路開拓支援事業 国際ビジネス推進室 1 21

2 宮城県産品マーケティング支援事業 国際ビジネス推進室 3 22

3 県産食品海外ビジネスマッチング支援事業 国際ビジネス推進室 3 23

4 欧米地域販路開拓事業 国際ビジネス推進室 3 1 24

5 輸出基幹品目販路開拓事業 国際ビジネス推進室 3 1 25

6 北米及び欧州における販路開拓・定着促進事業 国際政策課 3 1 26

1 中小企業等共同化チャレンジ事業 中小企業支援室 4 27

2 中小企業等デジタル化支援事業 中小企業支援室 1 28

3 中小企業等再起支援事業 中小企業支援室 4 29

4 中小企業経営安定資金等貸付金 商工金融課 4 2 5 30

5 取引拡大チャレンジ支援事業 中小企業支援室 1 31

6 プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業費 雇用対策課 4 32

7 県中小企業支援センター運営事業 中小企業支援室 4 33

8 スタートアップ加速化支援事業 中小企業支援室 4 34

9 みやぎＵＩＪターン起業支援事業 中小企業支援室 4 35

10 事業承継支援体制強化事業 中小企業支援室 4 36

11 小規模事業者伴走型支援体制強化事業 中小企業支援室 4 37

２　観光産業と商業・サービス業の振興

1 教育旅行誘致促進事業 観光戦略課 2 38

2 宮城オルレ推進事業 観光戦略課 2 39

3 宿泊税市町村交付金 観光戦略課 2 40

4 観光コンテンツ創出等支援事業 観光戦略課 2 41

5 外国人観光客等周遊促進事業 観光戦略課 2 42

6 観光人材確保・育成推進事業 観光戦略課 2 43

7 観光ガイド機能強化事業 観光戦略課 2 44

8 インバウンド受入基盤整備事業 観光戦略課 2 45

1 観光誘客推進事業 観光戦略課 2 46

2 みやぎ観光デジタルプロモーション事業 観光戦略課 2 47

3 欧米豪誘客促進事業 観光戦略課 2 48

4 東アジア等誘客促進事業 観光戦略課 2 49

1 商工団体と連携した訪日外国人向けビジネスチャンス創出事業 商工金融課 2 50

2 次世代型商店街形成支援事業 商工金融課 2 14 51

3 商店街ＮＥＸＴリーダー創出事業 商工金融課 2 14 52

4 みやぎの伝統的工芸品産業振興事業 新産業振興課 1 53

5 地域支援事業 富県宮城推進室 1 2 54

（２）

効果的な情報
発信と高付加
価値な観光産

業の創出

地域の交流人
口拡大やニー

（３） ズに対応した商
業・サービス業

の振興

県内ものづくり
産業等の成長

支援

観光資源の創
（１） 出や受入環境

の整備

（２）

研究開発拠点
の集積や産学
官連携によるイ

ノベーション

県内産業の海
外展開

１８の取組
復興

ビジョン体系

地域経済の核
（１） となる企業誘致

の推進

担 当 課

中小企業の持
（５） 続的な成長と

雇用創出

（３）

（４）

重点項目 事　業　名
掲載

ページ

１　施策体系別主要事業一覧
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主な取組 関連① 関連② 関連③

１８の取組
復興

ビジョン体系

担 当 課重点項目 事　業　名
掲載

ページ

３ 　若者をはじめとした多様な産業人材の育成・確保と活躍できる環境の整備

1 コスメ・健康関連産業集積促進事業 富県宮城推進室 4 55

2 ものづくりカレッジプロジェクト推進事業 富県宮城推進室 4 56

3 みやぎで就活応援プロジェクト推進事業 雇用対策課 4 57

4 ＵＩＪターン学生等就職支援事業 雇用対策課 4 58

5 ものづくり企業奨学金返還支援事業 産業人材対策課 4 59

6 ものづくり人材育成確保対策事業 産業人材対策課 4 8 60

7 高等技術専門校再編整備事業 産業人材対策課 4 61

8 デジタルエンジニアリング高度化支援事業 新産業振興課 4 62

9 産業人材育成プラットフォーム推進事業 産業人材対策課 4 63

1 ワークエンゲージメント向上支援事業 中小企業支援室 4 64

2 みやぎ地域活性化雇用創造プロジェクト 雇用対策課 4 65

3 子育てと仕事の両立のための多様な働き方支援事業 雇用対策課 4 66

4 副業・兼業人材活用支援事業 雇用対策課 4 67

5 男性育休取得奨励金 雇用対策課 4 68

6 障害者雇用推進事業 雇用対策課 10 69

7 みやぎの若者の職業的自立支援対策事業 雇用対策課 10 70

8 中高年等就職支援事業 雇用対策課 10 71

9 みやぎジョブカフェ運営事業 雇用対策課 10 72

1 外国人材活躍推進事業 国際政策課 4 10 73

2 外国人材ジョブフォーラム開催事業 国際政策課 4 10 74

3 外国人定着・地域参画促進事業 国際政策課 10 4 75

4 多文化共生推進事業 国際政策課 10 4 76

5 日本語学校開設・運営支援事業 国際政策課 4 10 77

6 地域日本語教育体制構築事業 国際政策課 10 4 78

7 海外交流基盤強化事業 国際政策課 3 11 1 79

8 現地人材サポート体制構築事業 国際政策課 4 10 81

9 外国人材受入体制モデル構築事業 国際政策課 4 10 82

◆　被災地の復興完了に向けたきめ細かなサポート

1 中小企業等復旧・復興支援費 中小企業支援室 2 83

2 中小企業経営安定資金等貸付金（震災対応分） 商工金融課 2 84

3 被災中小企業者対策資金利子補給事業（震災対応分） 商工金融課 2 85

4
宮城県信用保証協会経営基盤強化対策事業（震災対応
分）

商工金融課 2 86

5 緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費 雇用対策課 2 87

6 輸出基幹品目販路開拓費【再掲】 国際ビジネス推進室 2 25

回復途上にあ
る産業・なりわ
いの下支え

誰もが柔軟に
（２） 働き続けるため

の環境の整備

(1)

若者・女性の県
内への就職・就
業の促進と産
業人材の育成

世界と繋がり共
（３） に成長を目指

す開県MIYAGI

3



主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

企業立地促進奨励金

（各課別歳出予算概要事業名） （１）企業立地促進奨励金

（２）テック系スタートアップ企業立地促進

奨励金

（３）情報通信関連企業立地促進奨励費

２ 当初予算額 ２，７９８，０００千円 ３ 担当課

（１）経済商工観光部産業立地
推進課（TEL：211-2733）

（２）経済商工観光部新産業振
興課（TEL：211-2779）

（３）企画部産業デジタル推進
課（TEL：211-2479）

４ 目   的

県内に工場等を新設、増設する企業に対し、初期投資を軽減するための優遇

制度として奨励金を交付し企業誘致を促進するとともに、雇用の創出と地域経

済の活性化を図る。

５ 事 業 概 要

（１）みやぎ企業立地奨励金 2,687,000 千円（産業立地推進課）

  ①交付対象

   県内に製造業に係る工場等を新増設する事業者

  ②交付要件、内容等

  ・交付要件 投下固定資産額１億円以上かつ新規雇用者３人以上

  ・交付内容 投下固定資産額及び新規雇用者数に応じて、最大１０％を交付

        （限度額最大４０億円）

区分 投下固定資産額に対する

交付率（％）

交付限度額

（億円）

製造業に係る

工場又は研究所

（※１、２）

新設     ３～１０     ３～４０

増設 １．５～ ５   １～ ５

大規模増設（※３）       ３～１０ １．５～２０

製造業に係る本社（事務所等） ５ １

※１ 本社機能加算（２％加算）…地方活力向上地域等特定業務施設整備計画の認定を受

けた製造業に係る本社（事務所、研究所及び研修所）

の整備を伴う場合（県内へ新たに整備する場合に限

る）

※２ 過疎地域加算（２％加算）…過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に定

める過疎地域に立地した場合

※３ 大規模増設…              面積の拡張が既存工場等の延べ面積以上又は 3,000 ㎡

以上である場合

（次頁あり）
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（２）宮城県テック系スタートアップ企業立地促進奨励金 30,000 千円（新産業振興課）

  ①交付対象

   テクスタ宮城の支援対象スタートアップで、県内に新たに工場等（工場、作業場、

研究開発拠点）を開設する企業

②交付要件、内容等

イ 投下固定資産等奨励金【初年度のみ】

・交付要件 投下固定資産相当額 1,000 万円超（仙台市を除く市町村：150 万円超）

・対象経費 投下固定資産、賃借料

・交付率等

区分 交付率 交付限度額

投下固定資産（建物、設備機器） １／１０
5,000 万円

賃借料（土地、建物、設備機器） １／３

  ロ 雇用奨励金【交付期間：３年間】

要件 対象 交付率 交付限度額

開設日から１年

(２年、３年)経

過日に新規常時

雇用者３人以上

期間の定めのない労働者 ３０万円／人

雇用者 県内教育機関新卒者   ６０万円／人

機関の定めのある労働者 １５万円／人

１年当たり

1,000 万円

（３）宮城県情報通信関連企業立地促進奨励金 81,000 千円（産業デジタル推進課）

①交付対象

イ 県内に事業所（開発拠点・本社等）を新設するソフトウェア業

ロ 情報通信関連事業所の事務業務オフィス ※雇用奨励金のみ

②交付要件、内容等

イ 投下固定資産等奨励金【初年度のみ】

・交付要件 投下固定資産相当額 1,000 万円超（仙台市を除く市町村：150 万円超）

・対象経費 投下固定資産、賃借料

・交付率等

区分 交付率 交付限度額

開発拠点
投下固定資産 １／１０

1,000 万円
賃借料 １／３

本社等
投下固定資産 １／１０

1,000 万円
賃借料 １／１０

本社等 ＋ 開発拠点
投下固定資産 １／１０＋１／１０ 2,000 万円（本社等＋

開発拠点）賃借料 １／３＋１／１０

  ロ 雇用奨励金【交付期間：３年間】

区分 要件 対象 交付率 交付限度額

開設日から１年（２年、

本社等、 ３年）経過日に５人以上

３人以上）の雇用

期間の定めのない労働者

常時   ３０万円／人

開発拠点 （仙台市を除く市町村： 雇用者 県内教育機関新卒者

  ６０万円／人

１年当たり

1,000 万円

開設日から１年（２年、

事務業務 ３年）経過日に１０人以

オフィス 上（仙台市を除く市町

村：５人以上）の雇用

雇用者

期間の定めのない労働者

  ３０万円／人

期間に定めのある労働者

  １５万円／人

１年当たり

500 万円
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

工場立地基盤整備貸付金

（各課別歳出予算概要事業名） 工場立地基盤整備貸付金

２ 当初予算額 １，１７５，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部産業立地推進課

（ＴＥＬ：211-2733）

４ 目   的

市町村が行う産業用地造成事業に要する経費を無利子で貸し付け、産業用地

の整備を促進する。

５ 事 業 概 要

（１）背景

県内において、企業ニーズに応じた産業用地が不足しつつあることから、将来に向けて

産業用地の整備を促進する必要がある。

このため、県は産業用地造成の主体となる市町村に対し、造成事業費にかかる無利子貸

付を実施するもの。

（２）事業概要

市町村が行う産業用地造成事業に要する経費を「工場立地基盤整備事業貸付金」として

無利子で貸し付ける。

  ・対象経費 ： 環境影響評価事業経費、設計費、用地補償費、造成工事費ほか

・限 度 額 ： １か所あたり５億円（特認で１か所あたり１０億円）

        ※特認とは、分譲先企業が決定している等の場合

・貸付割合 ： 対象経費の１０／１０以内

・貸付利率 ： 無利子

  ・貸付期間 ： ５年以内

                                

（３）事業期間

     令和５年度～令和９年度（５年間）
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

企業誘致活動強化事業

（各課別歳出予算概要事業名） 企業誘致活動費

２ 当初予算額 ３７，０００千円 ３ 担当課

経済商工観光部

産業立地推進課（ＴＥＬ：211-3700）

半導体産業振興室（ＴＥＬ：211-2486）

４ 目   的

本県の優位性を活かしつつ効果的な誘致活動を行うため、市場調査、各業界

に精通した外部専門家からの情報収集及び大学との連携等を有機的かつスピ

ード感を持って実施することにより、将来にわたり成長が見込まれる産業分

野の集積・振興を図る。

５ 事 業 概 要

１ 背景

近年、国際情勢の複雑化やデジタル化の進展等を受け、国は経済安全保障の観点や

サプライチェーン対策から、半導体・蓄電池・エネルギー産業等の戦略物資につい

て、国内への大型投資を積極的に支援している。

こうした外部環境の変化に対応し、国や関連企業の動向を十分に踏まえた戦略的か

つ効果的な誘致活動を行うことで、更なる産業集積・振興を目指すもの。

２ 事業内容

（１）情報収集・マッチング

企業のスピーディーな投資判断に対応するため、各業界に精通した外部事業者を活

用し、業界動向、企業情報、投資情報等を適時に収集するとともに、キーパーソン紹

介等によるトップセールスを行うなど、効果的な誘致活動を行う。

特に、半導体産業など、本県の産業経済の持続的な発展をけん引する「次なる柱」

と期待される成長分野においては、先進地域の事例等をしっかりと研究・分析し、地

域が取り組むべき課題等について、関連企業の立地に先んじて検討を進めるなど、本

県の立地優位性の更なる向上等を図りつつ、誘致活動に取り組むものとする。

（２）国・大学等との連携、セミナー開催

国や大学からの情報収集や助言のほか、セミナーでの講演など、相互の連携を強

化し、効果的な誘致活動を行う。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

産業用地整備設計等事業補助金

（各課別歳出予算概要事業名） 工業団地整備事業補助金

２ 当初予算額 ６０，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部産業立地推進課

（ＴＥＬ：211-2733）

自ら産業用地を整備するために必要な調査又は自ら整備した産業用地におけ

４ 目   的 る再生可能エネルギーの導入に向けた調査を行う市町村等に対し、予算の範囲

内において補助金を交付し、優良な産業用地の安定的確保につなげる。

５ 事 業 概 要

（１）背景

「新・宮城の将来ビジョン」において、継続して企業誘致に取組み、産業集積を進めて

いくことを掲げているが、県内において優良な産業用地、工業用水の確保が課題となって

いることから将来に向けて産業用地の整備の検討を進める必要がある。

（２）交付対象事業

① 市町村等が自ら産業用地の整備を行うために必要な調査又は自ら整備した産業用地

への再生可能エネルギーの導入のために必要な調査であって以下に掲げるもの。

(ｱ) 基本構想、基本計画、基本設計、実施設計

(ｲ) 市町村内における再生可能エネルギー施設の立地可能エリアの選定に係る調査

(ｳ) 再生可能エネルギーを産業用地に導入するにあたっての設計

② 宮城県企業局が行う調査等業務

（３）補助金の交付対象者

① 県内市町村、土地開発公社、土地区画整理組合

  ② 宮城県企業局

（４）補助対象経費、補助率及び上限額

① 市町村等が行う調査に対する委託事業に係る費用

(ｱ) （２）①(ｱ)を実施する場合     補助率 1/2、上限 10,000 千円

(ｲ) （２）①(ｲ) 及び(ｳ)を実施する場合 補助率 2/3、上限 10,000 千円

  ② 宮城県企業局が行う調査等業務

補助上限額：30,000 千円
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

立地企業雇用確保支援対策事業

（各課別歳出予算概要事業名） 企業誘致活動費

２ 当初予算額 ６９３千円 ３ 担当課
経済商工観光部企業立地推進課

（ＴＥＬ：211-2717）

４ 目   的

誘致企業と学校等への合同訪問を行うなど、誘致企業の認知度向上を図る

取り組みを行い、立地企業の雇用確保を支援するもの。

５ 事 業 概 要

１ 目的

人口減少社会の本格的な到来により、人手不足はますます深刻化しており、誘致企業

からは、立地後の雇用者の確保について懸念する声があることから、誘致企業とともに

学校（高校・大学・専門学校・高専・高技専）や雇用確保支援機関を訪問するなどし、

誘致企業の認知度向上を図るとともに、誘致企業の雇用確保を支援するもの。

２ 事業内容（総事業費 693 千円）

誘致企業と合同で学校訪問等を行うための経費
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

半導体人材育成・産学連携推進事業

（各課別歳出予算概要事業名） 高度電子機械産業集積促進事業費

２ 当初予算額 ５０，２００千円
課

３ 担 当 経済商工観光部半導体産業振興室

（ＴＥＬ：211-2486）

４ 目   的

「みやぎ半導体産業振興ビジョン」に基づき、関係機関等と連携した半導体

人材の育成・確保等に向けた取組を推進する。

５ 事 業 概 要

○ 関係機関等と連携し、半導体に対する理解促進と関連産業の振興に向けた機運の醸成

を図りながら、関連人材の育成・確保等に向けた「業界を知る機会の創出」と「業界で

働くための学びの場の提供」を推進する。

１ 理解促進・機運醸成

  教育イベントや広報ツールの作成など、幅広い世代における半導体・ものづくり産業

に対する関心の喚起・向上を図る取組を推進するほか、半導体人材の育成等に係る行

政・教育・産業分野の関係機関等との情報共有等を目的とした会議体の運営等を行う。

２ 半導体業界を知る機会の創出

  半導体関連企業や関係団体等との連携の下、県内の大学・高専・高校等を対象とした

企業見学会や交流セミナーの開催など、企業と学校（学生生徒、教員等）が相互に関心

を高め合う機会づくりを通じた関連人材の裾野拡大を図る。

３ 業界で働くための学びの場の提供

東北大学と連携した人材育成プログラムの開発や、先進地域等と連携した半導体講座

の受講促進など、多様な半導体学習の機会創出・提供に取り組む。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

外国人エンジニア就労促進事業

（各課別歳出予算概要事業名） 中小企業経営支援事業費

２ 当初予算額 ８８５千円 ３ 担当課
経済商工観光部中小企業支援室

（ＴＥＬ：211-2742）

県内の雇用先企業の経営状況等を県が確認の上、認定することにより、海外

４ 目   的 の優秀な IT エンジニア及び半導体関連産業エンジニアに係る在留資格認定審

査の迅速化を図り、円滑な受け入れと就労の促進を目指す。

５ 事 業 概 要

１ 背景

大規模な半導体工場の建設を契機として、新たな拠点形成に向け共通の課題に取り組む

本県と熊本県が、令和６年６月に「産業拠点形成連携“絆”特区」として国家戦略特別区

域の指定を受ける。その後、半導体工場の建設計画は白紙となるが、新たな世界的半導体

企業の誘致を進める上で、外国人材の受入環境整備は重要であるとのことから、引き続き

国などと協議を進めてきた。令和７年１１月に外国人エンジニアの就労促進に関する区域

計画の変更が認定（絆特区としての本県の事業認定“第一号”）され、令和８年１月から本

事業の運用を開始している。

２ 事業内容

通常、外国人エンジニアが、在留資格「技術・人文知識・国際業務」によって入国し

ようとする場合、地方出入国在留管理局による在留資格認定証明書交付の標準処理期間

は１か月から３か月となっているところ、国家戦略特別区域において、県が入管局に代

わって事前に雇用先企業の経営安定性等を事前に確認することで、入管局で行われる審

査期間が１か月に短縮されるもの。

（１）経営状況等審査

申請企業の経営状況等審査について、審査の信頼性確保のため、宮城県中小企業診断

協会に審査を委託するもの。

（２）先進自治体視察調査

制度設計及び運用体制の充実を図るため、既に当該事業を先行実施している福岡市、

北九州市、熊本県に係る先進事例の調査・視察を行い、他自治体における制度運用や課

題等を把握し、本県制度の適切な実施・改善につなげるもの。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

テック系スタートアップ企業成長支援事業

（各課別歳出予算概要事業名） テック系スタートアップ成長支援費

２ 当初予算額 ３２，５５０千円 ３ 担当課
経済商工観光部新産業振興課

（ＴＥＬ：211-2779）

県内テック系スタートアップ企業への積極的な支援を通して、地域全体で

４ 目   的 スタートアップ支援の機運を盛り上げ、オープンイノベーションの推進を図

る。

５ 事 業 概 要

テック系スタートアップ・サポートコンソーシアム宮城（略称：テクスタ宮城）の運

営、東北大学発等テック系スタートアップ企業とものづくり企業等とのマッチングや、ス

タートアップ関連イベントの開催等を通して、スタートアップ企業の成長支援や地元定着

を図る。

また、仙台市、東北大学、東北経産局を事務局として、東北・新潟の産学官金と連携し

て設置された「仙台・東北スタートアップ・エコシステム・コンソーシアム」を活用した

広域的な取組により、スタートアップのマッチング機会の更なる増加に繋げる。

[テック系スタートアップ企業成長支援事業]

（1）仲間づくり（1,433 千円）

① テクスタ宮城の運営

② ホームページによる情報発信やスタートアップの紹介

（2）技術発掘（50 千円）

東北大学との共催によるビジネスアイデアコンテストの実施

（3）ニーズ把握・アドバイザー任用（3,956 千円）

① スタートアップの課題やニーズの把握

② 効果的な支援に向けたアドバイザーの登用、専門家派遣の実施

（4）定着促進（21,561 千円）

① スタートアップと製造業との協業促進

県内・首都圏等におけるマッチング及び各種イベント等の実施

② 関係団体等との連携によるイベントへの支援（後援・共催等）

（5）体制整備（5,550 千円）

① テクニカルコーディネーター任用

② スタートアップ支援拠点の設置・運営
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

放射光施設利用促進事業

（各課別歳出予算概要事業名） 放射光施設利用促進費

２ 当初予算額 ７１，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部新産業振興課

（ＴＥＬ：211-2721）

４ 目   的

放射光施設 NanoTerasu（ナノテラス）の県内企業等による利用促進と技術高

度化に加え、ナノテラスを核とした研究機関等の集積（リサーチコンプレック

ス形成）を図るなど、ナノテラス設置の効果を県内に最大限波及させることを

目的として、各種事業を実施する。

５ 事 業 概 要

１．産業技術総合センターの伴走支援と公設試等の利用促進

（１）NanoTerasu 利用推進協議会活動費（2,303 千円）

協議会活動を通じ、施設の利用促進に向けた普及啓発活動や情報発信等を行う。

（２）放射光施設利用促進事業（34,164 千円）

県内企業等の研究開発・技術力強化を図るため、ナノテラスの利用促進を図るととも

に、産業技術総合センターにおいて技術研究等を実施する。また、中小企業や教育機関に

よるナノテラス活用を利用料の減免等で支援する。

① 放射光利用型課題解決支援事業

② 技術力・支援力強化 FS（フィージビリティスタディ）事業

③ ナノテラス利用促進事業補助金

ⅰ)中小企業利用料支援等 ⅱ)教育機関利用料支援等

④ NanoTerasu 利活用支援ネットワーク構築事業

２．リサーチコンプレックス形成の基礎となるコアリションメンバー獲得推進

（１）リサーチコンプレックス形成促進費（29,062 千円）

ナノテラスを核とした企業・研究機関等の集積を図るための取組を実施する。

  ① 地域連携型放射光活用事業補助金

② 宮城県放射光施設関連企業賃料補助金

③ リサコン形成促進活動費（企業訪問、企業経営層を対象としたセミナー開催）

３．その他

（１）地域連携活動費（1,221 千円）

  他の放射光施設立地県等との連携活動を行う。

（２）先端科学技術起業家支援促進費（4,250 千円）

関係機関と連携し、技術支援等を行うテクニカルコーディネーターを（公財）みやぎ産

業振興機構に１名配置し、県内中小企業の利用促進を図る。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

新規参入・新産業創出等支援事業

（各課別歳出予算概要事業

名）
新規参入・新産業創出等支援費

２ 当初予算額 ６７，５０３千円 ３ 担当課
経済商工観光部新産業振興課

（ＴＥＬ：211－2721）

４ 目   的

産学官連携による技術高度化支援により、共同研究体制の構築及び重点新

分野等での新事業・新産業創出などを促進する。

高度電子機械産業分野で川下企業等への参入を目指す県内企業等の試作開

発等の取り組みを支援することにより、新規参入の推進と取引創出・拡大を図

る。

５ 事 業 概 要

１ 実用化補助事業 （６６，０００千円：（１）～（３）の合計＋事務費２３３千円）

（１）地域イノベーション創出型 （３０，０００千円）

高度電子機械産業や自動車産業分野等での新事業・新産業創出などを促進するた

め、産学官連携による技術高度化等に必要な技術・製品開発費用の一部を支援する。

・補助率：小規模事業者以外 １／２以内 小規模事業者 ２／３以内

・補助期間：最大２年  ・補助上限：５，０００千円  ・採択件数：６件（継続

含む）

（２）成長分野参入支援型 （６，０００千円）

高度電子機械産業や自動車産業分野等での川下企業等への新規参入を目指して、川

下企業からのニーズや技術提案等のため、試作開発等に取り組む県内企業に対し、そ

の費用の一部を支援する。

・補助率：小規模事業者以外 １／２以内 小規模事業者 ２／３以内

・補助期間：単年度  ・補助上限：３，０００千円  ・採択件数：２件

（３）グループ開発型 （３０，０００千円）

高度電子機械産業や自動車産業分野等の研究・技術開発に取り組む産産連携又は産

学連携による企業等のグループに対して、必要な研究・技術開発費用の一部を支援す

る。

・補助率：１／２以内  ・補助期間：最大３年

・補助上限：１０，０００千円／年  ・採択件数：３件（継続含む）

２ 共同開発事業（１，２７０千円）

（１）地域イノベーション創出型及び（３）グループ開発型の採択事業者のうち、希望

する事業者に対し、産業技術総合センターが実用化に向けた技術支援（共同開発）を実施

する際に産技センターで必要となる経費。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

高度電子機械産業集積促進事業

（各課別歳出予算概要事業名） 高度電子機械産業集積促進費

２ 当初予算額 ２１０，７９３千円 ３ 担当課
経済商工観光部新産業振興課

（ＴＥＬ：211-2715）

高度電子機械産業の集積を促進するための施策として、取引拡大・高度技術

４ 目   的 化・人材育成施策を実施する。また、ＤＸ導入を促進することにより、ものづ

くり企業の生産性の向上が図られるよう支援する。

５ 事 業 概 要

１ 高度電子機械産業集積促進事業【１０２，２９３千円】

（１）取引拡大施策・・・みやぎ高度電子機械産業振興協議会の運営

市場・技術セミナーの開催、展示会出展支援、国内市場に加え国外市場も対象とした

ビジネスマッチングの取組、国際認証取得支援等により、県内企業の取引拡大を図る。

（２）技術高度化施策・・・ＭＥＭＳ（微小電気機械システム）関連産業支援

東北大学等と連携しながら、ＭＥＭＳ関連分野を通じて、県内企業のＭＥＭＳ分野へ

の参入や関連企業との関係構築を通じて、高度電子機械産業の集積促進を図る。

（３）人材育成施策・・・小中学生向けイベント・みやぎ高度電子機械人材育成センター

小中学生向けイベントでものづくり産業への関心を高め、将来の担い手となる人材

の裾野拡大を図るとともに、理工系大学・高専生を対象とした実践的研修により、優

秀な若手技術人材の確保を図る。

２ ものづくり中小企業“生産性向上実現”ＤＸ戦略推進事業【１０８，５００千円】

（１）ＤＸやデジタル化に対する意識・機運醸成の推進

ＤＸやデジタル化によるものづくり中小企業の生産性向上を目指し、講演会やワーク

ショップ等の開催により意識・機運の醸成を図る。

（２）ものづくり中小企業のＤＸやデジタルツール導入等の促進

ものづくり中小企業のＡＩ・ＩｏＴ等の活用による生産性向上や省力化を図るため、

設備導入等に要する経費への補助を行うとともに、産業技術総合センターに設置する

「身の丈ＤＸラボ」を核として相談・伴走支援体制を強化し、県内ものづくり企業にお

けるＡＩ・ＩｏＴ活用の内製化人材育成を加速する。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

ＤＸ経営人材育成支援事業

（各課別歳出予算概要事業

名）
ＤＸ経営人材育成支援事業

２ 当初予算額 ６，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部新産業振興課

（ＴＥＬ：211-2715）

デジタル技術の積極的活用により、生産性向上、人手不足解消等を図るとと

４ 目   的 もに、企業としての競争力強化や成長発展を目指す中核人材を育成するため、

経営者、幹部候補等を対象とした「ＤＸ経営人材育成塾」を実施するもの。

５ 事 業 概 要

１ 現状・課題

「新・宮城の将来ビジョン」では、「富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進」を

基本方向の一つに掲げ、産学官連携によるものづくり産業の発展や、時代と地域が求める

産業人材の育成等に取り組むこととしている。

人口減少社会において、デジタル化は、企業が付加価値を高め、省人化に対応して持続

可能な成長をしていくため避けては通れない取組であるが、県内企業におけるデジタル化

はあまり進んでいない状況である。また、経営トップのデジタル化への関与度が低いほど

デジタル化が進んでいない傾向がある。

以上から、経営者、幹部候補等のデジタル化に対する意識を向上させ、デジタル技術の

積極的な活用により、生産性向上、人手不足解消等を図るとともに、企業としての競争力

強化や成長発展を目指す中核人材を育成することが、県内ものづくり企業の持続可能な成

長に必須である。

※ 県内のものづくり企業におけるデジタル化の取組について約 50％が「あまり進んでい

ない」「進んでいない」と回答（令和７年度「宮城県内企業等のデジタル化・DX に関する

アンケート」結果）

２  事業内容

県内ものづくり企業の経営者、後継者、幹部候補を対象とした、ＡＩ・ＩｏＴ、ＤＸ戦

略、情報セキュリティ等のデジタル化・ＤＸにフォーカスした講義や実地研修を通じ、デ

ジタル化・ＤＸに精通した中核人材を育成することにより、県内ものづくり企業が人口減

少・デジタル化社会で勝ち抜く競争力の強化、成長発展等を図る。

（１）事業期間  令和７年度～令和９年度（３ヶ年）

（２）実施内容  ＤＸ経営人材育成塾（座学・現場研修等）

        ⇒各年度１２名（３ヶ年で３６名）を育成

（３）実施主体  （公財）みやぎ産業振興機構
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

自動車関連産業特別支援事業

（各課別歳出予算概要事業名） 自動車関連産業特別支援事業費

２ 当初予算額 ６４，６７１千円 ３ 担当課
経済商工観光部自動車産業振興室

（ＴＥＬ：211-2724）

４ 目   的

「みやぎ自動車産業振興ビジョン」（令和３年７月策定）に基づき、自動車

関連産業における取引拡大及び新規参入を総合的に支援するため、「受注獲

得・取引創出」、「人材創出・育成」、「技術開発・技術力強化」に係る事業を実

施し、本県自動車関連産業の振興を図るもの。

５ 事 業 概 要

１ 自動車関連産業参入支援事業【11,972 千円 財源：一財、発展税】

（１）みやぎ自動車産業振興協議会運営事業

県内の自動車関連企業・団体のネットワークづくりや情報共有等を進めることによ

り、自動車関連産業のさらなる振興を図るもの

（２）宮城県中小企業経営支援強化対策費補助金

（公財）みやぎ産業振興機構が実施する県内企業の取引情報の収集や取引あっせん等

に係る事業への補助

２ 合同展示商談会開催事業【3,246 千円 財源：一財】

（１）とうほく自動車産業集積連携会議事業

東北地域における自動車産業の集積・振興に向けた取組を実施

（２）とうほく合同展示商談会開催事業

とうほく・北海道の自治体合同で車体メーカー向けの展示商談会を開催

（３）事務費

各事業に共通する事務的経費

３ 自動車関連人材育成支援事業【11,509 千円 財源：発展税、企業版ふる納】

（１）みやぎカーインテリジェント人材育成センター事業

次代の自動車の設計・開発に携わる人材を育成する主に学生向け研修の開催

（２）バッテリー人材育成事業

  バッテリー人材育成教育を工業関係高校の生徒向けに実施

（３）自動車技術研修事業

地域企業向けの自動車部品機能構造研修及びオーダーメイド型個別研修や出前研修

の実施、自動車業界の動向や技術開発トレンド等を取り上げたセミナーの開催

（４）宮城県自動車関連人材育成補助事業

研修受講等、自動車関連人材の育成に取り組む県内企業への補助金の交付

補助率：1/2 補助上限：500 千円

補助対象経費：研修にかかる受講料、人件費、旅費
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４ Enjoy Mobility!!!! クルマの魅力発信事業費【4,500 千円 財源：発展税】

（１）市町村モビリティイベント補助事業

本県の地域資源を活かしたモビリティイベントを開催する市町村への補助金の交付

補助率：1/2 補助上限：2,000 千円 補助対象者：市町村

補助対象経費：モビリティイベントの開催運営に要する経費

（２）県庁舎自動車展示事業

県庁舎１階スペースを活用し、県内で生産されている車両やレース車等を展示

（３）モビリティ・イベント応援事業

利府町で開催されるラリーチャレンジやスポーツランド SUGO 等で実施されるレース

等を支援

５ 自動車関連技術支援事業

【予算額：33,444 千円 財源：発展税、企業版ふる納、諸収】

（１）生産現場改善支援事業

グループ演習を含む集合型の研修、個別企業への定期訪問等を通じた改善指導の実施

（２）新技術・新工法研究開発促進事業

競争的資金の獲得に向けた産業技術総合センターと県内企業とのプレ共同研究及び

最新自動車部品の性能等のデータを元に、地域企業の新商品開発や技術開発を支援

（３）生産現場ＡＩ活用相互研鑽事業

    自動車メーカーの生産現場におけるＡＩ活用ノウハウの県内企業への展開及びＡＩ

活用に係る人材の育成
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

自動車産業ものづくり DX 普及促進事業

（各課別歳出予算概要事業名） 自動車産業ものづくり DX 普及促進事業費

２ 当初予算額 ７，７３８千円 ３ 担当課
経済商工観光部自動車産業振興室

（ＴＥＬ：211-2533）

近年、設計書のデジタル化が急速に進み、製品の仕様検討から受発注までを

コンピュータ上で進める設計手法が普及しつつある。この潮流を受け、最新電

４ 目   的 動車（BEV）を活用して県内企業向けにデジタル設計やコンピュータ上でのシ

ミュレーション技術等の普及を図り、自動車産業におけるものづくり DX を推

進するもの。

５ 事 業 概 要

１ 最新電動車リバース・エンジニアリング事業【2,155 千円 財源:発展税】

（１）最新技術が導入されている電気自動車（BEV）を分解し、動力伝達装置（e-Axle）、パ

ワーコントロールユニット、バッテリー、安全運転支援装置（ADAS）等の部品の特性を

研究し、従来車輌と対比するデータベースを構築する。

（２）分解した部品や構築したデータベースを地域企業に展開し、改善提案や新技術・新工

法を立案する際の検討材料として活用する。

（３）地域企業向け集合研修用の教材として活用し、部品のデジタルデータ化やコンピュー

タ上でのシミュレーション等の具体的事例を紹介することで、地域企業における DX 導

入を促進する。

２ デジタル設計・シミュレーション技術普及支援事業【3,802 千円 財源：発展税】

（１）部品のデジタルデータ化が効率的に行えるよう、高解像度カメラや画像分析ソフトを

活用した精密測定技術とデジタルデータ変換技術を開発する。

（２）変換したデジタルデータを元に、コンピュータ上で設計検討を行い、効率的に最適な

設計案を導き出すためのシミュレーション技術を開発する。

（３）開発した一連のデジタル設計技術を研修や伴走型支援を通じて地域企業へ展開し、経

験則によらない理論的な設計手法を普及することにより、地域企業の提案力強化を図

る。

３ MBD セミナー、先進事例紹介事業【1,781 千円 財源:発展税】

デジタルデータを活用し効率的に開発を進める MBD（モデルベース開発）技術について、

先駆的な OEM（車輌メーカ）や Tier1 企業の技術者を講師として招聘し、講演会やセミナ

ーを開催することにより、MBD 技術の先進事例や有効性を地域企業に啓発する。また、地

域企業でも活用しやすい入門用ソフトの普及を促進する。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

自動車関連産業カーボンニュートラル化推進事業

（各課別歳出予算概要事業名）
自動車関連産業におけるカーボンニュート

ラル推進支援費

２ 当初予算額 ５４，８８８千円 ３ 担当課
経済商工観光部自動車産業振興室

（ＴＥＬ：211-2724）

４ 目   的

脱炭素に向けた動きが世界中で広がる中、自動車関連産業においてもカー

ボンニュートラル化（以下「ＣＮ化」という。）の推進が求められている。こ

の動きに対して、県内自動車関連企業のＣＮ化支援を実施し、取引の維持・拡

大を図り、自動車関連産業の振興を図るもの。

５ 事 業 概 要

県内自動車関連企業の生産現場におけるＣＮ化への取組を促すとともに、既にＣＮ化へ

の取組を始めている企業に対しては、ＣＮ化設備導入支援事業により、設備等の整備に必

要な費用の一部を補助する。

（１）自動車関連企業におけるＣＮ化支援事業【29,403 千円 財源：発展税】

  自動車関連企業のＣＮ化を促すため、下記の事業を実施する。

①オンラインセミナー開催

②訪問エネルギー診断・脱炭素化促進計画策定支援

※２週間程度の計器計測を実施し、支援企業のエネルギー使用量の割合や CO2 排出量

等を詳細に分析し、エネルギー消費量の削減、低炭素化、利用エネルギーの転換等

の観点から中長期的なＣＮ化への取組手法を具体的に提案するもの。

③中小企業ＳＢＴ申請支援

④脱炭素化促進計画を策定した企業への支援

（２）ＣＮ化設備導入支援事業【25,000 千円 財源：発展税】

ＣＮ化に向けた計画を策定した企業に対して、計画に従って導入する設備等の導入

費用の一部を補助する。

・補助対象設備の例：再エネ発電設備、再エネ熱利用設備、エネルギーの見える化

設備等

  ・補助上限額：5,000 千円/社 （補助率:1/2 以内）

（３）事務費【485 千円 財源：発展税】
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

ものづくり海外販路開拓支援事業

（各課別歳出予算概要事業名） ものづくり海外販路開拓支援費

２ 当初予算額 ２０，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部国際ビジネス推進室

（ＴＥＬ：211-2962）

高齢化、人口減少社会による国内市場での消費縮小が見込まれる中、県内経

済を安定的に成長させ、豊かな宮城を実現するためには、海外へ目を向け、海

４ 目   的 外市場の活力や成長力を取り込んでいくことが重要である。そのため、個々の

企業の強みを生かし海外市場での販路開拓を目指す県内企業の挑戦を支援し、

県内製造業の輸出振興を図るものである。

５ 事 業 概 要

１ 海外商談会出展支援事業

  高度電子機械産業の活性化に向けて重点分野に位置づける「医療・健康機器」分野の県内

企業の取引創出・拡大のため、ドイツ・デュッセルドルフで開催される国際医療機器展

「MEDICA」に宮城県がブースを確保することで、県内企業の出展を支援し、海外企業との商

談機会を創出する。

２ 県産工芸品海外販路開拓支援事業

県内の工芸品製造事業者の海外販路開拓を支援するため、既に海外展開の実績がある伝統

工芸品のパイオニア企業と連携し、香港においてその経験やノウハウ、販売網などを活用し

たテストマーケティングを実施する。

また、欧州での県産工芸品の販路開拓に向けて、フランス・パリで開催されるインテリア

関連国際見本市「メゾン・エ・オブジェ」への県内事業者の出展を支援する。

３ 海外販路開拓支援事業補助金

県内事業者の海外ビジネス推進を支援するため、海外企業との商談、展示会への参加に要

する費用の一部を補助する。

補助率：対象経費の 1/2（上限 50 万円）
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

宮城県産品マーケティング支援事業

（各課別歳出予算概要事業名） 東アジアとの経済交流促進事業費

２ 当初予算額 ２４，１５３千円 ３ 担当課
経済商工観光部国際ビジネス推進室

（ＴＥＬ：211-2346）

４ 目   的

新型コロナウイルス感染症対策の世界的な緩和による外食産業の回復や円

安などの外部環境が、食品の輸出拡大にとって好機となっていることから、宮

城県農林水産物・食品輸出促進戦略で定める６つの輸出基幹品目を中心に県

産食品の輸出拡大に取り組む。

５ 事 業 概 要

（１）宮城県産食品マーケットイン型ハンズオン支援事業【事業費 20,672 千円】

「宮城県農林水産物・食品輸出促進戦略」に掲げた目標指標の達成に向けて、県内

事業者が海外ニーズを的確に捉え、現地が求める商品を現地が求めるスペック（量・

価格・品質・規格）で継続的に輸出するための仕組みを構築する。

  ① 宮城県産食品マーケットイン型ハンズオン支援事業

  イ 輸出対象国・地域ごとに、最新の食品ニーズや品目ごとの主要ターゲット層など

について調査・分析し、海外販路拡大に有効な商流（海外バイヤー、販売先等）を

構築する。

  ロ マッチング商談やバイヤー招へいを実施する。

ハ 海外店舗での販売促進プロモーションを実施する。

二 宮城県が 2023 年 12 月に包括連携協定を締結した（株）PPIH が有する海外ネット

ワークを活用し、県産食品の販路開拓と更なる輸出拡大を目指す。

② 宮城県産青果物の輸出拡大促進事業

イ 県産いちごの新たな海外販路開拓により、更なる輸出拡大を図る。

  ロ さつまいものトライアル輸出による新たな商流構築を目指す。

（２）会計年度任用職員（行政／パート）【事業費 3,481 千円】
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

県産食品海外ビジネスマッチング支援事業

（各課別歳出予算概要事業名） みやぎグローバルビジネス総合支援事業費

２ 当初予算額 １６，３０２千円 ３ 担当課
経済商工観光部国際ビジネス推進室

（ＴＥＬ：211-2346）

４ 目   的

本県の農林水産物の輸出に取り組む事業者のスタートアップから海外ビジネ

ス展開の段階に応じて細やかな個別支援を実施するとともに、輸出に当たって

課題となる物流面などの課題解決に向けたバリューチェーンのモデル構築によ

り、更なる輸出拡大を図る。

５ 事 業 概 要

○ 国際ビジネス推進コーディネーターの配置【8,900 千円】

・専門人材の配置が難しい中小企業に対し、貿易相談等に対応

○ 宮城県食品輸出促進協議会連携事業【3,402 千円】

・事業者向けの輸出促進セミナーの開催

・海外バイヤー向けのプロモーションやマッチング支援の実施

・輸出商社や現地小売店等と連携した海外フェアや見本市等でのプロモーションの

実施

○ 地域産品輸出促進助成事業【事業費 3,000 千円】

・事業者の海外展開支援（海外商談会等の参加、国際認証取得費用等について経費の

一部を助成）（補助率 1/2 以内、上限 300 千円）

○ 課題解決型輸出拡大バリューチェーンモデル構築事業【1,000 千円】

・県内産の農林水産物や加工食品の生産・加工、流通、販売の事業者が連携して行う付

加価値の高い輸出モデル構築に向けた取組について経費の一部を助成

（補助率 1/2 以内、上限 1,000 千円）
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

欧米地域販路開拓事業

（各課別歳出予算概要事業名） 海外交流基盤強化事業費

２ 当初予算額 １１，３２９千円 ３ 担当課
経済商工観光部国際ビジネス推進室

（ＴＥＬ：211-2346）

国の輸出戦略において、当県が輸出産地として選定を受けている日本酒につ

４ 目   的 いて、欧州をターゲットに現地食材とのペアリングの手法を用いながら販路拡

大を目指すもの。

５ 事 業 概 要

欧米地域販路開拓事業 【事業費 11,329 千円】

ワイン文化のある欧州において、現地に販路を持つ輸入業者と共に、日本酒を顧客に提

供するソムリエ等に日本酒の知識や楽しみ方の周知を図りながら、継続的な受注を目指

す。

事業実施にあたっては、宮城県酒造組合が提唱する、日本酒の特徴的な香りと味の濃

淡・柔らかさを数値に基づき分類し、それぞれに合う現地の料理とのペアリングの手法を

用いて、和食以外の現地レストランに日本酒の販路を拡大する。

  ① 市場調査・分析

   ② オンラインセミナーの実施

   ③ 現地テイスティング商談会の実施

   ④ 現地ＥＣ販売サイトとの連携
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

輸出基幹品目販路開拓事業

（各課別歳出予算概要事業名） みやぎグローバルビジネス総合支援事業費

２ 当初予算額 １７，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部国際ビジネス推進室

（ＴＥＬ：211-2346）

４ 目   的

東日本大震災以降、中国や韓国で継続されている禁輸措置に加え、令和５年

８月に開始した ALPS 処理水の海洋放出も影響により、最大の輸出先であった香

港でも水産物の禁輸措置が講じられたことから、これらの国・地域に替わる新

たな海外市場の開拓を行うもの。

５ 事 業 概 要

○ 宮城県産食品の海外新市場開拓事業【17,000 千円】

在外県人会の存在など歴史的に縁があり、市場開放度が高く、親日で日本食の需要・人

気が高い現状にありながら、日本産食品の輸入量が少ないメキシコを新規有望市場に位置

付け、県産食品の販路開拓を目指す。

また、他の中南米地域等でも販路開拓を進める。

① 宮城県産食品のメキシコや中南米等への販路開拓と輸出バリューチェーンの構築

（輸出品目・現地販売先の拡大）

・中南米等を対象とした市場セミナーや商談会等の開催

② メキシコや中南米地域等における県産食品のプロモーションの実施

・メキシコ及び中南米等での宮城県産品フェアの開催
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

北米及び欧州における販路開拓・定着促進事業

（各課別歳出予算概要事業名） 海外交流基盤強化事業費

２ 当初予算額 ９，９５４千円 ３ 担当課
経済商工観光部国際政策課

（ＴＥＬ：211-2276）

国内市場の縮小や中国等からの禁輸措置により、重要となっている米国市場

４ 目   的 に対し、参入障壁となる米国規制に対応し、かつ現地のニーズにかなう県産品

を掘り起こした上で、販路開拓・定着・拡大支援を図っていく

５ 事 業 概 要

米国有望地域における県産品プロモーション事業

委託調査や過年度の売上状況等を踏まえた有望地域において、県と包括連携協定を締結し

ている(株)カメイとで商流を構築し、現地ニーズに合致する商品を紹介し、県内生産者に対

して進出のきっかけとなる場を提供することで、県産品の海外販路開拓・定着・拡大を支援

する

(1) 実施時期  令和９年１～２月頃を予定

(2) 場所    米国最大の日系大型小売店ミツワマーケットプレイス

(3) ターゲット ＬＡ、サンフランシスコ、シカゴ、ニュージャージー等から３都市３店

舗をメイン店舗として物産展を開催するほか、全１３店舗で県産品を販売

(4) 実施体制(令和７年度)

・ 県：企画、現地需要に合致する県産品の開拓、商品提案、生産者フォロー

・ カメイ：企画、カメイグループ（商流・小売）の統括、仕入れ

・ KC セントラル貿易（カメイグループ）：貿易、輸送

・ ミツワコーポレーション（カメイグループ）：買取販売による小売、広報

・ 生産者：商品の出展(米国輸出経験のないものも含む)、渡航による現地ＰＲ
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

中小企業等共同化チャレンジ事業

（各課別歳出予算概要事業名） 中小企業等共同化チャレンジ支援費

２ 当初予算額 ２５，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部中小企業支援室

（ＴＥＬ：211-2745）

４ 目   的
人口急減地域を主なターゲットに、中小企業等の人材不足に対応するため、

デジタル技術の活用等による共同化の取組を推進するもの。

５ 事 業 概 要

今後の人口減少により、人口急減地域においては企業の人材確保は一層厳しくなること

が予想され、中小企業等の事業継続を図るためには、デジタル技術の活用等による複数の

企業が連携した共同化の取組により、経営効率化を図ることが重要であることから、複数

の中小企業が共同で行う中小企業の経営効率化にチャレンジする実証的取組を支援する

もの。

【通常枠】

事 業 費：10,000 千円（補助上限：2,000 千円×R8 年度補助想定 5 グループ）

補 助 率：2/3 以内

対 象 者：宮城県内に事業所を有する中小企業・小規模企業者２者以上で構成される中小

企業等グループ

補助対象：①バックオフィス共同化の取組、②商品の共同開発や製造の取組、③共同販売・

     サービスの取組等

【共同化プラットフォーム構築枠】

事 業 費：15,000 千円（補助上限：5,000 千円×R8 年度補助想定 3 グループ）

補 助 率：2/3 以内

対 象 者：通常枠と同様。

補助対象：通常枠と同様。ただし、自社のみならず地域や業界の課題解決に繋がる業務共

同処理の標準化（受け皿づくり）を試みる取組を対象とする。

27



主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

中小企業等デジタル化支援事業

（各課別歳出予算概要事業

名）
中小企業等デジタル化支援費

２ 当初予算額 ２５７，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部中小企業支援室

（ＴＥＬ：211-2745）

４ 目   的

人口減少期を迎える中、各企業においてはデジタル技術を活用した生産性

改善が急務となっていることから、生産性向上等を目的とした県内中小企業

等のデジタル化の取組について、アドバイザー派遣及び導入経費の補助を行

い、デジタル化の推進を図るもの。

５ 事 業 概 要

１ 背景・経過

県で実施したアンケート結果では、デジタル化が進んでいない企業等が５割を占めてい

ることから、中小企業のデジタル化を促進するため各種支援施策を実施する。

２ 事業内容

（１）アドバイザー派遣

  中小企業等のデジタル化に向けた相談対応を行うアドバイザー派遣等を実施。

（２）デジタル化導入補助

  生産性向上等を目的にデジタル化に取り組む中小企業等に対して費用の一部を補助。

補助対象者：県内に本社・本店を有する中小企業・小規模企業者等(情報通信業を除く)

対象経費：(a) システム構築費・運用費、ＡＩ関連ツール導入費 等

      (b) (a)の実施に必要な機器等整備費、専門家経費 等

【概要】① 通 常 枠：事業者のデジタル化の取組に係る補助

     ② 発展・展開枠：過去に当補助金を活用した事業者の更なる発展的なデジタル化へ

の補助

     ③ Ａ Ｉ 枠：ＡＩを用いたデジタル化の取組に係る補助

【補助率】1/2 以内

【補助額】下限 500 千円～上限 2,500 千円（賃上げを実施した場合：上限 3,000 千円）

【活用例】① 会計管理システムの導入及び必要となるパソコン

② 生産管理システムの導入と、既存会計システムとの連携システムの構築

③ 生成ＡＩを用いた図面案・見積書案の作成システムの導入

（３）ＡＩ活用研修会の開催
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

中小企業等再起支援事業

（各課別歳出予算概要事業

名）
中小企業再起支援事業費

２

当初予算額
(※令和 7 年度

12 月補正予算

からの繰越)

経済商工観光部中小企業支援

１,３００，０００千円 ３ 担当課 室

（ＴＥＬ：211-2742）

４ 目   的

物価高騰又は令和７年米国の関税措置に伴う経済変動の影響により売上高

等が減少した県内中小企業・小規模事業者等が行う販路開拓、生産性向上等の

取組に要する経費を補助することにより、経営基盤の安定化を図る。

５ 事 業 概 要

（１）事業内容

物価高騰又は令和７年米国の関税措置に伴う経済変動の影響により、売上高又は営業

利益率が悪化した事業者について、令和８年１月以降に実施する販路開拓・生産性向上

等の取組に要する経費の一部を補助する。併せて、中小企業・小規模事業者の重要な経

営課題である人材確保に対応するため、新たにこれに資する取組を補助対象に追加する

とともに、指定期間内に賃上げを実施した事業者には補助率及び補助上限額を引き上げ

る優遇措置を講じる。

（２）補助対象者

県内に本社・本店を置く中小企業・小規模事業者等

（３）主な補助要件

  下記①又は②のとおり売上高等が減少していること。

   ① 物価高騰等の影響により、令和７年４月以降のいずれか１か月間の「売上高」が、

令和４年１月から令和６年１２月までの同月比で３０パーセント以上減少してい

ること。

   ② 物価高騰等の影響により、直近決算期の営業利益率が対前期（前年）比で減少し

ていること。ただし、直近２事業年度の営業利益率がいずれもマイナスの場合は、

対前期（前年）比で減少していない場合も要件を満たすものとする。

（４）補助率・補助上限額

  （通常）補助率：２／３、補助上限額：１００万円（下限１０万円）

   （賃上げ実施）補助率：４／５、補助上限額：１２０万円（下限１０万円）

（５）募集期間

令和８年１月３０日～３月６日

（６）補助対象事業

   ① 販路開拓の取組 ② 生産性向上の取組 ③ 新商品・新役務の展開に関する取組  

④ 売上原価の抑制に関する取組 ⑤ キャッシュレス化・新紙幣対応の取組

⑥ 人材確保の取組
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

中小企業経営安定資金等貸付金

（各課別歳出予算概要事業名） 中小企業経営安定資金等貸付金

２ 当初予算額 ９９，７１４，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部 商工金融課

（ＴＥＬ：211-2744）

４ 目   的
中小企業者に対し、県制度融資を通して安定的かつ低利な資金を融通し、

もって経営の安定に資することを目的とする。

５ 事 業 概 要

物価高騰の長期化や人口減少に伴う労働力不足、人件費の高騰、米国の関税措置の不確実性

等により、県内中小企業を取り巻く経営環境は、依然として厳しい状況が続いている。

こうした状況を踏まえ、令和８年度は、中小企業者の経営基盤の安定や事業再建に加え、創

業及び事業拡大に向けた取組に対する十分な融資枠を確保し、資金調達の円滑化を図ること

で、中小企業者の持続的な事業活動を支援するとともに、地域経済の活性化につなげる。

１ 中小企業金融対策の概要

２ 債務負担行為

  宮城県信用保証協会が令和８年度において、県制度融資として県内中小企業者に対する

債務保証を行った場合、代位弁済によって生じた損失を補塡するもの。

（単位：千円）

区分 限度額 期間

中小企業経営安定資金 564,000 R8.4.1～R26.3.31（18年）

中小企業産業振興資金 221,000 R8.4.1～R26.3.31（18年）

小口事業資金 85,000 R8.4.1～R18.3.31（10年）

うち新規融資 うち新規融資

中小企業経営安定資金 306,247 85,640 83,480 323,034 83,140 80,432

中小企業産業振興資金 33,807 14,000 11,756 29,417 12,580 10,159

環境安全管理対策資金 0 0 0 73 50 24

小口事業資金 12,315 5,300 4,478 10,156 4,500 3,733

合計 352,369 104,940 99,714 362,680 100,270 94,348

　　　　　　　　　　　　※中小企業経営安定資金のうち、震災関連資金（みやぎ中小企業復興特別資金）は含まず。

　　　　　　　　　　　　※環境安全管理対策資金は、中小企業産業振興資金の一部資金に統合。

（単位：百万円）

令和8年度 令和7年度

融資枠
予算額

融資枠
予算額

30



主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

取引拡大チャレンジ支援事業

（各課別歳出予算概要事業名） 取引拡大チャレンジ支援費

２ 当初予算額 ２３，３００千円 ３ 担当課
経済商工観光部中小企業支援室

（ＴＥＬ：211-2742）

４ 目   的

（公財）みやぎ産業振興機構による伴走型支援を県内全域で展開し、ものづ

くり中小企業等の取引拡大・確保を促進する。また、適正な取引環境整備に向

けた「価格転嫁支援サポーター」制度を創設し、県内企業の適切な価格転嫁へ

の働きかけを強化する。

５ 事 業 概 要

①（公財）みやぎ産業振興機構補助事業（２０，３００千円 補助率１０／１０）

（１）営業活動強化費用補助事業

県内中小企業者・小規模事業者に対して、（公財）みやぎ産業振興機構が個別あっせ

ん又は商談会等で紹介した県外発注企業へのアフターフォローのための訪問や県外商

談会への参加に係る経費の一部を補助するもの。また、営業活動に必要となる資料作

成（会社案内チラシ、映像資料等）経費の一部を補助するもの。

【対 象 者】みやぎ産業振興機構が支援した企業

【対象経費】イ.県外発注企業への訪問旅費

ロ.県外の商談会等参加に係る旅費

ハ.営業資料の製作費

ニ.映像資料作成費

【補助率・上限】補助率：１/２（中小企業）、２/３（小規模事業者）

イ～ハ：上限１００千円／１回 ※年間１事業者につき上限２００千円

ニ：上限３００千円

【補助件数】イ～ハ：６０件程度、ニ：４件程度

（２）商談会等開催事業

県内のものづくり企業を対象に、他都道府県や全国的な団体の協力のもと、県内

及び東京等で商談会等を開催する。

【みやぎ広域取引商談会(１回)/宮城・福島合同商談会(１回)/個別提案会(３回)】

②価格転嫁円滑化推進事業（３，０００千円）

（１）価格転嫁円滑化に関するセミナー

県内中小企業・小規模事業者における賃上げの実現やより良い創業環境整備のた

め、コスト上昇分を適切に価格転嫁する方法を業種ごとに学ぶセミナーの開催。

（２）価格転嫁支援サポーター制度

県内金融機関と連携し、県内企業に係る価格転嫁の機運醸成や「パートナーシップ

構築宣言」の登録促進、各種補助金等支援情報の周知を図るもの。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業

（各課別歳出予算概要事業名） プロフェッショナル人材事業費

２ 当初予算額 ７２，６００千円 ３ 担当課
経済商工観光部雇用対策課

（ＴＥＬ：211-2772）

地域と企業の成長戦略を実現するために、地域企業にプロフェッショナル人

材戦略マネージャーを派遣して、経営者に新事業や新販路開拓、デジタル化な

４ 目   的 ど「攻めの経営」への転換を促すとともに、必要なプロフェッショナル人材を

明確化し、民間人材ビジネス事業者を活用することにより、人材の本県へのＵ

ＩＪターンを促進するもの。

５ 事 業 概 要

１ プロフェッショナル人材戦略拠点について

（１）プロフェッショナル人材戦略マネージャーによる企業訪問を行い、中小企業が持つ潜在

成長力への目覚めを喚起し、「攻めの経営」への転換を促進し、企業における必要なプロ

フェッショナル人材ニーズを具体化、プロ人材活用への決断を促進。

（２）民間人材ビジネス事業者と連携し、企業の人材ニーズを月１～２回の実務者会議で人材

紹介事業者へ提供。また同会議で、求人ニーズ説明会を開催し、企業の人材ニーズを直接

人材紹介事業者へ説明。

（３）そのほか、各種支援機関及び地域金融機関と連携し、協議会を開催するとともに、副業・

兼業を含めた多様な人材活用の推進に対する意識醸成等セミナー等を通じて促進。

２ 実施方法

  委託により実施

３ 令和８年度拡充内容

拠点設立から１０年が経過し、プロフェッショナル人材戦略拠点の認知が進展する中で、

さらなる認知度向上に向けて、Web を活用した広報を実施。

また、同様に企業訪問を行っている他事業や他行政機関との連携強化を図り、各事業によ

る人材ニーズを速やかに拠点に伝達し、人材ニーズのある企業の掘り起こし、成約率の向上

を推進する。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

県中小企業支援センター事業

（各課別歳出予算概要事業名） 県中小企業支援センター運営費

２ 当初予算額 ２４９，８９３千円 ３ 担当課
経済商工観光部中小企業支援室

（ＴＥＬ：211-2745）

本県における中核的な産業支援機関である（公財）みやぎ産業振興機構が実

４ 目   的 施する中小企業等への支援事業に要する経費を補助し、本県産業の振興に資す

るもの。

５ 事 業 概 要

中小企業支援法に基づく県中小企業支援センター等に位置づけられる（公財）みやぎ産業振

興機構に対し、県内中小企業の創業、経営革新、経営基盤強化、販路開拓、人材育成等、総合

的な支援を実施するための体制づくり、及び機能強化のための補助金を交付する。

【主な支援内容】

（１） 中小企業支援センター体制整備

・ 事業管理統括者、コーディネーター、アドバイザーらによる中小企業への支援

・ 窓口相談、専門家派遣等の実施

・ 支援機関担当者育成 等

（２） 受発注動向調査、情報提供

・ 県内外企業の動向調査

・ 中小受託事業者取引活性化のための情報提供 等

（３） 産学連携推進事業

・ 県内の学術研究機関と連携した新製品開発等を目指す中小企業への支援

・ 提案公募型技術開発事業に取り組む中小企業への支援 等
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

スタートアップ加速化支援事業

（各課別歳出予算概要事業

名）
創業加速化支援費

２ 当初予算額

経済商工観光部中小企業支援

７０，５７２千円 ３ 担当課 室

（ＴＥＬ：211-2745）

４ 目   的

創業及び第二創業の促進を通じて、雇用の創出や地域産業の再生を実現さ

せ地域経済の活性化を図るとともに、先進的なデジタル技術等の構築のほか、

この技術を活用して地域課題の解決につながる事業に新たに取り組む創業者

に対して支援を行い、富県宮城の実現に寄与するもの。

５ 事 業 概 要

県内に事業所を置いて創業又は第二創業する者に対し、スタートアップ資金を補助し、

商工会・商工会議所や専門家等が連携したハンズオン支援を実施することで、事業計画達

成までを支援する。

（１）対象者

  県内に事業所を置いて創業又は第二創業しようとする者（創業１年以内の者を含む）

（２）補助内容

  イ 一般枠：補助額＝年 100 万円(上限額)×2 か年度(限度)

補助率＝1/2 以内

  ロ デジタル活用・DX 推進枠：補助額＝年 250 万円(上限額)×2 か年度(限度)

補助率＝2/3 以内

  （※補助対象経費は、賃料、従業員の人件費、商品開発費、営業活動費など事業に要す

る経費）

（３）支援件数

  イ 一般枠：２１者

  ロ デジタル活用・DX 推進枠：３者

  ハ 継続支援：２１者（令和７年度に採択した事業者）

（４）選定方法

（公財）みやぎ産業振興機構を実施機関として、地元金融機関、学識経験者等により設置

する選定委員会によりビジネスプランの審査を行い、採択者を決定する。

（５）予算

  次の経費について、事業実施機関に対する補助を行う。

＜補助経費＞

  ５７，０００千円

＜事務費＞

  １３，５７２千円

※ 事務職員人件費、委員謝金・旅費、会場費、雑費等
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

みやぎＵＩＪターン起業支援事業

（各課別歳出予算概要事業

名）
地域創業推進事業費

２ 当初予算額

経済商工観光部中小企業支援

１４，４９８千円 ３ 担当課 室

（ＴＥＬ：211-2745）

４ 目   的

県内において、東京圏からのＵＩＪターンにより創業する者に対し支援し、

地域における課題解決のための新たな事業展開を促進し、雇用の創出を図る

とともに、生産年齢人口の減少等による地域活力の低下に歯止めをかけ、地域

産業の活性化を図るもの。

５ 事 業 概 要

東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）からＵＩＪターンにより創業又は第二創

業する者に対し、スタートアップ資金を補助するとともに、支援機関による伴走型支援を

実施し、経営安定まで支援を行う。

【起業支援金】（予算１０，０００千円）

（１）対象者

  東京圏からＵＩＪターンにより創業又は第二創業しようとする者

（２）補助対象事業

  地域の課題解決に資する社会的事業（「社会性」「事業性」「必要性」「デジタル技術の活

用」の観点）

（３）補助内容

  補助金額：１，０００千円（上限） 補助率：１／２

（４）支援件数

  １０者

（５）補助対象経費

  賃料、従業員の人件費、商品開発費、営業活動費など

【支援機関事務費】（予算４，４９８千円）

（１）支援機関

  株式会社全力優

（２）支援内容

  創業情報発信事業、起業支援金交付事業、伴走型支援事業 等
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

事業承継支援体制強化事業

（各課別歳出予算概要事業名） 事業承継支援費

２ 当初予算額 １６，７００千円 ３ 担当課
経済商工観光部中小企業支援室

（ＴＥＬ：211-2742）

宮城県事業承継ネットワークの取組を継続・強化するとともに、ネットワー

４ 目   的 ク内の支援機関と連携して、県内の中小企業・小規模事業者が円滑に事業承継

を行えるよう支援する。

５ 事 業 概 要

（１）事業承継専門員の配置（２名）

   ネットワーク事務局に事業承継専門員を２名配置し、支援機関及び事業者を巡回訪

問の上、事業承継支援ニーズ等の掘り起こしを行う。

（２）事業承継ネットワークの運営

   事業承継支援のあり方を検討・実現するための事業戦略会議の開催のほか、ネッ

トワーク参画機関での全体会議及び圏域単位での連絡会議等を開催し、ネットワー

クの連携・支援体制の強化を図る。

  

（３）事業承継支援ポータルサイト運営

   事業承継支援に係る情報発信の強化・支援情報の共有化（ポータルサイトの機能・

内容の充実化、成功事例の共有化など）を図る。

【実施主体：（公財）みやぎ産業振興機構（補助率１０／１０）】
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

小規模事業者伴走型支援体制強化事業

（各課別歳出予算概要事業名） 小規模事業経営支援事業費補助

２ 当初予算額 ９，４３９千円 ３ 担当課
経済商工観光部中小企業支援室

（ＴＥＬ：211-2742）

小規模事業者の経営計画作成から計画に基づく取組までの指導を行う商工

４ 目   的 会・商工会議所の伴走型支援体制を強化し、小規模事業者の持続的経営の発展

や経営革新の促進、販路開拓の活路創出を図る。

５ 事 業 概 要

（１）補助対象者

小規模事業者支援を行う商工会・商工会議所

（２）補助対象事業

  ①計画作成等支援

    持続的経営や経営革新を目指す小規模事業者を対象として、専門家を招き、経営

計画等作成セミナーを実施するとともに、中小企業診断士等の専門家派遣による計

画の作成等の個別指導を実施する。

【目標支援数：セミナー ２０回、個別指導１１０回】

     補助率：１０／１０

     補助額：専門家派遣 謝金２９，７００円及び旅費実費（１回当たり）

  ②販路開拓支援等

商工会・商工会議所を通して、小規模事業者に対し商談会等への参加に係る出展

費用を補助するとともに、販路開拓に必要な助言・指導を行う専門家を派遣する。

また、商工会・商工会議所が開催する商談会の開催費用を補助するもの。

   【目標支援数：参加費用補助１７件、開催補助３件】

補助率：専門家派遣       ２／３

開催費用・出展料等補助 １／２

     補助額：専門家派遣  謝金２９，７００円及び旅費実費（１回当たり）

開催費用補助 上限５００千円（開催１件あたり）

出展料補助  上限２００千円（１事業者当たり）

（３）補助対象経費

専門家派遣に係る謝金及び旅費習並びに商談会等への出展料・旅費等
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

教育旅行誘致促進事業

（各課別歳出予算概要事業

名）
宮城の観光イメージアップ事業費

２ 当初予算額 １０７，２００千円 ３ 担当課
経済商工観光部観光戦略課

（ＴＥＬ：211-2755）

４ 目   的

教育旅行での来県は、将来の進学先や就職先、家族等の旅行先としての選択

に繋がるなど、一過性にとどまらない高い誘客効果が期待できることから、国

内及び台湾を中心とした国外に対する教育旅行誘致に積極的に取り組むも

の。

５ 事 業 概 要

（１） バス助成金事業 ３９，５８０千円【復興基金】

    教育旅行で来県する学校に対し、バス借上げ経費を助成するもの

    ・国内校対象：１台当たり７万円又は５万円×台数（上限額１０台分）

    ・国外校対象：１台当たり７万円×台数（上限額１０台分）

（２） 教育旅行等コーディネート支援センター（観光復興支援センター）整備事業

１６，３０９千円【復興基金】

教育旅行プログラムの紹介、受入団体とのマッチング支援、行程のコーディネー

ト支援等を実施する「教育旅行等コーディネート支援センター」の設置・運営

（３） 教育旅行誘致促進事業 １８，４４０千円【地域整備基金・地域未来交付金】

    ・国内の旅行会社や学校を対象としたセミナーへの参加

・専用ウェブサイトやガイドブックの更新

・各国・地域における訪日教育旅行市場調査、誘致検討

（４） 台湾訪日教育旅行誘致促進事業

３２，８７１千円【発展税・地域整備基金・地域未来交付金・一般財源】

・台湾現地説明会開催経費

県内市町村等と連携し、本県独自の教育旅行説明会を台湾で開催するもの

・台湾教育関係者招請事業

台北市及び台湾高級中等以下学校国際教育交流連盟との覚書締結により構築し

た関係を基に、台湾の校長等を招請し、教育旅行来県者数の拡大に繋げるもの

・みやぎ型教育旅行宿泊モデル構築事業

学校や地域が一体となった交流や宿泊を実現するための「みやぎ型教育旅行宿

泊モデル」を構築し、来県者数拡大を図るもの
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

宮城オルレ推進事業

（各課別歳出予算概要事業名） 国際観光対応事業費

２ 当初予算額 ６６，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部観光戦略課

（ＴＥＬ：211-2824）

４ 目   的

韓国・済州島発祥のトレッキング「オルレ」は、日本では九州地方が平成

２４年から取組を始め、韓国人を中心に多くの観光客が訪れている。

平成３０年１０月に始まった宮城オルレは、令和７年１１月時点で県内６コ

ースとなり、国内外からこれまで延べ８万人以上が利用し、複数コースの周遊

による長期滞在や地域での消費拡大に寄与している。

５ 事 業 概 要

（１）専門家謝金・旅費 ５，１７６千円

新規コース造成に係る現地確認及び標識確認のほか、研修会や済州オルレとの連携等に

ついて、宮城オルレアドバイザー等に依頼する際に必要となる謝金・旅費。

（２）職員旅費 ２，２６７千円

新規コース造成支援やコースイベント運営支援、海外からの招請対応及び海外現地での

PR に係る職員旅費。

（３）新規コース造成及び国内外向け PR 事業費 ５７，５５０千円

新規コース想定：蔵王町、丸森町、名取市

新規コース造成支援及びコースオープンに伴うイベントのほか、宮城オルレ推進に係る

国内向け PR（宮城オルレフェア２０２６開催、国内トレッキングイベントへの出展、アウ

トドア関連企業を活用した PR 等）及び国外向け PR（済州オルレウォーキングフェスティ

バル及び韓国現地旅行博への出展、ソウル事務所による韓国現地 PR、多言語による情報発

信等）に係る費用。

（４）済州オルレとの協定に基づく負担金 １，００７千円
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

宿泊税市町村交付金

（各課別歳出予算概要事業名） 観光戦略推進費

２ 当初予算額 １８５，４８１千円 ３ 担当課
経済商工観光部観光戦略課

（ＴＥＬ：211-2823）

４ 目   的

地域の特色を生かした観光地域づくりを目指すため、市町村が行う

滞在時間の長期化につながるコンテンツ造成などの観光振興施策を支

援する。

５ 事 業 概 要 【宿泊税】

（１）交付先

   県内市町村（仙台市を除く。）

（２）対象事業・補助率等

  ①メニュー選択型

項目 内容

予 算 額 １２９，４８１千円（宿泊税）

対象事業 市町村が地域の実情に応じて行う観光地域づくりを行うため、

事業メニューから選択して実施する取組

【具体例】

〇観光案内板やＷｉ－Ｆｉ環境整備

〇観光地域づくり団体が行う観光コンテンツの造成や体制強化への補助

〇観光イベントや観光プロモーション

補 助 率 １０／１０

配 分 額 均等配分：１自治体５０万円

納税者数配分：仙台市を除く各市町村の納税見込者数に５０円を乗じて算

出した額

備 考 複数年度の事業実施やメニュー間の予算流用を可能とする。

  ②提案型

項目 内容

予 算 額 ５６，０００千円（宿泊税）

対 象 事 業 新規事業かつ、県として令和８年度に重点的に取り組んでいく次のい

ずれかの事業を対象とする。

①二次交通の充実（例:シャトルバスの運行やデマンド交通の導入）

②ナイトタイムコンテンツ（例:夜間・早朝コンテンツの充実）

③近隣市町村との連携（例:観光イベントの共催、市町村間の周遊促進

に向けた取組）

補 助 率 ２／３

補 助 上 限 額 ８００万円（１，２００万円×補助率２／３）
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

観光コンテンツ創出等支援事業

（各課別歳出予算概要事業名） 国内観光客誘致対策事業費

２ 当初予算額 ７０，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部観光戦略課

（ＴＥＬ：211-2895）

４ 目   的

県内各地域の特色を活かした観光地域づくりを安定的に実施し、県内の観光

地づくりを推進するため、市町村観光協会、市町村商工関係団体や法人等が行

う本県滞在時間の長期化につながるコンテンツ造成や既存コンテンツの磨き上

げなどの取組を支援する。

５ 事 業 概 要 【宿泊税】

（１）補助対象事業

  ①観光コンテンツの新規造成

   （地域の魅力向上を図る新規コンテンツ造成や新たな旅行市場開拓の取組等）

  ②既存観光コンテンツの磨き上げ

   （既存コンテンツを活用したイベント実施、魅力発信等のプロモーション実施等）

  ③観光に係る広域連携の取組

   （補助対象者が複数の県内市町村にまたがって行う取組）

④地域の観光課題の解決に向けた調査・分析等

（２）補助対象者

  ①市町村観光協会及び市町村商工関係団体等

  ②県内に事業所・活動拠点を有する法人（ＤＭＯ等の観光地域づくり法人を含む。）

  ③その他県内に活動拠点を有する観光振興に取り組む団体

  ※ 補助対象者②③については、本補助金の対象となる事業の実施にあたり、市町村と連

携している取組を補助対象とする。

（３）補助率等

  ①補助率    補助対象経費の１／２以内

          ただし、上記（１）補助対象事業③、宿泊を伴うイベント実施やナイト

タイムイベントなど本県滞在時間の長期化につながるものは補助対象

経費の２／３以内

②補助上限額  ２，０００千円
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

外国人観光客等周遊促進事業

（各課別歳出予算概要事業名） 観光戦略推進費

２ 当初予算額 ６０，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部観光戦略課

（ＴＥＬ：211-2823）

訪日外国人観光客が増加する中で、宮城・東北への更なる誘客拡大を目指す

４ 目   的 ために、インバウンド向けのバスツアーを造成し、県内観光地の認知度向上を

図るとともに、県内・東北各地への周遊を促す。

５ 事 業 概 要 【宿泊税】

仙台空港や仙台駅などの交通拠点を発着とし、県内各地の観光地を巡るバスツアーを造

成する。

  ①仙台空港国際線定期便がある台湾、韓国等をターゲットにした宿泊ツアーの造成

仙台空港の到着時間との接続性が高く、県内の観光スポットを巡るツアーを開催

   【具体例】

〇宮城オルレを巡るツアー

〇県境部の観光地を巡るツアー（岩手県平泉⇒気仙沼、 山形県銀山温泉⇒鳴子温泉等）

  ②宿泊施設をオンライン予約した旅行者を対象とした日帰りツアーの造成

   宿泊施設をオンライン予約した旅行者をターゲットに、東北最大の交通拠点である仙台

駅を出発地とした日帰りツアーを開催

   

  【具体例】

   〇季節の味覚を味わうグルメツアー（牡蠣、芋煮、フルーツ狩り等）

   〇閑散期をターゲットとした自然満喫ツアー（樹氷、温泉等）
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

観光人材確保・育成推進事業

（各課別歳出予算概要事業名） 観光事業振興対策費

２ 当初予算額 ６０，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部観光戦略課

（ＴＥＬ：211-2755）

４ 目   的

インバウンドをはじめとする観光需要の急速な回復に伴い、受入側である

観光事業者の人手不足や多様化する観光需要への対応が課題となっている。

そこで、今後の観光需要の増加を見据え、「観光人材の確保」及び「観光人材

の育成・定着」を連動的に支援し、持続的に選ばれる観光地の実現を目指す。

５ 事 業 概 要 【宿泊税】

（１） 観光人材求職者マッチング支援事業 ３０，０００千円

宿泊施設の人手不足解消に向け、宿泊業をはじめとする観光業についての理解促

進を図りながら、宿泊施設の仕事を知るための多様な機会を創出することにより、

就業希望者と受入施設とのミスマッチを防ぎ、安定的な就業に繋がるマッチングを

行う。

① 対象

学生等の求職者、県内のホテル・旅館等の宿泊事業者

② 事業内容

求職者と宿泊事業者とのマッチングに向けた現場実習や出前講座、職場見学会を

実施するほか、業界の魅力発信による理解促進を図る。

（２） 観光人材確保・育成セミナー事業 ３０，０００千円

  魅力ある観光地を創出し、維持するためには、施設の持続的な経営や人材の安定

的な充足が必要であることから、観光業に携わる従業員や事業者を対象とした効果

的な研修機会を創出する。

① 対象

県内の観光事業者（宿泊業、飲食業、小売業、旅行業等）

② 事業内容

人事マネジメント・経営力強化、サービス向上等をテーマとしたセミナーや先進

地視察を実施する。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

観光ガイド機能強化事業【宿泊税】

（各課別歳出予算概要事業名） 国際観光対応事業費

２ 当初予算額 ２６，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部観光戦略課

（ＴＥＬ：211-2824、2788）

４ 目   的

観光ガイドは、旅行者に対し観光コンテンツの価値を提供し、満足度を高め

る重要な存在である。選ばれるデスティネーションに繋がり、観光消費額の増

加に結びつくことから、なくてはならない存在である。このため、観光ガイド

の人材確保及びガイディングの向上を図ることを目的に人材育成を実施する。

５ 事 業 概 要

（１）ローカルガイド育成事業 １６，０００千円

特定地域の文化・歴史等に精通したローカルガイドの育成及び県内在住の全国通訳案内士

のレベルアップを目的とした研修を実施し、訪問者の満足度向上、受入れ環境の充実を図る。

また、県として「地域通訳案内士育成等計画」を策定し、優れたガイドについて地域通訳案

内士としての登録を行うことによって、優秀なガイド人材の市場での認知度を向上する。

（２）アウトドアガイド育成事業 １０，０００千円

  宮城オルレの高付加価値化に向け、宮城オルレを的確に案内できるローカルガイドの集中

的育成・確保及び活躍機会の創出を図る。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

インバウンド受入基盤整備事業【宿泊税】

（各課別歳出予算概要事業名） みやぎ観光戦略受入基盤整備事業費

２ 当初予算額 １１，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部観光戦略課

（ＴＥＬ：211-2821）

４ 目   的
外国人観光客が安心・快適に観光できる環境を整備し、地域の観光消費拡大

と持続的な観光振興を図る。

５ 事 業 概 要

外国人観光客の誘客拡大と満足度向上に向け、Wi-Fi 整備や広域観光案内板の多言語化

（ピクトグラム等）を行う。

（１）広域観光案内板の整備事業 ４，０００千円

県内各地に設置してある広域観光案内板の多言語化整備を行い、外国人観光客が広域的に

移動しやすい環境整備を実施する。

（令和８年度予定箇所（２基））

①松島海岸駅前

②あ・ら・伊達な道の駅

（２）県有施設の Wi-Fi 整備 ７，０００千円

  外国人観光客等の受入及び電子決済等の消費機会の環境整備を実施

  （令和８年度予定箇所（１箇所））

  ①蔵王レストハウス
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

観光誘客推進事業

（各課別歳出予算概要事業名） 大型観光キャンペーン推進事業費

２ 当初予算額 １１５，４００千円 ３ 担当課
経済商工観光部観光戦略課

（TEL：211-2895）

４ 目   的

本県への観光客入込数は回復傾向にあるものの、観光客の需要が仙台市や松島周

辺に留まることが多いため、県外からの観光客を中心に、県内全域への誘客を図ると

ともに、観光資源の魅力向上やおもてなし態勢の整備を進めるもの。

５ 事 業 概 要

（１）ポケモン連携誘客事業費（37,549 千円）

   株式会社ポケモンと連携したコラボ企画展「ポケモン天文台（角田市）」実施及び「みやぎ

応援ポケモン」のラプラスを使用した特設サイトの運営に係る費用

（２）仙台・宮城観光キャンペーン推進協議会負担金（20,000 千円）

   観光に関わる事業者、県、仙台市をはじめとする市町村及び各産業界と連携し、本県の多様

な観光資源を全国に向けて広報宣伝するとともに、誘客促進と広域観光の活性化を目的とした

協議会の負担金

（３）観光キャンペーン実施に向けた事業経費（40,000 千円）

   今後、観光キャンペーンを実施していくにあたり、本県の観光ＰＲや各種プロモーション等

を実施するための費用

（４）冬季誘客推進事業（2,970 千円）

   県内のスキー場を中心に、温泉やグルメ等の冬の観光コンテンツを組み合わせた広報

・プロモーションを展開する。

                                      ほか
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

みやぎ観光デジタルプロモーション事業

（各課別歳出予算概要事業名） 国際観光対応事業費

２ 当初予算額 ３９，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部観光戦略課

（ＴＥＬ：211-2824）

４ 目   的

インバウンドの情報収集源において、SNS やブログなどの割合が高くなって

おり、観光業界において、デジタルの利用が一般化していることから、デジタ

ルを活用して効果的・効率的なプロモーションを行うとともに、効果検証を実

施し、今後のインバウンド施策の展開に繋げるもの。

５ 事 業 概 要

（１） 東北観光 DMP（ﾃﾞｰﾀﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ）運営事業 ６，５００千円

    東北・新潟域内の観光マーケティングデータを一元化し、可視化、分析を行うた

めのプラットフォームを、東北観光推進機構を中心に、東北各県、新潟県、仙台市

で連携して運営する。

（２） みやぎ観光デジタルプロモーション事業（国内外）３２，５００千円

    旅行についての情報収集、手配等のデジタル化の進展、個人旅行化が進む中、ビ

ックデータや県の海外向け公式サイト「VISIT MIYAGI」等を活用しながら、最適な

誘客ターゲットに正確な情報を届けるプロモーションを実施する。

また、国内観光客向けに広告配信を行い、広告を見た方が実施にどのくらい県内

を訪れたかを計測する来訪分析を行う。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

欧米豪誘客促進事業

（各課別歳出予算概要事業名） 国際観光対応事業費

２ 当初予算額 １４６，４４０千円 ３ 担当課
経済商工観光部観光戦略課

（ＴＥＬ：211-2788）

４ 目   的

滞在期間が長く、消費単価が高い傾向にある欧米豪市場の訪日旅行客におけ

る東北地方や宮城県の全国シェアは１％未満と極めて低い水準にとどまってい

るため、戦略的プロモーションを展開し、宮城県および東北地方の認知度の拡

大や誘客を促進することにより観光消費の拡大と地域経済の活性化を図る。

５ 事 業 概 要 【宿泊税】

（１）東北一体となった広域プロモーション事業 ２６，０６２千円

    東北観光推進機構との連携事業を通じて、新潟県含む東北各県・仙台市との広域の

観光プロモーションを図り、欧米豪の現地旅行会社の招請や海外旅行博への出展、現

地商談会への参加等により、認知度の拡大や旅行商品の造成に繋げる。

（２）交通事業者等と連携したプロモーション事業 ４３，０７２千円

   ①新幹線チケット等を扱う海外オンライン旅行会社へのウェブ広告を通じた欧米豪市

場を対象とした若年層個人旅行者向けプロモーション。

   ②国際ハブ空港との乗り継ぎ等も含めた航空事業者や鉄道事業者との連携による広域

観光周遊プランに基づく欧州旅行会社等の招請。

（３）欧州現地サポートデスク運営事業 ４７，０５６千円

   ①現地旅行会社や関係機関への売り込みや相談受付、欧州市場の動向収集

②海外旅行博や商談会への参加等に関する現地サポート

③現地メディアを活用した消費者向けの観光プロモーション

（４）デジタルプロモーション等推進事業 ６，２５０千円

    在留外国人インフルエンサーを活用した欧米豪市場のニーズに基づく若年層の個人

旅行者向け情報発信として、圏域毎に観光資源の魅力を情報発信するとともに、写真

や動画素材を作成することにより、他プロモーション事業において有効活用する。

（５）環境負荷に配慮したノベルティ等の作成 ４，０００千円

    欧米豪市場への配布を想定し、環境負荷が小さい宮城県の特色を有するノベルティ

を作成する。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

東アジア等誘客促進事業

（各課別歳出予算概要事業名） 国際観光対応事業費

２ 当初予算額 ７５,０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部観光戦略課

（ＴＥＬ：211-2824）

訪日旅行への関心が高く、リピーター層が多い東アジア等の市場をターゲ

４ 目   的 ットに、ニーズを的確に捉えた魅力的なコンテンツの造成や効果的な情報発

信により、本県の更なる認知度向上と誘客促進を図る。

５ 事 業 概 要 【宿泊税】

（１） 東アジア等 FIT 誘客高付加価値観光魅力創出事業 ３６，０００千円

香港・中国等の市場をターゲットに、FIT 層のニーズを的確に捉えた旅行商品を造成

し、KOL 等による PR や海外 OTA での販売に繋げるとともに、本県の更なる認知度向上を

図る。

（２） 香港・台湾向け観光魅力プロモーション事業 ２７，０００千円

県公式海外向け観光情報サイト「Visit Miyagi」における、台湾・香港市場向けの内

容をリニューアルし、実誘客に結びつくような旅情報を掲載するとともに、国際旅行博

等の海外現地イベントや SNS での情報発信に活用する。

（３） 海外連動型デジタル観光プロモーション事業 １２，０００千円

地方部へのインバウンド誘客を強化するため、デジタルを活用したスタンプラリーや

フォトスポット巡りなどの県内周遊施策を実施する。更に、インフルエンサーを活用し

た施策の PR に加え、国際旅行博等において本県でしか体験できないコンテンツとして幅

広いユーザーにアプローチすることにより、誘客の促進を図る。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

商工団体と連携した訪日外国人向けビジネスチャンス創出事業

（各課別歳出予算概要事業名） 小規模事業経営支援事業費補助

２ 当初予算額 １５，３００千円 ３ 担当課
経済商工観光部商工金融課

（ＴＥＬ：211-2743）

４ 目   的

増加傾向にある訪日外国人（外国人居住者やインバウンド等）を対象に、商

品開発や販路開拓、集客対応の強化など、ビジネスチャンスの創出に取り組む

商工団体を支援することにより、訪日外国人の増加による経済効果を県内に

広く波及させる。

５ 事 業 概 要

  

商工団体の有するネットワーク・スケールメリット・組織力を活用し、個々の中小企

業者・小規模事業者単独では難しいビジネスチャンスへの取組を、面的（地域、組合、

複数事業者）かつ継続的に支援し、県内全域で効果的に推進する。

１ 補助目的

訪日外国人をターゲットとしたニーズ調査や地域特産品のブラッシュアップ・新

商品の開発、商談会やイベントの開催、各種情報発信など、創意工夫による事業計

画を作成・実施する商工団体に補助金を交付し、訪日外国人の受入態勢を強化す

る。

２ 補助対象者

商工会連合会、商工会、商工会議所、商店街振興組合連合会、商店街振興組合、

中小企業団体中央会

３ 補助率等

補助率：２／３

上限額：１団体につき３００万円／年

補助対象期間：１団体につき最大３年間（令和７年度から令和９年度まで）

４ 予算額等

予算額：１５，３００千円（補助金１５，０００千円、事務費３００千円）

財源：みやぎ発展税（１／２）、新しい地方経済・生活環境交付金（１／２）

＜事業のイメージ（例）＞

１年目 ２年目 ３年目

Ａ組合 マーケティング 商品開発 商談会、物産展

Ｂ商店街 メニュー多言語化 商店街マップ作成 ＰＲ動画作成、イベント

接客セミナー プラン検討・作成

Ｃ商工会 ビジネスマナー・ インバウンド向け集客 情報発信ツール開発・提

供

※ 商工団体の創意工夫により、事業計画（プラン）を作成
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

次世代型商店街形成支援事業

（各課別歳出予算概要事業名） 商店街活性化支援事業費

２ 当初予算額 １１，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部商工金融課

（ＴＥＬ：211-2746）

地域のニーズや商店街を取り巻く環境の変化に適合した、次世代を見据えた

４ 目   的 持続的で発展的な商店街の構築を図るため、商店街団体等が行う商店街等活性

化事業を支援することで、地域経済の発展とコミュニティの維持を図る。

５ 事 業 概 要

（１）補助事業者

商店街振興組合、事業協同組合、商工会、商工会議所、任意の商店街組織、特定非営

利活動法人、まちづくり会社、ＤＭＯ等

（２）補助対象事業

  ①商店街ビジョン形成支援

    商店街のビジョン形成に係る費用に対する補助

  ②商店街課題解決支援

    商店街ビジョンを踏まえた、課題を解決するための取組に対する補助（ハード事業及

びソフト事業）。R7 より「空き店舗対策」及び「地域の生活を支える取組」を実施する

事業者を手厚く支援するための重点支援枠を新設し、補助上限額を拡充

（３）補助率等

  ・補 助 率 ※市町村によるかさ上げ可

①商店街ビジョン形成支援    ２／３

②商店街課題解決支援（ソフト） ２／３、（ハード） １／２

  ・補助上限額

①商店街ビジョン形成支援    ２，０００千円（年最大）

②商店街課題解決支援（ソフト：年最大）１，０００千円、重点２，０００千円

（ハード：２年間総額最大）３，０００千円、重点６，０００千円

  ・補 助 期 間 最大２年間

（４）令和７年度実績（R8 年 1 月末現在）

①ビジョン形成  ：３件 3,380 千円（仙台市２か所、加美町１か所）

②課題解決（ソフト）：３件 2,140 千円（仙台市１か所、石巻市１か所、蔵王町１か所）

（ハード）：１件 1,148 千円（蔵王町１か所（重点））

（５）令和８年度事業見込み

①ビジョン形成  ：１件 1,000 千円

②課題解決（ソフト）：６件 4,000 千円 ※うち重点１件

（ハード）：３件 6,000 千円  ※うち重点２件
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

商店街 NEXT リーダー創出費

（新・宮城の将来ビジョン推進事

業名）
商店街ＮＥＸＴリーダー創出事業

（各課別歳出予算概要事業名） 商店街活性化支援事業費

２ 当初予算額 １１，８００千円 ３担当課
経済商工観光部商工金融課

（ＴＥＬ：211-2746）

県内商店街の多くは衰退を感じており、人手不足やリーダー不在といった

４ 目   的 問題を抱えているため、商店街活動の新たな担い手や中心人物の創出を支援

することにより、魅力ある商店街の形成を促進する。

５ 事 業 概 要

１ 事業実施内容

（１）商業者向けセミナー

  ○商店街活動の先進事例や活動に必要なスキルを、レベルに応じて学ぶセミナー

   ・講  座：ビギナー講座、スキルアップ講座（R4～）、マネジメント講座（R6～）

・講義回数：各４回（うち共通講義１回）

  ・事 業 費：５，０００千円（委託）

   ・修了者数：延べ１１８名（令和元年度より）（Ｒ７実績：２８名）

（２）トライアル活動・ネットワーク化等支援（補助金）

  ○商店街活動の新たな担い手を創出するために行う下記事業への支援（単年度）

種別 対象事業 事業主体 補助上限 対象経費

䩖
䨱

䩍

䩻

䨶
䩻
䨼

① トライアル

若手又は女性商業者グループが行う商

店街の課題を踏まえた実践的事業

商店街組織、

任意の若手又

は女性商業者

グループ（３名

以上）

３００千円

(定額)
謝金・旅費、委託

費、広告費、イベン

ト費、事務費（需用

費・役務費・使用料・

アルバイト賃金）等

② 魅力発信

商店街組織がまちづくり会社やＮＰＯ等と

連携して行う商店街の魅力発信事業

※仙台市中心部の商店街を除く

䨫

䨰
䨼
䩔
䩻

䩋

䨶
䩻
䨼

① トライアル

若手又は女性商業者グループが行う商

店街の課題を踏まえた実践的事業

商店街組織、
任意の若手又
は女性商業者
グループ（５名
以上）

1,000 千円

（補助率１/２）② ネットワーク化

複数の商店街が連携して行う魅力発信等

の事業

   ・事 業 費：６，０００千円（３００千円×１０者、１，０００千円×３者）

   ・実  績：６４件（令和元年度より。うちＲ７交付決定１２件）

（３）ネットワークミーティング

  ○セミナー参加者等を参集する交流会（補助事業者による活動報告、意見交換等）

   ・事 業 費：８００千円（会場使用料等）

① 全体版ネットワークミーティング（県内全域）

・実施予定回数：年１回（県直営）

② 地域版ネットワークミーティング

地域での担い手の交流促進や取組事例の共有を目的としたセミナー

・実施予定回数：年１回（県直営）

・開催予定地域：石巻又は大河原
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

みやぎの伝統的工芸品産業振興事業

（各課別歳出予算概要事業名） 伝統的工芸品産業振興費

２ 当初予算額 ９，８９０千円 ３ 担当課
経済商工観光部新産業振興課

（ＴＥＬ：211-2722）

４ 目   的

国及び県指定の伝統的工芸品２０品目の製造事業者を中心に、新商品開発

や販路拡大等の支援を行い、伝統的工芸品産業の振興を図る。

５ 事 業 概 要

１ 宮城県伝統的工芸品産業振興費補助金 ２，０００千円

積極的な事業展開を行う意欲のある伝統的工芸品製造事業者を支援するため，需要開

拓・後継者育成等の事業に対し，経費の一部を補助するもの。補助率：２／３他

２ 宮城県伝統的工芸品産業振興事業 ６，８３９千円

  展示会への出展等を通して，宮城の伝統的工芸品の魅力を発信するとともに販路開拓

等を支援するもの。

    ●県外向け PR イベント

  イ 伝統的工芸品産業振興協が主催（経産省協力）の『伝統的工芸品展』出展支援

  ロ 東京事務所等から紹介される各種イベントへの出展支援（出展者調整等）

  ●県内向け PR イベント

  ハ 全国やきものフェア in みやぎ （会場：夢メッセみやぎ ７月）

  ニ 県庁ロビー等展示・販売（匠の杜クラフトフェア in 県庁）（会場：県庁 ７月）

  ホ 伝統的工芸品のあるくらし展 （会場：東北電力グリーンプラザ 時期調整中）

  ヘ 県内各種展示会等出展支援（「仙台こけしフェア」時期調整中 他）

  ●「伝統工芸品産業新たな担い手確保支援事業」

  〇会場    ：伝統的工芸品製造事業者 １箇所

  〇対象    ：全国の美術工芸を専攻する学生、ものづくりに関心のある社会人等

  〇内容  ：伝統工芸産業に関心ある方が参加する、宿泊込のインターンシップ

●みやぎ伝統的工芸品サポーター企業登録制度

  〇概要  ：工芸品の認知度向上や安定的な需要創出を支援するため、伝統的工芸品

の活用に協力いただく企業を「みやぎ伝統的工芸品サポーター企業」と

して登録し、広く周知する制度

  〇登録状況：R8.2.16 時点で 16 社（(株)ベガルタ仙台、住友ゴム工業(株)ほか）

３ 伝統的工芸品コンクール等助成事業 １，０５１千円

県と共催で実施する、伝統的工芸品産業振興を目的としたイベント事業に助成等を行

うもの。①全日本こけしコンクール（白石市）、②全国こけし祭り（大崎市鳴子）
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

地域支援事業

（各課別歳出予算概要事業

名）
地域産業振興事業費

２ 当初予算額

経済商工観光部富県宮城推進

２３，７５０千円 ３ 担当課 室

（ＴＥＬ：211-2791）

４ 目   的

地方振興（地域）事務所が、市町村や関係団体からのニーズの高い事項や効

果的な事業について継続的に実施することにより地域の課題解決を図るも

の。また、各地域が抱える喫緊の課題に対して、地域資源を活用しながら地域

振興に繋がる事業や地域産業の特性に合わせた事業を実施するもの。

５ 事 業 概 要

（１）事業内容

① 各地域の課題に応じた地域経済の活性化に繋がる事業

  ② 地域資源を活用した観光振興や食産業振興に繋がる事業

  ③ 人材確保、育成支援や中小企業の省力化など持続的な地域産業のための事業

具体的な事業内容については、各地方振興（地域）事務所が企画し、決定する。

（２）予算額 23,750 千円（うち 8,000 千円は発展税を活用）

54



主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

コスメ・健康関連産業集積促進事業

（各課別歳出予算概要事業

名）
地域産業振興事業費

２ 当初予算額

経済商工観光部富県宮城推進

２３，０００千円 ３ 担当課 室

（ＴＥＬ：211-2791）

４ 目   的

若者・女性が魅力を感じるコスメ産業や美と健康の視点で関心の高い健康

関連産業の集積に向けた取組支援を行うことで、新たなイノベーションを創

出させ、地域のブランド力向上とともに、クリエイティブ人材の集積を促進

し、若者・女性に選ばれる宮城を目指すもの。

５ 事 業 概 要

１ 背景

本県の人口は、平成１５年をピークに減少に転じており、特に２０代の若者・女性の

首都圏への転出が顕著である。アンケート調査によれば、「やりたい仕事や、やりがいの

ある仕事が地方にはない」、「地方に居住する１番の条件は多様な雇用先・職場を多く創

出すること」等の意見がある。

そこで、新卒学生や女性が「働きたい」と願う人気のコスメ産業や、美と健康の視点

で若者・女性の関心の高いサプリメントなどの機能性食品産業に焦点を当て、特にナチ

ュラル・オーガニック系の商品開発に取り組む企業が、鮮度やストーリー性を重視して

地方に生産・製造拠点を置き、地域経済の活性化や雇用の創出、地域ブランド力の向上

に繋がるという好循環が生まれていることから、これらの産業集積に向けた取組を行う

もの。

２ 事業内容

（１）地域資源活用に向けた素材ツアー、商品企画・開発プログラムの実施

コスメ・健康関連企業とのネットワーク創出による産業クラスター化を目指し、地

域資源とのマッチングをテーマに、商品企画・開発プログラムを実施する。

（２）コスメシンポジウムの開催

コスメ・健康関連企業や県内の若者・女性を対象としたコスメシンポジウムを開催

し、地域資源活用事例等の発信により新たなネットワーク創出に向けた機運醸成を

図る。
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主 要 事 業 概 要 

 １ 事 業 名 

ものづくりカレッジプロジェクト推進事業 

 （各課別歳出予算概要事業名） 地域産業振興事業費 

 ２ 当初予算額  ３０，０００千円 ３ 担当課 
経済商工観光部富県宮城推進室 

（ＴＥＬ：211-2792） 

 ４ 目   的 
ものづくり人材の確保等に向けて、ものづくりカレッジを設置し、県内の

中小ものづくり企業の特色や魅力を学生に伝える取組を行う。 

  ５ 事 業 概 要  

 １ 事業概要 

「ものづくりカレッジ」は、みやぎ工業会を中心とする産業界、理工系学部を有する

東北学院大学、東北工業大学、石巻専修大学、東北文化学園大学と、宮城県で設置した

ものであり、産学官が一体となって中小ものづくり企業の魅力等を学生に伝えること

で、大卒人材の県内就職や県内定着につなげることを目指している。 

 

２ 背景・課題 

県内中小ものづくり企業の更なる発展のため、生産性向上や製品の高付加価値化とい

った取組を担う大卒人材の確保が求められる。一方で、令和７年３月の県内大卒者の県

内就職率は４割程度にとどまり、ものづくり企業の人材確保は不安定な状況にある。 

 

３ 事業内容 

（１）ものづくりカレッジプロジェクト運営 

  イ 運営支援業務：企業・大学との調整や参加企業数の増加に向けた働きかけ等のた

め、産業界への委託により、コーディネーターを配置するもの。 

  ロ 【新規】インターンシップ等環境づくり支援業務：長期実践型インターンシップ

を計画する企業に対して、インターンシップ等に係るスキルアップの支援を行うこ

とにより、企業・大学がインターンシップ等に前向きに取り組む環境づくりを行

う。また、新卒採用における内定辞退の抑制等を目的とした「親確対策」として、

親による企業見学会を実施する。 

  ハ 【新規】広報業務：引き続き４大学が実施する取組を積極的に発信するほか、新

たに県内中小ものづくり企業への就職事例を発信することにより、学生に実感を伴

った企業の魅力を伝えるとともに、企業が取組に参加するインセンティブとする。 

  ニ 大学訪問・企業訪問等 

 

（２）大卒人材県内定着促進事業 

４大学へ委託し、各大学の理工系学部に所属する１～３年生を主な対象とする講演

会等を実施・広報することで、県内ものづくり企業への就職気運を高めるもの。 

R2.3卒 R3.3卒 R4.3卒 R5.3卒 R6.3卒 R7.3卒

   県内就職率 38.6% 41.4% 36.7% 36.5% 34.5% 40.1%
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

みやぎで就活応援プロジェクト推進事業

（各課別歳出予算概要事業名）
新規学卒者就職支援事業費

中小企業労働力確保対策費

２ 当初予算額 ７０，２１９千円 ３ 担当課
経済商工観光部雇用対策課

（ＴＥＬ：211-2772）

４ 目   的

県内外の学生を対象とした複数の県内企業を一度に理解する機会を提供す

るパッケージ型インターンシップの実施や、インターンシップ実施に向けた

ノウハウ等に関する企業支援などにより、県内企業の採用力向上を図り、若者

の県内就職・定着の促進を図るもの。

５ 事 業 概 要

＜みやぎで就活応援プロジェクト：５２，８１９千円＞

（１）県内就職情報総合ポータルサイトによる積極的な情報提供

   県内就職情報総合ポータルサイトにより、学生等の就職に係るイベントや県内企業

のインターンシップ・採用情報等を効果的に発信し、学生等の県内就職を促進する。

（２）県内企業のインターンシップ実施に向けた支援

   企業のインターンシップの導入や採用力強化に向けた取組の加速化を図るため、採

用・インターンシップノウハウに関するセミナーの開催や人材採用の専門家等による

コンサルティング支援を実施。

（３）インターンシップの実施

  ① 就業体験プログラム（パッケージ型インターンシップ）の実施

   複数企業を短期間で一度に体験できるパッケージ型インターンシップを実施。

  ② 県内企業が実施するインターンシップのマッチング支援

   県内就職情報総合ポータルサイト等を活用し、県内企業が実施するインターンシッ

プ情報を発信。

（４）合同企業説明会の開催

新規大卒者等を対象とした県内企業数十社による合同企業説明会や、新たに専修学校

等卒業生を対象とした業種別・職種別の小規模合同企業説明会を開催。

＜学生ＵＩＪターン支援事業：１７，４００千円＞

（５）学生ＵＩＪターン就職活動事業費補助金

県外の学生に対し、県内での就職活動等を行う際の経費を補助することで、費用面の

負担を軽減し、ＵＩＪターン就職の促進を図る。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

ＵＩＪターン学生等就職支援事業

（各課別歳出予算概要事業名） ふるさと宮城人材ネットワーク事業費

２ 当初予算額 １８，１４３千円 ３ 担当課
経済商工観光部雇用対策課

（ＴＥＬ：211-2772）

４ 目   的

人口減少が進展し、地方の企業における人手不足が進展する中で、東京一極

集中の課題は引き続き注目されており、地方回帰への関心も一定の高まりを

見せている。このような中、首都圏に進学した学生を始め、宮城県へのＵＩＪ

ターンを希望する者に対し、就職支援に向けた取組を行うもの。

５ 事 業 概 要

１ みやぎジョブカフェ東京サテライトの設置・運営

  みやぎジョブカフェ東京サテライトを首都圏に設置（民間事業者へ委託）し、仙台のみ

やぎジョブカフェと連携を図り、ＵＩＪターン就職を希望する学生と採用を希望する企業

に対し支援を行う。

２ 対象等

  東京サテライトにおいては、主に首都圏や関西圏の大学に通う県外の大学生等を対象と

し、キャリアカウンセリング、県内企業とのマッチング及び首都圏大学への訪問等による

アプローチを行う。

  また、ＵＩＪターン就職支援協定締結校の就職支援担当職員を県内に招聘し、企業の採

用担当者との交流会を開催するとともに、大学等の求めに応じ、就職に関する説明会等の

学内イベントに参加し、宮城県へのＵＩＪターン就職に関する情報を提供する。

  加えて、大学生等への支援や大学へのアプローチと併せ、県内企業の求人を開拓し、地

域振興課で運用している専用ホームページ「みやぎ移住・交流ガイド」に無料で求人広告

の掲載を行う。

３ その他

地域振興課が設置している「みやぎ移住サポートセンター」と連携、役割分担を行い

ながら、学生等のＵＩＪターン就職について効果的な事業展開を行う。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

ものづくり企業奨学金返還支援事業

（各課別歳出予算概要事業名） 産業人材育成推進事業費

２ 当初予算額 ４，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部産業人材対策課

（ＴＥＬ：211-2764）

４ 目   的

人口減少や少子化の進展、高い早期離職率に加え、求職者の多くは事務系の

職種を希望するなど、県内ものづくり企業の人手不足は深刻であることから、

県内ものづくり企業に就職した従業員の奨学金返還を支援することにより、

ものづくり企業の人材確保を図るもの。

５ 事 業 概 要

１ 補助対象

県内ものづくり企業（中小企業に限る）

２ 補助対象となる従業員

大学、短期大学、大学院、高等専門学校及び専修学校専門課程の卒業者（以下「大卒

等」という）及び高校卒業者  

※既卒の場合は４年以内、中途退学等した場合も対象

３ 補助率等

（１）補 助 率 １/２

（２）補助金額

    ■大卒等：①２２５千円/年（１，３５０千円/６年）

       ②１５０千円/年（  ９００千円/６年）

③ ７５千円/年（  ４５０千円/６年）

■高校卒：  ４５千円/年（  ２７０千円/６年）

※（ ）内は補助期間６年間の総額

４ 予算額等

（１）予算額 ４，０００千円（補助金３，２００千円、広報費等：８００千円）

（２）財 源 次世代育成・応援基金
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

ものづくり人材育成確保対策事業

（各課別歳出予算概要事業名） 産業人材育成推進事業費

２ 当初予算額 ３６，１８８千円 ３ 担当課
経済商工観光部産業人材対策課

（TEL：211-2764）

県内ものづくり企業及び産業の認知度向上や魅力発信、熟練技術者等によ

４ 目   的 るものづくり人材の育成に取り組み、製造業などのものづくり産業への就職

を希望する人材の拡大及び学生等の県内就職や定着の促進を図る。

５ 事 業 概 要

１ ものづくり産業人材育成・認知度向上事業（７，８０８千円）

（１）企業説明会等（２，２９３千円）

・対象：高校生、企業等

・内容：ものづくり企業説明会、親子向け企業見学会等の実施

（２）ものづくり企業見学会（４，５１８千円）

・対象：高校生、教員・保護者

・内容：県内ものづくり企業への理解促進や人材確保を目的とした見学会の実施

（３）ものづくり体験教室等（９９７千円）

〇夏休み親子工作教室

・対象：小学校高学年児童、保護者

・内容：県内自動車関連企業との共催による親子工作教室の実施

〇サイエンスプラス（ものづくり体験教室）

・対象：小中学生等

・内容：東北職業能力開発大学校との共催によるものづくり体験学習機会の提供

２ ものづくり人材就職・職場定着支援事業（３，４３３千円）※ジョブカフェへ執行委任

高校生を対象としたキャリア教育セミナーのほか、ジョブカフェ利用者を対象とした

業種・職種研究セミナー、ワーク×カフェ（企業との座談会）の実施

３ ものづくり産業広報事業（１４，５４９千円）

・対象：主に県内高校生（大学、小中学校等の教育機関、関連機関等にも配布）

・内容：県内の優れた企業や若手技術者等を紹介する広報誌

年４回、１４，０００部／回を発行。

４ ものづくり人材育成コーディネート事業（１０，３９８千円）

教育庁と連携し「みやぎクラフトマン２１事業」を実施するため、ものづくり人材育

成コーディネーターを配置し、高校生の技術・技能の向上に係る取組の支援や職業観の

醸成を図る。

・対象：工業系高校（市立・私立を含む。）

・内容：資格取得支援、インターンシップ、大学や企業と連携した課題解決プログラム

    等
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

高等技術専門校再編整備事業

（各課別歳出予算概要事業名） 県立高等技術専門校施設整備費等

２ 当初予算額 ３，７４３，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部産業人材対策課

（ＴＥＬ：211-2762）

県立高等技術専門校再編整備基本計画に基づき、令和１０年４月の新設校開

４ 目   的 校を目指して計画的に再編整備事業を実施し、富県躍進に向けたものづくり人

材の育成を図る。

５ 事 業 概 要

○「県立高等技術専門校再編整備基本計画」の推進

県立高等技術専門校については、県立高等技術専門校再編整備基本計画に基づき、効率

的・効果的な校運営の観点から、将来を見据えて５校を１校に再編し、現在の仙台校敷地

に新築（一部改修）するとともに、業界のニーズを踏まえ訓練科の見直しやＩＣＴやＩｏ

Ｔ等の先端技術にも対応するなど訓練内容の充実を図る。

令和８年度は、前年度に引き続き新設校の新築工事及び既存施設の解体を実施する。

令和８年度以降のスケジュール（予定）は以下のとおり。

令和８年度   新築工事（本館、３号館、４号館、７号館）

解体工事（旧１・２号館、体育館等）

令和９年度   新築工事

令和１０年４月 供用開始
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

デジタルエンジニアリング高度化支援事業

名）

（各課別歳出予算概要事業 デジタルエンジニアリング高度化支援事業

費

２ 当初予算額 ２８，５４６千円 ３ 担当課
経済商工観光部新産業振興課

（ＴＥＬ：211-2722）

県内ものづくり企業が自動車や航空機、医療等の分野で新規参入や新産業

４ 目   的 創出等を果たし、今後、幅広く活躍することができるよう、デジタルエンジニ

アの育成等を支援する

５ 事 業 概 要

１ 事業概要

  産業技術総合センターにおいて、産学官が連携して、デジタルエンジニアリング研究

会を開催し、デジタルエンジニアリング技術の情報共有等を図るとともに、高度三次元

設計技術（三次元ＣＡＤ）研修等を実施し、クリエイティブなデジタルエンジニアの育

成を支援する。

（１）デジタルエンジニアリング研究会事業 ７，０６７千円   

産学官の連携により、技術研究会やセミナーを実施し、海外の情報収集や３Ｄプリ

ンター関連技術の習得をめざす。

（２）デジタルエンジニア育成事業 ５，１９２千円

   ３次元ＣＡＤや３Ｄプリンターの活用に係る研修を実施し、クリエイティブなデジ

タルエンジニアの育成等を図る。

  

（３）デジタルエンジニアリング課題解決事業 ８，００２千円

   産業技術総合センターにデジタルエンジニアリング支援コーディネーター（会計年

度任用職員）を配置し、県内企業における個別課題の解決や試作品の開発支援等を行

う。

（４）デジタルエンジニアリング実用化促進事業 ８，２８５千円

  デジタルエンジニアリング研究会で培った産学官ネットワーク、技術を活かし、企

業における技術的実践や製品化の支援を行う。

※「デジタルエンジニアリング」とは

工業製品の企画開発や設計等のものづくり工程において、製品に関する３次元ＣＡＤ

等のデジタルデータをコンピュータ上で活用し、工程全体を効率化していくための工業

技術（エンジニアリング）のこと。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

産業人材育成プラットフォーム推進事業

（各課別歳出予算概要事業名） 産業人材育成推進事業費

２ 当初予算額 ９８２千円 ３ 担当課
経済商工観光部産業人材対策課

（ＴＥＬ：211-2764）

４ 目   的

「みやぎ産業人材育成プラットフォーム」を活用し、地域産業の人材ニーズ

に応じた人材育成施策の検討や多様な人材育成の取組を推進する。

また、「圏域版プラットフォーム」の取組により、地域における産業人材育成

の推進を支援する。

５ 事 業 概 要

１ みやぎ産業人材育成プラットフォームの運営（７７千円）

・事業主体：県（事務局）

・参画機関：産学官の人材育成機関２２機関

（県、仙台市、東北経済連合会、東北大学等）

・事業内容：地域の中核的な産業人材等を育成するため、産学官の人材育成機関によ

り、それぞれの取組を情報共有・意見交換し、連携・協力体制を強化す

る。

２ 圏域版産業人材育成プラットフォームの運営（７５２千円）

・事業主体：各地方振興事務所（事務局）

・参画機関：産学官の人材育成関連機関

      （教育事務所、高等技術専門校、管内高等学校、ハローワーク等）

・事業内容：地域における関係機関相互の情報共有、意見交換、今後取り組むべき産

業人材施策に関する検討・調整等を行う。

３ 産業人材育成フォーラムの開催（１５３千円）

・事業主体：県

・事業内容：地域が一体となった産業人材育成気運の醸成を図るフォーラムを開催する

。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

ワークエンゲージメント向上支援事業

（各課別歳出予算概要事業名） ワークエンゲージメント向上支援費

２ 当初予算額

経済商工観光部中小企業支援

４５，０００千円 ３ 担当課 室

（ＴＥＬ：211-2745）

４ 目   的

多様な働き方に対応したソフト面の取組と、機能的で働きやすいオフィス

環境の整備を推進し、従業員のライフステージに応じた柔軟な働き方の実現

を通じて、満足度やエンゲージメントの向上を図ることにより、人材の定着・

確保を目的とするもの。

５ 事 業 概 要

従業員の満足度及びワークエンゲージメントの向上に資する職場環境の整備に要する費

用を支援するもの。

【取組内容】

（１） 対象者

県内に本社・本店を置く中小企業等

（２） 補助内容

補助金額：３，０００千円（上限）、補助率２/３

（３） 対象経費

必須:多様な人材・働き方推進の取組（①～③のうち１つ以上選択）

① テレワークや時短勤務、多様な休暇に対応した就業規則の変更

② ハラスメント等労務管理上のリスクの対応のための規定の整備

③ リスキリング支援

任意:働きやすいオフィスの整備

休憩室や更衣室、フリーアドレス導入など、働きやすさ向上に資するオフィス

環境整備。

（４） １５者程度を想定
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

みやぎ地域活性化雇用創造プロジェクト

（各課別歳出予算概要事業名） みやぎ地域活性化雇用創造プロジェクト

２ 当初予算額 １４１，２３５千円 ３ 担当課
経済商工観光部雇用対策課

（ＴＥＬ：211-2772）

４ 目   的

現在、個別相談や就活セミナーなどの求職者支援と、人材活用や生産性向上

に関する企業支援、合同企業説明会等のマッチング支援を一体的に展開してい

るみやぎシゴトサポートセンター（県内４か所）について、地域の雇用支援拠

点として引き続き各圏域の課題解決を図るもの。

５ 事 業 概 要

事業実施に当たっては、国の「地域活性化雇用創造プロジェクト事業」を活用する。

（県負担割合 ２割）

（１）みやぎシゴトサポートセンターの運営

①求職者支援

・掘り起こし：市町村やハローワーク等で出張相談会を行う。

・キャリアコンサルティング：キャリアコンサルタントによる業務経験の棚卸し等、

一人一人に寄り添った支援を行う。

・リスキリング教室：基本的なデジタルスキルや地域特性に合うスキルの取得に向けた、

           講習会や研修等を実施する。

②企業支援

・企業採用コンシェルジュ：企業訪問により、センター支援対象者の求人ニーズに基づく

助言を行う。

・人材活用セミナー：女性・高齢者・若者等の採用に関する勉強会やセミナーを開催。

・企業コンサルティング：採用につなぐ求人切り出し等のための、企業への伴走支援。

・定着支援：支援者が就職した企業に対し訪問を行い、定着に係る助言等を行う。

③マッチング支援

・企業紹介セミナー：支援企業について、伴走支援により切り出された業務と登録求職者

をマッチングさせる。

・合同企業説明会：地元企業や支援企業を集め、合同企業説明会を開催。

（２）みやぎ地域活性化雇用創造プロジェクト協議会の運営

・協議会の運営等

  国庫交付要件の一つであり、関係機関、及び外部の専門家より助言等を受けるもの。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

子育てと仕事の両立のための多様な働き方支援事業

（各課別歳出予算概要事業名） 働き方改革促進事業費

２ 当初予算額 ３４，５００千円 ３ 担当課
経済商工観光部雇用対策課

（ＴＥＬ：211-2771）

出産・子育てなどをきっかけに離職した女性の再就職を支援するとともに、

４ 目   的 企業に向けても働きやすい職場環境づくりへの支援やセミナーを開催し、受け

入れやすい企業づくりを図るもの。

５ 事 業 概 要

出産・子育て等様々な事情で離職した女性の再就職を支援する「みやぎ女性のキャリア・リ

スタート支援センター」を運営し、対面・オンラインによる就職相談、出張相談会等の開催、

デジタルリスキリングを含めた各種セミナーの開催のほか、働きやすい職場環境づくりを支援

するための企業向けセミナー等を実施するもの。

１ 事業内容

（１）子育て女性にとってより利用しやすい相談環境の整備等

みやぎジョブカフェ内に併設の対面相談ブース（キッズスペース付き）のほか、全体利用

者の約４割を占める Web カウンセリングに対応するための専用ブースを引き続き設置すると

ともに、利用者個々の事情に応じ丁寧に就職相談に対応する。

（２）市町村などとの連携による各圏域での取組

各市町村の雇用及び福祉の各関係部局や各圏域に設置されている就職相談施設、離職中の

女性の参加が見込まれるイベントなどと連携して、出張相談会や各種ミニセミナーを開催

し、県内一円における利用者の拡大及び就業の支援を行う。

（３）キャリアアップにつながるリスキリング支援や企業とのマッチング機会の創出

① デジタルリスキリング施策

  ・内容：仕事のブランクがある女性向けに、デジタル IT のリスキリング講座を開設

  ・回数：年間６０名程度

② 企業向けセミナー等

・内容：仕事と家庭の両立に向けた企業の取組を促進するセミナーや、求職者と企業と

のマッチングイベント（合同企業説明会・座談会）を開催

  ・回数：年間５回程度
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

副業・兼業人材活用支援事業

（各課別歳出予算概要事業名） プロフェッショナル人材事業費

２ 当初予算額 ３４，２７５千円 ３ 担当課
経済商工観光部雇用対策課

（ＴＥＬ：211-2772）

４ 目   的

企業の継続的な発展に向けては経営課題を解決できる人材確保が重要である

ことから、首都圏等で増加している副業・兼業人材の活用を県内企業に周知啓

発し、県内企業と副業・兼業人材を結び付けるマッチングを図ることで、企業

の人手不足解消を図り、県内企業の経営基盤の強化を図るもの。

５ 事 業 概 要

（１）副・兼みやぎマッチング促進プロジェクト（３３，２７５千円）

①県内企業への副業・兼業人材利活用に関する普及啓発

  ・企業向けセミナー等における利活用事例の紹介

・企業への直接訪問による、機運醸成及び求人ニーズ掘り起こし

・関係機関（経済団体及び金融機関等）との連携による副業・兼業人材活用のメリットや

留意事項等に関する広範な周知啓発

   

②企業と副業・兼業人材のマッチング支援

  ・副業・兼業人材のニーズのある企業への求人内容の作成から人材との採用面接、契約手

続き等までの一連のマッチングサポート

（２）副業・兼業人材活用助成金（１，０００千円）

   県外に居住する副業・兼業人材の雇用・業務委託等を行った県内企業に対し、副業・兼

業人材に支払った交通費及び宿泊費の一部を助成し、副業・兼業人材の活用を促進   

対象経費 補助率 上限額

交通費及び宿泊費等 １/２以内 １０万円

（３）令和８年度拡充内容

民間企業の有するマッチングプラットフォームを活用し、プラットフォーム内に宮城県の

特集ページを作成することで、首都圏等の副業・兼業人材に対する県内企業の認知度を高め

るとともに、県内企業の求人情報を積極的に掲載する。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

男性育休取得奨励金

（各課別歳出予算概要事業名） 働き方改革促進事業費

２ 当初予算額 ３７，８２０千円 ３ 担当課
経済商工観光部雇用対策課

（ＴＥＬ：211-2771）

４ 目   的

県内中小企業等における男性の育児休業取得を促進するため、一定期間以上

の育児休業を取得した従業員がいる企業に対し、奨励金を交付するもの。

５ 事 業 概 要

１ 背景

国の「こども未来戦略方針」（令和５年６月）において、男性の育児休業取得率を段階的に

引き上げていく（2025 年 50％、2050 年 85％）ことが閣議決定されている。

厚生労働省が令和６年に実施した若年層への意識調査では、対象の約７割が１か月以上の

育児休業取得を希望と回答しており、いわゆる「とるだけ育休」ではなく、一定期間以上の

育児休業取得を促進していく必要がある。

２ 内容

県内企業における男性の育児休業取得のロールモデルの構築、育児休業を取得しやすい職場

環境の整備を図るため、男性従業員が育児休業を２８日以上取得した場合に企業に対し、奨励

金を交付する。

さらに「とるだけ育休」ではなく実質的な育児休業の取得を促進するため、６か月以上取得

の場合には上乗せ奨励金を支給する。

３ 支給対象・要件等

県内に本店等を有する中小企業等

４ 支給額及び上限額

２８日以上６か月未満：２００千円

６か月以上の場合：５００千円
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

障害者雇用推進事業

（各課別歳出予算概要事業名） 障害者雇用促進支援事業費

２ 当初予算額 ３８，７４４千円 ３ 担当課
経済商工観光部雇用対策課

（ＴＥＬ：211-2772）

県内企業における障害者雇用率は、令和７年６月１日現在で２．３８％と、

法定雇用率の２．５％を下回り、障害者雇用の更なる促進が喫緊の課題となっ

４ 目   的 ている。この状況を踏まえ、就職を希望する障害者が雇用され、就職した障害

者が定着できるよう企業に対し意識醸成を図るとともに、障害者雇用の取組

を支援するもの。

５ 事 業 概 要

（１）障害者雇用マッチング機会創出支援事業（２７，６６４千円）

地域の企業、支援団体、行政が一体となって障害者雇用推進ネットワークを構築し、

知識の習得や好事例の共有等を行うことで域内における障害者雇用に対する理解を深

め、障害者雇用率の向上につなげる。

また、企業向け障害者雇用セミナー、特別支援学校・優良企業の見学会、企業説明会

及び面接会等を開催し、県内企業が障害者雇用に取り組むための知識習得及び就労を希

望する障害者とのマッチングの機会等を提供する。

加えて、複数の企業が共同で障害者雇用の推進を行う方法として、事業協同組合等特

例制度の周知を図る。

（２）障害者短期離職防止促進事業（１０，５９０千円）

障害者雇用に課題を抱える企業に障害者雇用コーディネーターを派遣し、障害者を採

用するにあたっての社内体制整備、採用計画策定に関する助言、採用後の定着に関する

助言等、障害者の雇用に向けた一連の取組について、継続的に企業を訪問し伴走支援を

行う。

（３）障害者雇用官民連携強化事業（４９０千円）

宮城労働局等の関係機関と連携し、県内の経済団体に対する障害者雇用に関する要請

を行うとともに、県内企業に対して要請文を郵送し、県内企業における障害者雇用を促

進する。また、「障害者雇用支援のつどい」により、障害者を積極的に雇用している事業

所及び成果の著しい就労している障害者に対し表彰を行うことで、障害者の雇用の促進

と安定的な就労につなげる。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

みやぎの若者の職業的自立支援対策事業（ニート対策事業）

（各課別歳出予算概要事業名） 職業的自立支援対策事業費

２ 当初予算額 ２，０２２千円 ３ 担当課
経済商工観光部雇用対策課

（ＴＥＬ：264-4510）

いわゆるニートやひきこもりなど働くことに悩みを抱える若年無業者の職業

的自立を支援するため、国が設置する「地域若者サポートステーション」に対

４ 目   的 し支援メニューの一部を委託するとともに、関係機関で構成する「宮城県若者

自立支援ネットワーク」により、地域若者サポートステーションと各相談機関

等の連携の円滑化を図るもの。

５ 事 業 概 要

１ 地域若者サポートステーション支援事業の委託

国が県内３か所（仙台、石巻、大崎）に設置する地域若者サポートステーション（民間

委託）に対し、次の支援メニューを県から委託する。

・支 援 対 象 者：１５歳から４９歳までで、現在仕事に就いておらず、就学中でない方

高校３年生で卒業前の１月時点で進路が決まっていない方

・支援メニュー：臨床心理士等による心理カウンセリング（職業的自立に向けた相談）

職業ふれあい事業（職場見学、職業講話、就活セミナー等）

ジョブトレーニング（就業体験、ボランティア活動）

２ 宮城県若者自立支援ネットワーク

地域若者サポートステーションの活動を円滑に進めるため、関係機関によるネットワー

クを組織し、会議の開催や情報の共有を行う。

・参 集 機 関：各地域若者サポートステーション、商工関係団体、国、市町村、県関係

機関等の２２機関
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

中高年等就職支援事業

（各課別歳出予算概要事業名） 職業的自立支援対策事業費

２ 当初予算額 ４６，１４１千円 ３ 担当課
経済商工観光部雇用対策課

（ＴＥＬ：264-4510）

４ 目   的

雇用環境が厳しい時期に就職活動を行ったいわゆる就職氷河期世代は、不本

意な非正規雇用や長期無業などの状況にある方が多く、こうした方々への対応

は重要な課題である。一方、不本意な非正規労働などの課題は、雇用環境の変

化等により就職氷河期世代に限らず生じうるため、国の「地域就職氷河期世代

等支援推進交付金」を活用し、宮城労働局など関係機関と連携しながら、就職

氷河期世代を含む中高年層等の就職・社会参加を支援するもの。

５ 事 業 概 要

１ 県の就職支援施設（みやぎジョブカフェ、みやぎシゴトサポートセンター）における就

職支援

(1) 県の就職支援施設に相談窓口を設置し（専用窓口設置、平日夜間等相談時間の拡充）、

就職（転職含む）に関する悩みや不安、就職活動の進め方、在職中の悩みなどへの相談

支援（キャリアコンサルティング）を実施する。

(2) 就職氷河期世代を含む中高年層等を対象に、就職・定着支援のためのセミナーやリス

キリング研修を実施する。

(3) 多様な働き方の推進等に関する企業向けセミナーを実施する。

(4) 就職氷河期世代を含む中高年層等の採用に積極的な企業を集めた合同企業説明会を

開催する。

２ みやぎ「働く一歩」応援制度

(1) 主に長期無業の方や社会参加に向けた支援が必要な方を対象に、事前トレーニングと

フォローアップ研修を組み合わせた有償型の就業体験を実施する。

(2) 就労に向けた様々な課題等に対し、専門家が相談対応を行う「ワンストップ相談会」

を実施する。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

みやぎジョブカフェ運営事業

（各課別歳出予算概要事業名） みやぎジョブカフェ運営事業費

２ 当初予算額 ５４，３０４千円 ３ 担当課
経済商工観光部雇用対策課

（ＴＥＬ：264-4510）

４ 目   的

求職者を安定的な雇用に結び付けるため、就職支援施設「みやぎジョブカフ

ェ」を設置・運営し、ハローワーク等との連携により、キャリアコンサルティ

ングやセミナー等、就職支援を行うもの。また、企業における人材確保のため、

採用の助言等を行う企業採用コンシェルジュを配置し、企業を支援するもの。

５ 事 業 概 要

１ 就職支援施設「みやぎジョブカフェ」の設置・運営

(1) 設置場所：仙台ＭＴビル６階 ※国の新卒応援ハローワークと併設

（仙台市宮城野区榴岡４丁目／ハローワーク仙台入居ビル）

(2) 運営方法：民間に業務運営を委託（１年更新）

２ 業務内容

  幅広い世代の求職者等に対し、無料で次の就職支援を実施する。

(1) キャリアコンサルティング

就職（転職を含む）に関する悩みや不安、就職活動の進め方への個別相談のほか、在

職中または就職（転職）後の各種悩み相談にも対応。また、相談を通じて適切な各種就

職支援セミナー受講等へ誘導

(2) 就職支援セミナーの実施

   自己分析、応募書類、面接対策等のセミナーを実施

(3) 企業採用コンシェルジュの配置

企業に対し採用戦略やその立案に関する助言を行うほか、企業が抱える課題解決に向

け、専門的支援機関につなげる役割を担う企業採用コンシェルジュを配置
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

外国人材活躍推進事業

（各課別歳出予算概要事業名） みやぎグローバルビジネス総合支援事業費

２ 当初予算額 ７３，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部国際政策課

（ＴＥＬ：211-2971）

４ 目   的

外国人材の採用から定着に至るまでの一連のプロセスについて、伴走支援を

実施するほか、賃金以外の魅力を訴求することで、県内企業に対して、外国人

材の採用・定着を支援する。

５ 事 業 概 要

１ 概要

①人材需要の開拓、②就労資格等の理解促進、③支援団体との契約、④人材の採用、⑤定着

（順応、流出対策等）に至る企業のフェーズの中、主に④⑤に応じたメニューを展開し、県内

企業に対して、外国人材の採用・定着を支援する。

２ 事業内容

(1) 外国人材の採用・定着支援【20,070 千円（国庫 10,000 千円・繰入 10,070 千円）】

県内企業に対し、サポートセンターと連携するなどにより採用支援を行うほか、企業交

流会や各種セミナーの開催、相談窓口の設置等により、採用から定着まで支援する

(2) 外国人材受入企業のコンサルティング【11,965 千円（国庫 5,983 千円・繰入 5,982 千円）】

  中長期的に活躍するためのキャリアプランや評価制度、社内教育プログラムの設計な

ど、専門的知見に基づくコンサルティングを実施し、魅力向上を図るとともに、取組成果

を他の県内企業に共有する

(3) がんばる外国人材応援企業補助金【4,000 千円（繰入 4,000 千円）】

  キャリアアップを志す自社の外国人材が、日本語学習、日本語能力試験の受験、技能習

得の学習、技能試験の受験や、業務上必要な資格取得をしようとする場合であって、当該

企業が経費を負担するときに、県が費用の一部を補助し、人材の定着を支援する

(4) 日本語講座の実施【20,000 千円（国庫 10,000 千円・繰入 10,000 千円）】

  県内企業で現に実習・就労中の外国人材や、実習・就労予定の外国人材に対して、企業

の特性に応じた実践的な日本語講座を実施し、企業における人材育成を支援する

(5) サンクスパーティーの開催【3,025 千円（国庫 1,512 千円・一財 1,513 千円）】

  実習・就労中の外国人材等に対して、歓迎と日頃の感謝を伝えるイベントや表彰等を開

催し、愛着や帰属意識を形成することで、県内企業への定着を図る

(7) 外国人材住みよい地域形成支援【4,000 千円（繰入 4,000 千円）】

  住まい確保に苦慮する企業の相談を受ける不動産事業者等に認証を与えるほか、外国人

材の住みよさ向上を図る取組に補助を実施し、住環境に関する課題解決を支援する

(8) ニーズ調査・分析一財【9,940 千円（繰入 9,940 千円）】

  外国人材雇用をとりまく周辺環境が転換点を迎える令和９年度を見据え、県内企業や外

国人材側のニーズ等に関する調査・分析を実施し、施策の検討用基礎資料とする
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

外国人材ジョブフォーラム開催事業

（各課別歳出予算概要事業名） みやぎグローバルビジネス総合支援事業費

２ 当初予算額 ５４，４００千円 ３ 担当課
経済商工観光部国際政策課

（ＴＥＬ：211-2971）

４ 目   的

外国人材を確保するため、ターゲット国との覚書に基づいて、県内企業の人

材需要を開拓し、制度理解を促し、支援団体とマッチングを図るイベント等を

開催することで、外国人材の採用を支援する。

５ 事 業 概 要

１ 概要

①人材需要の開拓、②就労資格等の理解促進、③支援団体との契約、④人材の採用、⑤定

着（順応、流出対策）に至る企業のフェーズの中、主に①～③に対応し、外国政府との覚書

に基づきイベント等を県内で開催することで、県内企業に対して、外国人材の採用を支援す

る。

２ 事業内容

みやぎジョブフォーラム【54,400 千円（国庫 25,133 千円・繰入 29,267 千円）】

(1) インドネシア人材みやぎジョブフォーラム 2026

  A 県内企業に向けた各種セミナー、雇用実績のある企業によるケーススタディ等

    B 県内企業と、国内支援団体による商談会

    C 国内支援団体と、現地送出機関による商談会

     D 県内企業・業界団体・県および市町村等と、現地送出機関による意見交換会

(2) カンボジア人材みやぎジョブフォーラム 2026

   A 県内企業に向けた各種セミナー

    B 国内支援団体と、現地送出機関による商談会

    C 県民に向けた普及啓発イベント

(3) 技人国人材みやぎジョブフォーラム 2026

   A 県内企業に向けた各種セミナー

   B 県内企業と、外国人材による面談
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

外国人定着・地域参画促進事業

（各課別歳出予算概要事業名）
多文化共生推進事業費

みやぎグローバルビジネス総合支援事業費

２ 当初予算額 ５９，５００千円 ３ 担当課
経済商工観光部国際政策課

（ＴＥＬ：211-2972）

４ 目   的

外国人県民に対して、デジタル身分証アプリを用いた「みやぎポイント」の

付与や多言語による地域情報等の発信ができるようプラットフォーム整備する

もの。外国人県民のイベントへの参加や地域でのポイント消費を促すことで、

地域との繋がりの創出や愛着意識の醸成を目指す。

５ 事 業 概 要

１ 外国人県内定着促進事業（２８，０００千円）

  国が令和８年６月に予定しているマイナンバーカードと在留カードの一体化を機に、デ

ジタル身分証アプリを用いて外国人県民を対象に「みやぎポイント」を付与するもの。多

言語化された「みやぎ防災アプリ」との連携をポイント付与の条件とすることで、外国人

県民への災害時の情報発信が可能となり、誰もが安心して暮らせる地域づくりを目指す。

また、「みやぎポイント」の消費にあたっては、地域の店舗や日本文化体験等に使うこと

による地域の魅力発見や愛着意識の醸成を図る。

（１） みやぎポイント付与

（２） ポイント付与に係る外国人向けサービス整備

２ 外国人地域参画促進事業 （３１，５００千円）

  外国人県民に対して、交流イベントの案内や居住する地域のローカル情報等を多言語で

発信するプラットフォームを整備するもの。外国人が母語で地域情報等にアクセスできる

ようになることで、地域との繋がりを創出する。

（１） 外国人向け情報発信アプリの開発・リリース

（２） 外国人向けのコンテンツ作成・発信
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

多文化共生推進事業

（各課別歳出予算概要事業名） 多文化共生推進事業費

２ 当初予算額 ９，５９１千円 ３ 担当課
経済商工観光部国際政策課

（ＴＥＬ：211-2972）

県内企業の人手不足解消のため、今後積極的に外国人材を受け入れていくこ

４ 目   的 ととしていることから、地域における更なる受入環境の整備を図り、多文化共

生社会の形成を推進するもの。

５ 事 業 概 要

（１）基本理念の啓発・普及

  広く県民に対し多文化共生理念の普及・啓発を図るため、多文化共生理念を普及するシ

ンポジウムや外国人とのコミュニケーションに有用とされるやさしい日本語に関する研

修を開催するほか、理念啓発に資する広報媒体を作成し啓発を実施する。

  

（２）多文化共生社会推進審議会

  条例に基づく多文化共生社会推進審議会（委員１０名）を２回開催し、前年度に講じた

施策について調査審議を行い、令和６年度に策定した多文化共生社会推進計画の実現に向

けた取組を展開することを目指す。

（３）みやぎ外国人相談センターの設置

  外国人県民やその家族の日常生活上の悩み解消を図るため、多言語による相談窓口の設

置・運営を行う。なお、新たに地域に相談員を派遣するアウトリーチ型の支援を実施し、

受動的な相談窓口対応では把握できない外国人が抱える困りごとの解決を図る。

（４）災害時通訳ボランティア整備事業

  災害で外国人県民が被災した際に、母語でコミュニケーションがとれる通訳ボランティ

アを派遣し、外国人県民等の安全と安心を守る。

（５）その他

  ① 外国人県民支援について関係団体等を集めて意見交換等を行う会議の開催

② 多文化共生に係る事業を推進するため、市町村職員研修等の市町村支援を行う。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

日本語学校開設・運営支援事業

（各課別歳出予算概要事業名） みやぎグローバルビジネス総合支援事業費

２ 当初予算額 １５，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部国際政策課

（ＴＥＬ：211-2971）

生産年齢人口の減少を見据え、本県に愛着を持った外国人材の育成や異文

４ 目   的 化交流などを通じた地域活性化などを図るため、市町村と連携し、公的関与の

日本語学校の開設や運営を支援するもの。

５ 事 業 概 要

専門家による「大崎市立おおさき日本語学校」の運営支援に加え、留学生の県内企業へ

の就職を支援するとともに、関係機関との関係強化を進めることにより、安定運営を推進

するもの。

併せて、日本語学校の開設を検討する市町村に対し、開設に向けた支援を実施するも

の。

主な業務内容

（１）専門家による「大崎市立おおさき日本語学校」への助言等

    ・ 安定運営に向けた運営全般に関する助言

・ 留学生の生活指導に関する助言

    ・ 定員増員に向けた申請に関する助言 等

（２）留学生の県内企業への就職支援

    ・ 卒業生のうち、就職を希望する留学生を対象に、県内企業の紹介や交流イ

ベント等を開催し、県内企業への就職を支援する

（３）留学生の安定した確保に向けた国内外の関係機関との関係強化

     ・ 送出し国の大学や関係団体を訪問し、人材や留学生の安定的な確保への協

力体制を強化する

（４）日本語学校の開設を検討する市町村への開設に向けた助言等

    ・ 日本語学校の開設を検討する市町村に対し、開設に必要な準備や経営等に

関する助言を行う
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

地域日本語教育体制構築事業

（各課別歳出予算概要事業名） 多文化共生推進事業費

２ 当初予算額 ７，４３０千円 ３ 担当課
経済商工観光部国際政策課

（ＴＥＬ：211-2972）

４ 目   的

外国人県民が地域で充実した生活を送るために必要となる日本語教育体制に

ついて、地域の実情や外国人県民のニーズを踏まえ県内各地で構築するもの。

５ 事 業 概 要

（１）総合調整会議の設置

  有識者から構成される会議体を設置し、事業推進に向けた協議を行う。

（２）コーディネーター等の配置

  市町村や関係機関との連絡調整を行う総括コーディネーター１名及び教育プログラム

を構築し、日本語講座へ指導・助言を行う地域日本語教育コーディネーター２名を配置す

る。

（３）日本語教育の支援人材育成

  ① 日本語教育を支援する人材の掘り起こし及び育成

  ② 日本語教育支援者のスキルアップ

  ③ 日本語教育支援者同士のネットワーク構築

（４）地域日本語教育支援

  ① 空白地域における講座の立上げ支援

  ② 既存の日本語講座の安定運営支援（コーディネーター派遣等）

（５）オンライン日本語講座の開催

  地理的・時間的に教室に通うことが困難な学習者のために、全県を対象としたオンライ

ン日本語講座を開催する。

（６）日本語講座を拠点とした交流事業

  日本語講座を交流の拠点として、外国人と日本人が協働できる場を創出する。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

海外交流基盤強化事業（経済）

（各課別歳出予算概要事業名） 海外交流基盤強化事業費

２ 当初予算額 ７，９００千円 ３ 担当課
経済商工観光部国際政策課

（ＴＥＬ：211-2276）

４ 目   的

友好州をはじめとする海外自治体等との交流基盤を強化するとともに、経済

交流等、広範な分野における交流につながる実務協議や連携事業を実施する。

５ 事 業 概 要

１ 米国・デラウェア州との交流事業（２，９００千円）

1997 年に姉妹県州を締結した米国デラウェア州との交流基盤を強化するために、教育分

野や特定行政分野において関係構築を図るとともに、令和９年度の姉妹県州３０周年にお

ける記念事業等に向けた協議を行う。

２ 宮城県とゆかりのある方々との連携促進事業

（総務省委託事業・５，０００千円（国庫 10/10））

   卒 JET、姉妹都市、現地日系社会等のネットワークを自治体が集約した上で、日本とゆ

かりのある方々を可視化し、継続的な交流機会を創出する取組について、総務省から受託

し実施する事業。

   令和 7 年度に事業採択され、南加宮城県人会を対象とした招へい事業等を行った。令和

８年度は南米（ブラジル、アルゼンチン）の県人会を対象に、招へい事業でのスポーツ交

流等を企画提案し、採択の場合、海外県人会とのネットワークの強化や、海外県人会の発

信力の強化に資する取組を実施する。

79



主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

海外交流基盤強化事業（観光）

（各課別歳出予算概要事業名） 海外交流基盤強化事業費

２ 当初予算額 ３，１９１千円 ３ 担当課
経済商工観光部国際政策課

（ＴＥＬ：211-2277）

４ 目   的

海外自治体等との経済交流の基礎となる信頼関係を構築・強化するとともに、

経済交流に繋がる実務協議や連携事業を実施する。

５ 事 業 概 要

友好県省をはじめとする海外との交流基盤を一層強化するとともに、経済交流等、広範な分

野における交流につながる実務協議や連携事業を実施する。

１ 中国との経済交流

  友好県省である吉林省との交流事業を実施するほか、令和９年度の友好県省４０周年にお

ける記念事業等に向けた協議を行い、吉林省政府との関係強化を図る。

２ 台湾との経済交流

台北市、台南市などの台湾現地政府機関や、本県と台湾の経済交流、科学技術交流及び観

光交流に関して覚書を締結している中華民国工商協進会等との交流基盤を強化するため、観

光や経済分野での関係構築を図る。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

現地人材サポート体制構築事業

（各課別歳出予算概要事業名） みやぎグローバルビジネス総合支援事業費

２ 当初予算額 ６０，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部国際政策課

（ＴＥＬ：211-2971）

生産年齢人口の減少を踏まえ、現地（海外）において、就労または留学を希

４ 目   的 望する学生等を対象に、県内企業等への就職や公立日本語学校への留学をワン

ストップでサポートするための体制を構築するもの。

５ 事 業 概 要

「宮城県キャリアサポートセンター」を、台湾・ベトナム・インドネシアで運営し、県内企

業との人材マッチング支援や、おおさき日本語学校への留学生募集支援を行うもの。

（１）設置数：３か国・地域（台湾、ベトナム、インドネシア）

（２）主な業務の内容

  ① 現地人材の県内企業への就職支援

・ 県内企業への就職を希望する現地人材の確保に向けた広報

・ 現地人材に対する県内企業への就職を支援

  ② 大崎市立おおさき日本語学校への留学生募集支援

・ 募集活動や選考の支援、留学予定者の在留資格認定証明書申請支援 等
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

外国人材受入体制モデル構築事業

（各課別歳出予算概要事業名） みやぎグローバルビジネス総合支援事業費

２ 当初予算額 ２５，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部国際政策課

（ＴＥＬ：211-2971）

生産年齢人口の減少を踏まえ、外国人材の定着に向け、地域における外国人

４ 目   的 受入れのモデル地域を創出することにより、県内の外国人材受入体制の強化を

推進するもの。

５ 事 業 概 要

公立日本語学校を開設し、外国人材の受入れに積極的に取り組むモデル地域として選定した

大崎市に対し、日本語学校の安定運営に向けた取組を支援することにより、県内の外国人材受

入体制を強化するもの。

（１）モデル地域：大崎市

（２）主な支援対象：

   「大崎市立おおさき日本語学校」の運営支援
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

中小企業等復旧・復興支援事業

（各課別歳出予算概要事業名） 中小企業等復旧・復興支援費

２ 当初予算額 ７６９，８７２千円 ３ 担当課
経済商工観光部中小企業支援室

（ＴＥＬ：211-2765）

４ 目   的

東日本大震災による被災地の中小企業等が一体となって進める復旧整備事業

について、県が認定する復興事業計画に基づき、その計画に不可欠な施設等の

復旧・整備に対して、国と連携して補助することにより、県内中小企業等の早

期事業再開を支援し、地域経済の復興に寄与するもの。

５ 事 業 概 要

１ 対象者

中小企業等グループ及びグループの構成員、商店街、事業協同組合等

２ 事業の要件

（１） グループ等の機能に関する要件

イ サプライチェーン型（グループ内外企業・他地域の産業への供給体制に重要な役割）

ロ 経済・雇用効果大型（事業規模・雇用規模が大きく、県内経済・雇用に高く貢献）

ハ 地域に重要な企業集積型（一定地域内において経済的・社会的に基幹となる産業群）

ニ 水産（食品）加工業型 （農林水産資源を活用した産業群）

ホ 商店街型 （生活利便・交流促進等の社会的機能、地域の中心的商業機能を有する等）

（２） 震災による被害の大きさに関する要件

震災により事業所の全部または一部に甚大な被害が生じていること等

３ 補助対象

震災で被害を受けた施設・設備の復旧に要する経費。個々の中小企業者等の施設・設備及

びグループ等の共有施設・設備のいずれも対象。

また、従前の施設等への復旧では事業再開や継続、売り上げ回復が困難な場合には、これ

に代えて、新分野事業の実施についても支援を行う。

４ 補助率

中小企業：事業費の３／４以内

５ 補助スキーム

補助金の交付を希望する事業者は２者以上の中小企業等でグループを作り、このグループ

で復興事業計画を策定して県の認定を受け、その後グループを構成する事業者ごとに補助金

交付申請を行うこととなる。県は、国からの交付決定を受けて、事業者に対して補助を行う。

国の第２期復興・創成期間が終了することに伴い、令和７年度で新規募集を終了している。

ただし、事業者の責めに帰さない事由により、令和７年度内での完了が困難な事業者に対して、再

予算化を図り実施していくもの。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名   

中小企業経営安定資金等貸付金（震災対応分）

（各課別歳出予算概要事業名） 中小企業経営安定資金等貸付金

２ 当初予算額 ９，３１８，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部 商工金融課

（ＴＥＬ：211-2744）

４ 目   的

東日本大震災により被害を受け事業活動に支障が生じている中小企業者

に対し、資金の融通を円滑に行うことにより、事業の再建・復興を促進し、

経営の安定に資することを目的とする。

５ 事 業 概 要

東日本大震災により、県内の多くの中小企業者は、事業所や生産設備の損壊等の甚大な被害

を受けた。

震災から１５年が経過した現在においても、物価高騰や人手不足等の影響が重なり、売上が

震災前の水準まで回復していない事業者もおり、今後も運転資金等の借換え需要が見込まれ

る。

また、二重ローン対策として、宮城産業復興機構や東日本大震災事業者再生支援機構から震

災前債務の買取支援を受けた事業者においては、債権を買い戻す際の資金需要も見込まれる。

こうした状況を踏まえ、震災からの復旧・復興を図る被災事業者の円滑な資金調達を支援す

ることにより、経営再建を促進する。

１ 中小企業金融対策の概要

２ 債務負担行為

  宮城県信用保証協会が令和８年度において、県制度融資として県内中小企業者に対する

債務保証を行った場合、代位弁済によって生じた損失を補塡するもの。

うち新規融資 うち新規融資

みやぎ中小企業復興特別資金 23,600 4,700 9,318 19,700 5,000 7,640

中小企業経営安定資金

（単位：百万円）

令和8年度 令和7年度

融資枠
予算額

融資枠
予算額

（単位：千円）
区分 限度額 期間

みやぎ中小企業復興特別資金 12,000 R8.4.1～R26.3.31（18年）
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

被災中小企業者対策資金利子補給（震災対応分）

（各課別歳出予算概要事業名） 被災中小企業者対策資金利子補給

２ 当初予算額 ９２，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部商工金融課

（ＴＥＬ：211-2744）

東日本大震災により被害を受けた県内の中小企業者が借り入れた県制度融

４ 目   的 資のみやぎ中小企業復興特別資金の金利負担を軽減するため利子補給を行

う。

５ 事 業 概 要

１ 事業期間

   平成２３年度～令和１２年度

２ 利子補給の概要

① 補給対象者

  「みやぎ中小企業復興特別資金」を利用している方で、罹災証明書等（東日本大震

災による災害によって被害を受けた事実を証するものとして発行されたもの）の交

付を受けた方

② 対象限度額  １企業３，０００万円以内

③ 利子補給率    みやぎ中小企業復興特別資金 １．５％（一企業１３５万円を上

限）

④ 補給期間   ３年間

⑤ 補給回数      年２回（上期１月～６月分 下期７月～１２月分）

３ 予算額

   R8  92,000 千円（債務負担 98,000 千円）

※ 復興基金事業であり、財源は全額繰入金。

４ 実績

件数 補給決定額(千円) 件数 補給決定額(千円)

H23 3,172 212,260 R1 827 46,255

H24 10,159 957,486 R2 654 35,877

H25 12,372 1,097,161 R3 388 21,159

H26 12,012 906,500 R4 291 17,219

H27 5,621 320,953 R5 181 11,850

H28 2,322 123,679 R6 252 17,293

H29 1,191 70,276 R7 492 37,659

H30 954 61,374 計 50,888 3,937,001

※H26 までは「災害復旧対策資金（東日本大震災災害対策枠）」（※現在は新規取扱終了）

の利子１．０％も補給。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

信用保証協会経営基盤強化対策事業（震災対応分）

（各課別歳出予算概要事業名） 信用保証協会経営基盤強化対策費

２ 当初予算額 ２２，０００千円 ３ 担当課
経済商工観光部商工金融課

（ＴＥＬ：211-2744）

４ 目   的

中小企業者が、宮城県中小企業制度融資を利用する場合、宮城県信用保証

協会の基本保証料より引き下げた県制度保証料を設定することで、利用企業

者の資金調達の円滑化と経費の負担軽減を図ることを目的とし、保証料軽減

に伴う信用保証協会の減収分について、引き下げ率に応じて補塡補助するも

の。

５ 事 業 概 要

令和７年１０月から令和８年９月までの保証承諾に対する保証料の差額を信用保証協会へ

補助金として交付（補助率等は以下のとおり。対象資金は、みやぎ中小企業復興特別資金。）。

○みやぎ中小企業復興特別資金の場合
区分 一律

協会基本保証料(ｲ) 0.70
※県引下げ(ﾛ)

〈差額分〉
0.20

県制度保証料(ｲ-ﾛ) 0.50

補助率

差額分の
1/3補助

【みやぎ中小企業復興特別資金・実績】

年度
補助金交付額

（千円）
23年度 356,115
24年度 102,134
25年度 77,623
26年度 33,532
27年度 12,553
28年度 13,074
29年度 14,529
30年度 13,692

1年度 12,214
2年度 16,426
3年度 6,381
4年度 9,172
5年度 8,412
6年度 15,504
7年度 27,647

※平成23年度実績には、災害復旧対策資金
（東日本大震災災害対策枠）利用の場合の
保証料補助を含む。
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主 要 事 業 概 要

１ 事 業 名

緊急雇用創出事業臨時特例基金事業

（各課別歳出予算概要事業名） 緊急雇用創出事業費

２ 当初予算額 ２０２，６８６千円 ３ 担当課
経済商工観光部雇用対策課

（ＴＥＬ：797-4661）

４ 目   的
東日本大震災により被災した沿岸部の中小企業等の求職者の雇入れ及び住宅

確保に対する支援を行い、安定的な雇用を創出するもの。

５ 事 業 概 要

【緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（事業期間：令和１１年度まで）】

当該基金事業では、現在「事業復興型雇用創出事業」のみが継続中である。当該事業では

認定後３年にわたり助成金を交付する。また、新規認定された事業者は、認定された労働者の

最初の雇入れ日から２年の間に雇用した労働者を変更申請により追加で助成対象とできる。令

和７年度で助成対象事業者の新規認定は終了するが、助成金交付と認定済み事業者の追加雇用

にかかる変更申請対応のため令和８年度も事業が継続する。

１ 雇入費助成

グループ補助金や金融支援などの産業政策による支援を受けた事業所（中小企業）が、

被災求職者を期間の定めのない雇用等で雇い入れた場合に、３年間にわたり雇入経費の一部を

助成する｡ 【雇用創出見込数  ７０ 人】

令和６年度実績 令和７年度（見込） 令和８年度（見込）

雇用創出数 １０４人 ２００人 ７０人

累   計   ３５，０９７人 ３５，２９７人 ３５，３６７人

令和６年度・令和７年度（見込）人数は新規認定雇用者数及び追加認定雇用者数。

令和８年度（見込）は追加認定雇用者数のみ。

新規認定雇用者数：助成対象となる事業者の認定時の雇用者数

追加認定雇用者数：認定済事業者の追加の雇用により助成対象に追加される雇用者数。

２ 住宅支援費助成

グループ補助金や金融支援などの産業政策による支援を受けた事業所（中小企業）が、

住宅手当を新設（拡充）、または従業員宿舎を借り上げた場合に、３年間にわたり対象経費の

４分の３を助成する。 【助成対象見込事業所数  ５ 事業所】

令和６年度実績 令和７年度（見込） 令和８年度（見込）

助成対象事業所数 １件 ５件 ５件

累   計 ７件 １２件 １７件
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Ⅱ 令和８年度「みやぎ発展税（通称）」の活用施策の概要
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令和8年度「みやぎ発展税」の活用施策について 【概要】

２ 令和８年度 パッケージごとの活用額 ※ 表中括弧内は、前年度比

活用額が増減した主な事業活用額 （単位：千円）事業数項目

(▲1,399,613)6,672,429(▲7)941a発展税活用額合計

みやぎ企業立地奨励金
▲1,134,000千円(▲1,391,347)6,523,636(▲8)82a産業振興ﾊﾟｯｹｰｼﾞ

(▲8,266)148,793(＋1)12a災害対策ﾊﾟｯｹｰｼﾞ

産業振興パッケージ （６つの施策の柱と主な事業）

（１） 企業集積促進
8事業  活用額：3,800,944千円

企業の工場新増設等の促進、半導体・情報関
連産業の集積促進、産業基盤整備等

１ 令和８年度活用方針

課税期間延⾧における検討内容や意見等を十分踏まえ、
人口減少社会における県経済の持続的な発展に向けて、半
導体等の成⾧産業の誘致・育成による質の高い雇用の創出、
県内就職の促進等に取り組むとともに、中小企業の生産性
向上支援や、外国人の確保・定着に向けた取組、デジタ
ル・トランスフォーメーション（D X）等を推進する。

また、大規模災害におけるリスク軽減を着実に進める。

（２） 技術高度化支援
 12事業 活用額：561,341千円

産学官連携等による県内企業の技術力向上と
新規参入、マッチング、競争力強化の支援等

（３） 中小企業・小規模事業者活性化
14事業 活用額：551,979千円

中小企業・小規模事業者支援施策の総合的な
推進、創業・第二創業の促進、デジタル化の支
援等

（４） 人材育成促進
9事業 活用額：166,536千円

産業界から大学、高校等まで一体となった産
業人材育成体制の強化、即戦力となる人材の
育成

（５） 人材確保支援
11事業 活用額 252,709千円

専門知識を有する人材等の県内企業への環
流促進や企業の人材確保に向けた環境整備支
援等

（６） 地域産業振興促進
28事業 活用額：1,190,127千円

商業の振興や農林水産業の競争力強化など、
地域産業振興に資する施策等の機動的な展開

災害対策パッケージ （２つの施策の柱と主な事業）

（１） 災害に対応する産業活動基盤の強化

4事業  活用額：40,317千円

指定避難所等の機能強化など、大規模災害に
おけるリスク軽減を加速

（２） 防災体制の整備
8事業 活用額：108,476千円

人口減少社会を見据えた地域の防災力の維
持・向上のための体制整備・人材育成等

◇ みやぎ企業立地奨励金【継続】

進奨励金【継続】

◇ 放射光施設利用促進事業【継続】

◇ テック系スタートアップ企業立地促 ◇ 高度電子機械産業集積促進事業【継続】

「AI枠」の追加
◆ 中小企業等共同化チャレンジ事業【拡充】

補助件数の拡充

◆ 中小企業等デジタル化支援事業【拡充】 ◆ 半導体人材育成・産学連携推進事業【拡充】

東北大学と連携した人材育成プログラムの本
格稼働

◇ デジタル人材採用・育成支援事業【継続】

◆ 男性育休取得奨励金【拡充】
奨励金支給件数の拡充

◆ 外国人県内定着促進事業【新規】
外国人県民の災害対応力向上による地域定
着に向けた「みやポ」付与

◇ 陸上養殖経営体育成事業【継続】

◇ ものづくり海外販路開拓支援事業【継続】 ◆ 災害時物資供給体制強化事業【新規】
ドローンによる物資輸送の有効性検証

◇ ブロック塀等除却助成事業【継続】

◇ 中小企業等BCP・事業継続力強化
計画実践支援事業【継続】

◇ 地域防災リーダー育成等推進事業【継続】

３ 令和８年度 活用施策

※ ◆：新規・拡充事業 ◇：継続事業89



主な
実績と
成果等

令和8年度「みやぎ発展税」の活用施策について 【概要】

企業集積の促進

産業振興パッケージ

産業人材確保の支援

災害対策パッケージ

災害に対応する産業活動基盤強化

奨励金による 雇用創出

29,743人 (R7.4月現在)

ものづくりカレッジプロジェクトへの
参画ものづくり企業数及び学生数

延べ75社 ・1,165人(R6)

ブロック塀等の除却工事に要する
費用の一部補助

延べ25市町722件 (R2～R6)

施工前

４ 富県宮城推進基金の概要 ○ 基金残高の推移見込

令和８年度末
残高

令和８年度増減令和７年度末
残高 計活用(充当)額積立額

161.0億円▲5.4億円▲66.7億円＋61.3億円166.4億円
※１ 令和８年度増減の活用額には、令和７年度からの繰越額を含まない。
※２ 項目ごとに百万円未満を四捨五入しているため、積上げと計が一致しない場合がある。
※３ 令和８年度末残高については、立地決定した企業や今後立地する企業への奨励金等に活用する方針としている。

税収はいったん基金に積み立て、その後基金から一般会計に繰り入
れて活用事業に充当
⇒ 当該年度の税収額及び使途を明確化

５ 直近の主な活用実績

施工後

【参考】 「みやぎ発展税」の概要
「宮城の将来ビジョン」（平成19年度～令和2年度）に掲げた政策推進の基本方向で

ある「富県宮城の実現～県内総生産10兆円への挑戦～」と「人と自然が調和した美しく

安全な県土づくり」に向けた取組を充実・加速させるために導入し、県内へのものづくり

産業の集積や東日本大震災等の被害軽減などに着実に貢献

「新・宮城の将来ビジョン」（令和3年度～令和12年度）に掲げた政策推進の基本方向

である「富県宮城を支える県内産業の持続的な成長促進」と「強靭で自然と調和した県

土づくり」の実現に向けて、これまでの取組を継続するとともに、県経済の持続的な発

展や激甚化する自然災害などの新たな課題に積極的に対応していくために、令和５年

に課税期間を５年間延長

資本金又は出資金の額が１億円を超える法人、若しくは所得が年４千万円
（収入金額の場合、年３億２千万円）を超える法人等

適用
法人

「みやぎ発展税」導入時の宮城県県税条例第４１条（法人事業税）に定める
税率（＝標準税率）の５％相当額

超過
税率

第１期：平成２０年３月～平成２５年２月 第２期：平成２５年３月～平成３０年２月
第３期：平成３０年３月～令和 ５年２月 第４期：令和 ５年３月～令和１０年２月
（※ いずれも５年間）

課税
期間

産業振興パッケージ：県経済の成長を図るための産業振興に関する施策
災害対策パッケージ：大規模な災害による被害の最小化に関する施策
（※第３期までは震災対策パッケージ）

活用の
考え方
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(単位：千円)

うち基金充当額

１　産業振興パッケージ 7,140,163 6,523,636

4,098,906 3,800,944

1 経済商工
観光部

産業立地
推進課 2,687,000 2,687,000 　県内に工場等を新設又は増設する企業に対し、初期投資負担軽減の

ための奨励金を交付する。

2 経済商工
観光部

産業立地
推進課 13,401 13,379 　「名古屋産業立地センター」を設置し、企業OBを活用しながら中京地

区での自動車関連企業の動向の収集や誘致活動を行う。

3 経済商工
観光部

産業立地
推進課 1,175,000 898,860 　市町村が行う工場用地造成事業に要する経費を無利子で貸し付け

る。

4 経済商工
観光部

産業立地
推進課・

半導体産業
振興室

37,000 22,000
　本県の優位性を活かしつつ効果的な誘致活動を行うため、市場調査、
各業界に精通した外部専門家からの情報収集及び大学との連携等を有
機的かつスピード感を持って実施することにより、半導体産業をはじめと
する、将来にわたり成長が見込まれる産業分野の集積・振興を図る。

5 経済商工
観光部

産業立地
推進課 60,000

　市町村等が、新たな産業用地を整備するため必要な調査や整備済み
60,000 の産業用地における再生可能エネルギーの導入に向けた調査をするた

めに必要な費用の一部を補助する。

6 経済商工
観光部

新産業
振興課 30,000 30,000 　県内に工場等を新設するテック系スタートアップ企業に対し、初期投資

負担軽減のための奨励金を交付する。

7 企画部
産業デジタル

推進課 87,405 87,405
　県内に事業所を新設する開発系ＩＴ企業等に対し、初期投資負担軽減
と新規雇用促進のための奨励金を交付するとともに、全国のIT企業が
参加する展示会において、県の投資環境等について情報提供を行い、
本県への立地につなげる。

8 警察本部 交通規制課 9,100 2,300 　主要な工業団地内など物流の円滑化を図る上で効果的と認められる
主要道路上に信号機等を整備する。

646,920 561,341

9 経済商工
観光部

新産業
振興課 10,000

　材料・分析分野において、産学官連携を通じた県内事業者の技術開
10,000 発力・競争力向上を図り、県内企業が有する課題の解決に向けた技術

開発に取り組む。

10 経済商工
観光部

新産業
振興課 157,052

  地域の中小企業が単独で保有することが難しい機器等を産業技術総
157,052 合センターに設置し、地域企業の課題解決及び基盤技術の高度化や競

争力強化を図る。

11 経済商工
観光部

新産業
振興課 102,293 78,391

　「みやぎ高度電子機械産業振興協議会」の活動として、市場技術セミ
ナーの開催や展示会への共同出展等を行い、取引創出・拡大を図ると
ともに、コーディネーターによるフォローアップや販路開拓に必要な費用
の一部を補助する。

12 経済商工
観光部

新産業
振興課 10,430

　県内中小企業等が国の「成長型中小企業等研究開発支援事業」を活
10,430 用するためには、事業管理機関が必要であることから、その体制を（公

財）みやぎ産業振興機構に整備する。

13 経済商工
観光部

新産業
振興課 108,467 108,467

　ＤＸやデジタル化によるものづくり中小企業の生産性向上を目的に、講
演会等による意識醸成を図るとともに、ＡＩ・ＩｏＴ活用に向けた技術導入
支援や、産業技術総合センターの「身の丈ＤＸラボ」を核とした相談・伴
走支援を通じて、人材育成を進める。

14 経済商工
観光部

新産業
振興課 67,503

　高度電子機械産業や自動車産業分野等において、産学官連携による
技術高度化等に必要な技術・製品開発に必要な費用等の一部を補助す

67,503 る。
　また、県内企業が、川下企業等への参入を図るために試作開発等に
取り組むために必要な費用の一部を補助する。

15 経済商工
観光部

新産業
振興課 71,000 41,938 　次世代放射光施設「ナノテラス」の安定的な運営や、地域企業等の利

用促進を目的とした事業を実施する。

16 経済商工
観光部

新産業
振興課 13,277

　産業技術総合センターが主体となり、自動車・高度電子機械・食品製
13,277 造業等の分野に関する研究開発を企業等と連携協力して実施し、その

成果を地域企業に技術移転する。

放射光施設利用促進事業

地域企業競争力強化支援事業

令和8年度「みやぎ発展税」活用事業一覧

パッケージ / 施策の柱 / 事業
担当
部局

担当
課室

令和8年度当初予算額
事業概要等

１－(１) 企業集積促進

みやぎ企業立地奨励金

名古屋産業立地センター運営事業

工場立地基盤整備事業貸付金

企業誘致活動強化事業

産業用地整備設計等事業補助金

産学官連携素材技術活用支援事業

富県宮城技術支援拠点整備拡充事
業

高度電子機械産業集積促進事業

ものづくり基盤技術高度化支援事業

ものづくり中小企業”生産性向上実
現”DX戦略推進事業

テック系スタートアップ企業立地促
進奨励金

情報通信関連企業立地促進奨励事
業

企業立地型交通安全施設整備事業

１－(２) 技術高度化支援

新規参入・新産業創出等支援事業
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(単位：千円)

うち基金充当額

令和8年度「みやぎ発展税」活用事業一覧

パッケージ / 施策の柱 / 事業
担当
部局

担当
課室

令和8年度当初予算額
事業概要等

17 経済商工
観光部

自動車産業
振興室 54,888 54,888

　自動車関連産業におけるカーボンニュートラル化（CN化）への取組を
支援するため、脱炭素化に向けたエネルギー診断や計画策定支援を行
うほか、CN化に向けた設備整備のために必要な費用の一部を補助す
る。

18 経済商工
観光部

自動車産業
振興室 10,828 8,091

　「みやぎ自動車産業振興ビジョン」に基づく支援に加え、他道県等との
連携推進により、県内企業の自動車産業への参入や取引拡大を進める
とともに、　（公財）みやぎ産業振興機構が自動車関連の中小企業等に
対して行う、受発注取引関係の強化のために必要な経費を補助する。

19 経済商工
観光部

自動車産業
振興室 33,444

　自動車産業振興アドバイザーによる生産現場改善支援のほか、企業
と産業技術総合センターとの共同研究、自動車部品の機能及び性能に

3,566 係るデジタルデータの提供による新商品・新技術開発支援、生産現場に
おけるAI活用促進による生産性向上及びAI活用人材の育成支援を実施
する。

20 経済商工
観光部

自動車産業
振興室 7,738 7,738 　最新の電動車（BEV）を活用し、デジタル設計やコンピュータ上でのシ

ミュレーション技術等の普及を図る。

571,979 551,979

21 経済商工
観光部

新産業
振興課 9,000 9,000

　ものづくり産業の振興に資する研究開発を行うベンチャー企業等に対
して、事務所、研究室等として県内のインキュベート施設やオフィス等の
賃貸物件（東北大学連携ビジネスインキュベータ（T-Biz）を除く。）に入
居する場合の賃料の一部を補助する。

22 経済商工
観光部

商工金融課 17,000

　自動車関連産業、高度電子機械産業、食品製造業関連産業等の分野
に新たに参入等を行う事業者、「中小企業等経営強化法」による先端設

17,000 備等導入計画に係る認定を受けた事業者及び観光関連施設の整備を
行う事業者に対して、県信用保証協会が実施している信用保証料軽減
減収分を補てん助成する。

23 経済商工
観光部

中小企業
支援室 15,000 15,000

　地域企業の底上げを目指す「ステージアップ支援事業」において、目標
達成（企業の底上げ）を図るため、地域を牽引し、地域への波及効果が
期待される認定企業に対し、設備導入や研究開発、販路開拓等に必要
な費用の一部を補助する。

24 経済商工
観光部

中小企業
支援室 70,572 50,572 　創業又は第二創業しようとする者に対し、その必要な費用の一部を補

助する。

25 経済商工
観光部

中小企業
支援室 10,830 10,830

　本県での創業希望者に本県の創業環境や創業支援施策の情報を提
供する。
　また、県内の各地域が抱える地域課題の解決に向けた創業者を増や
すことを目的とした取組を実施する。

26 経済商工
観光部

中小企業
支援室 20,000 20,000 　中小企業等の地域資源や優れたビジネスアイデアを生かした新商品・

新サービスの研究・開発に必要な費用の一部を補助する。

新
規

27 経済商工
観光部

中小企業
支援室 44,200

　様々な課題を抱える県内の中小企業者等に対して、その分野に精通
44,200 した専門家を派遣して、課題解決のための診断・助言を行い経営革新へ

の取組をサポートする。

28 経済商工
観光部

中小企業
支援室 23,300 23,300

　（公財）みやぎ産業振興機構がものづくり中小企業等を対象に実施す
る、県外の発注企業への営業活動や、自社の加工技術や自社製品の
紹介動画の作成のための専門家派遣及び商談会等の開催に必要な費
用の一部を補助する。
　また、県内企業における適正な取引環境整備に向け、価格転嫁の促
進や賃上げ気運の醸成を図るセミナーを実施する。

29 経済商工
観光部

中小企業
支援室 16,700 16,700

　（公財）みやぎ産業振興機構が実施する、中小企業経営者の事業承継
への意識を啓発する事業や、関係機関と連携し円滑な事業承継に必要
な支援を行う宮城県事業承継ネットワークの取組に必要な費用の一部
を補助する。

30 水産林政部 水産業振興課 26,063 26,063
　地域の牽引役として成長・発展できる「稼げる」水産加工モデルを創出
するため、徹底した伴走型支援による経営課題の解決と中核人材の育
成を通じて、企業競争力を強化するとともに、企業間連携の取組を促進
する。

31 経済商工
観光部

中小企業
支援室 257,000

　県内中小企業等の生産性向上等に向けて、AIなどのデジタル技術を
257,000 活用したシステム等の導入・開発に係るアドバイザー派遣及び必要な費

用の一部を補助する。

32 経済商工
観光部

中小企業
支援室 25,000

　中小企業等の人材不足に対応するため、デジタル技術の活用等によ
25,000 る複数の企業が連携した共同化に向けた取組に必要な費用の一部を補

助し、経営の効率化を推進する。

33 経済商工
観光部

中小企業
支援室 9,439 9,439

　商工会・商工会議所が実施する、小規模事業者の経営計画作成から
計画に基づく販路開拓の取組を伴走支援するために必要な費用や、商
工会・商工会議所を通じて、小規模事業者が商談会等へ出展するため
に必要な費用の一部を補助する。

中小企業等共同化チャレンジ事業

小規模事業者伴走型支援体制強化
事業

スタートアップ加速化支援事業

みやぎ創業推進支援事業

新事業創出支援事業

取引拡大チャレンジ支援事業

事業承継支援体制強化事業

専門家派遣事業

自動車関連産業カーボンニュートラ
ル化推進事業

自動車関連産業参入支援事業

自動車関連技術支援事業

自動車産業ものづくりDX普及促進
事業

１－(３) 中小企業・小規模事業者活性化 

水産加工業企業力強化支援事業

中小企業等デジタル化支援事業

ものづくり産業起業家等育成支援事
業

富県宮城資金等円滑化支援事業

ステージアップ支援事業
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34 農政部 食産業振興課 27,875
　食品製造業者の経営改善に向けて、課題の洗い出しから事業の再構

27,875 築に向けた活動の実施までの一連の過程をサポートするとともに、人材
育成に関するセミナーを開催する。

242,777 166,536

35 経済商工
観光部

半導体産業
振興室 50,200 50,200 　「みやぎ半導体産業振興ビジョン」に基づき、関係機関等と連携した半

導体人材の育成・確保等に向けた取組を推進する。

36 経済商工
観光部

国際政策課 60,000
　 台湾・ベトナム・インドネシアに人材サポートセンターを設置し、県内企

30,000 業等との人材マッチング、日本語学校における留学生募集活動等に資
する取組を行う。

37 経済商工
観光部

国際政策課 15,000
　専門家を派遣し、「大崎市立おおさき日本語学校」の運営や日本語学

10,594 校の開設を検討する市町村に対する支援を行うほか、送出し国及び送
出し想定の大学等、関係機関との関係の構築や強化を進める。

38 経済商工
観光部

国際政策課 25,000 25,000
　外国人材の定着に向け、外国人材の受入れに積極的に取り組む自治
体をモデル地域として選定し、モデル地域における日本語学校等の受
入体制構築の取組を財政的に支援することにより、県内の外国人材受
入体制を強化する。

39 企画部
産業デジタル

推進課 42,846
　県内ＩＴ企業等への就業促進のため、就職活動前の学生等を対象に県

42,846 内ＩＴ企業等が教育機関等と連携して行う事業に対し費用の一部を補助
するほか、新卒学生等の採用後の人材育成を支援する。

40 企画部
産業デジタル

推進課 33,898 4,401 　中小企業のデジタル技術を活用した生産性向上を促進するため、経営
者や担当者向けにデジタル技術活用に関するセミナーを開催する。

41 経済商工
観光部

自動車産業
振興室 11,509

　体系的な研修等を通じて、自動車関連企業への就職の促進、中小企
343 業の人材育成の促進を図り、自動車関連産業のさらなる集積と振興を

推進する。

42 教育庁 教職員課 1,980 1,980 　最新技術等を習得するため、専門高校等の教員等を最先端の技術・
技能を有する企業等に派遣する。

43 教育庁 高校教育課 2,344 1,172
　専門高校等の特色・強みを踏まえて、地域の課題・人財育成のニーズ
に応じることにより、地域活性化の担い手として、分野や領域の壁を超
えて人や組織の「協働」を創出し、地域産業の振興を推進できる人財を
育成する。

335,376 252,709

44 経済商工
観光部

富県宮城
推進室 30,000 30,000 　ものづくり人材の確保等に向けて、ものづくりカレッジを設置し、県内の

中小ものづくり企業の特色や魅力を学生に伝える取組を行う。

45 経済商工
観光部

産業立地
推進課 693 693 　県内に立地した企業の雇用確保を効果的に支援するため、企業と合

同で高校等を訪問し、学生や教員等の認知度向上を図る。

46 経済商工
観光部

雇用対策課 45,000 45,000 　県外に居住するプロフェッショナル人材を、有料人材紹介会社を介し、
新たに受け入れた企業に対し、紹介手数料の一部を助成する。

47 経済商工
観光部

雇用対策課 34,275
　企業における副業・兼業人材の活用に向けて、民間の大手マッチング

17,638 プラットフォーム内に宮城県特集サイトを設け、求人掲載やマッチングの
支援を行う。

48 経済商工
観光部

雇用対策課 37,820
　 県内に本店・本社を有する中小企業等において、男性従業員が育児

37,820 休業を取得した場合、一定以上の日数に応じて企業に対して奨励金を
支給する。

49 経済商工
観光部

雇用対策課 29,828 14,914
　県内の半導体関連企業へプロフェッショナル人材戦略マネージャー等
を派遣し、必要な人材の明確化を図るとともに、民間人材ビジネス事業
者を活用して、必要となる半導体関連プロフェッショナル人材の確保を支
援する。

50 経済商工
観光部

自動車産業
振興室 4,500 4,500 　子どもや就職期の学生等の自動車業界に対する関心を集めるため、

モビリティ関連イベントを通じてクルマの魅力を発信する。

新
規

51 経済商工
観光部

中小企業
支援室 885

　「国家戦略特別区域外国人エンジニア就労促進事業」を実施し、海外
885 の優秀なITエンジニア及び半導体関連産業エンジニアの在留資格審査

の迅速化を図り、県内企業への受入れ円滑化と就労促進につなげる。

男性育休取得奨励金

プロフェッショナル人材戦略拠点（半
導体）運営事業

Enjoy Mobility!!!!　クルマの魅力発信
事業事業

外国人エンジニア就労促進事業

食品製造業経営力強化サポート事
業

１－(４) 人材育成促進

立地企業雇用確保支援対策事業

宮城ＵＩＪターン助成金事業

副業・兼業人材活用支援事業

産業人材養成教員研修事業

ものづくりカレッジプロジェクト推進
事業

専門教育次世代人材育成プロジェク
ト事業

１－(５) 人材確保支援

デジタル人材採用・育成支援事業

産業デジタル化支援事業

自動車関連人材育成支援事業

半導体人材育成・産学連携推進事
業

現地人材サポート体制構築事業

外国人材受入体制モデル構築事業

日本語学校開設・運営支援事業
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新
規

52 経済商工
観光部

国際政策課 28,000

　国が令和８年６月に予定しているマイナンバーカードと在留カードの一
体化を機に、外国人にみやぎポイント配布キャンペーンを実施するも

28,000 の。みやぎ防災アプリとの連携をポイント付与の条件にすることで、災害
時に多言語での情報発信を可能とし、国籍問わず安全に安心して暮ら
せる地域を目指す。

53 経済商工
観光部

国際政策課 69,975 43,992 　県内企業の人材確保を支援するため、県内企業の外国人材の受入れ
及びその定着を支援する。

54 経済商工
観光部

国際政策課 54,400 29,267
　県内企業の外国人材需要を開拓した上で、覚書を締結したインドネシ
ア及びカンボジアと連携しながら、参加企業に対して制度の理解を深
め、監理団体等とのマッチングを図るほか、専門的な知識を有する外国
人材の受入れ促進に向けたイベントを開催する。

1,244,205 1,190,127

55 経済商工
観光部

富県宮城
推進室 8,000 8,000 　地方振興事務所からの企画提案により、地域産業が抱えている課題

解決を図り、持続的な地域産業の振興を目指す。

新
規

56 企画部
デジタルみやぎ

推進課 8,442
　デジタル身分証アプリを活用し、「必要な人に、必要な情報を確実に届

8,442 ける」仕組みを実現するとともに、官民・分野横断で住民が利便性と価値
を実感できるDXサービスの提供を目指す。

57 経済商工
観光部

富県宮城
推進室 521,920

　防災等に利用できるデジタル身分証アプリの普及拡大及び域内消費
521,920 の拡大による経済活性化を目的として、デジタル地域ポイントを活用した

事業を展開する。

58 経済商工
観光部

新産業
振興課 9,890 8,079 　新商品開発や後継者育成等に要する費用の一部を補助するとともに、

販路開拓を支援するための展示会等への出展を行う。

59 経済商工
観光部

新産業
振興課 8,500 8,500 　県内の優れた工業製品を発掘し、「みやぎ優れＭＯＮＯ」として認定す

るとともに、認定製品の市場開拓や販路拡大等を支援する。

60 経済商工
観光部

自動車産業
振興室 21,000 21,000 　沿岸被災地をフィールドとした電動モビリティの活用実証事業を実施す

るために必要な費用の一部を補助する。

61 経済商工
観光部

自動車産業
振興室 57,000 57,000 　ユニバーサルデザインタクシー車両を新たに導入する事業者等に対

し、導入に必要な費用の一部を補助する。

62 経済商工
観光部

商工金融課 11,000
　商店街組合やまちづくり会社が商店街の課題を解決するために必要

11,000 なソフト・ハード事業及びビジョン形成のために必要な費用の一部を補
助する。

63 経済商工
観光部

商工金融課 11,800
　将来、商店街等の地域商業リーダーとなる人材を育成するため、セミ

11,800 ナーの開催や若手・女性商業者が実施する新たな魅力発信等の事業を
実施するために必要な費用の一部を補助する。

64 経済商工
観光部

商工金融課 6,050
　商店街組織や商業者等が実施する、従来の商業機能を強化・補完す

6,050 るための新たな販売手法の取組を実施するために必要な費用の一部を
補助する。

65 経済商工
観光部

商工金融課 15,300
　今後増加が見込まれる外国人居住者やインバウンドを対象に、商品開

7,650 発や販路開拓、集客の強化、地域事業者の機会創出に取り組む商工団
体に対して助成を行う。

66 経済商工
観光部

観光戦略課 32,871 21,881 　インバウンド誘客・交流人口拡大の観点から、訪日教育旅行を促進す
るため、台湾を対象とした誘致活動を行う。

67 経済商工
観光部

観光戦略課 23,000

　台湾の現地サポートデスクと大連事務所において、現地の情報収集を
はじめ、旅行会社等へのセールスコールや商品造成のフォロー、現地で

23,000 の旅行博等のイベントへの出展等の取組を実施するとともに、台湾、中
国、韓国、香港及び英語圏に対する情報発信について一元化して発信
することで機動的なプロモーションを展開する。

68 経済商工
観光部

国際ビジネス
推進室 8,801

　国際ビジネス推進コーディネーターを配置し、貿易の実務や商習慣、
5,055 仕向地ごとの規制などの相談に対応することにより、更なる輸出拡大を

図る。

69 経済商工
観光部

国際ビジネス
推進室 14,300

　県内企業の海外市場における販路拡大を促進するため、海外展示会
9,912 において宮城県ブースを設置し出展を支援するとともに、県産工芸品の

海外テストマーケティング等を実施する。

教育旅行誘致促進事業

外国人観光客誘致促進事業

県産食品海外ビジネスマッチングサ
ポート事業

ものづくり海外販路開拓支援事業

商店街ＮＥＸＴリーダー創出事業

買い物機能強化支援事業

商工団体と連携した訪日外国人向
けビジネスチャンス創出事業

地域ポイント等導入支援事業

みやぎの伝統的工芸品産業振興事
業

みやぎ優れＭＯＮＯ発信事業

次世代自動車技術実証推進事業

ユニバーサルデザインタクシー普及
促進事業

地域支援事業

外国人材活躍推進事業

外国人材ジョブフォーラム事業

１－(６) 地域産業振興促進

次世代型商店街形成支援事業

外国人県内定着促進事業

ＤＸみやぎ推進事業
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規

70 経済商工
観光部

国際ビジネス
推進室 14,632 4,539 　半導体関連産業への参入を希望する県内企業に対して、海外での国

際展示会出展を支援し、取引機会の創出に取り組む。

71 経済商工
観光部

国際ビジネス
推進室 6,182

　東北大学などの関係機関と連携して本県への投資が期待される海外
6,182 企業等を招聘した「ナノテラス」等の視察や、県内企業とのビジネスマッ

チングを実施する。

72 企画部
産業デジタル

推進課 17,278 17,278
　ユーザー企業のニーズに即した実用的な商品の開発に必要な経費の
一部を補助するとともに、優れたＩＴ商品を県が認定し、認定商品の浸透
を図るため、展示会への出展等の販促活用に必要となる経費の一部を
補助する。

73 企画部
産業デジタル

推進課 17,575 17,575
　県内企業等の課題解決に寄与するデジタル技術を活用したシステム
開発・導入実証を行うために必要な費用の一部を補助するとともに、デ
ジタル技術導入を検討する県内企業等と県内IT企業との異業種連携に
よるデジタル技術を活用したビジネス振興を図る。

74 企画部
産業デジタル

推進課 19,808 19,808
　スタートアップのネットワーク形成に向けた機会創出及び認知度向上
のための情報発信のほか、専門領域に特化したメンタリングなど、デジ
タル系スタートアップが次のステージへ成長する支援を実施し、本県に
根付き、全国ひいては世界に羽ばたくスタートアップの創出を目指す。

75 環境生活部 環境政策課 5,706 5,706
　ものづくり産業において急速に増大する再生可能エネルギー電力需要
と、県内の未利用地等を活用した再生可能エネルギー電力をマッチング
し、県内産業への再生可能エネルギー電力の優先供給による競争力の
強化を図る。

76 環境生活部 環境政策課 1,000
　水素エネルギーに関する産業創出に向け、県内事業者等を対象に関

1,000 係機関等と連携した水素・燃料電池関連技術に関する産業セミナーを開
催する。

77 農政部 農業振興課 200,514 200,514
　経営の多角化や大規模園芸生産等を行おうとする経営体に対して、施
設整備等するために必要な費用の一部を補助するとともに、（公財）み
やぎ産業振興機構がアグリビジネス経営体の育成に向けた経営講座や
専門家派遣を実施するために必要な費用の一部を補助する。

78 農政部 園芸推進課 2,051 2,051
　大規模園芸施設を新設又は増設した農業法人に対し、大規模園芸施
設の立地に対する優遇制度を設ける。
　令和８年度は、農業参入を計画している企業を訪問する等、企業参入
促進に向けた活動を実施する。

79 農政部 畜産課 20,400 5,000
　消費者と農家を結び付け、地域密着型の生産消費を促進するため、生
産現場での生産性向上や効率化を図るとともに、顧客の定着のため銘
柄豚肉・鶏卵を原材料とした製品等の販売会や消費者交流イベントを開
催する。

80 水産林政部
水産業基盤

整備課 101,185
　水産物を安定供給する体制を構築するため、漁業者等が閉鎖循環式

101,185 陸上養殖システム等の導入に必要な費用の一部を補助するとともに、
陸上養殖を普及させるためセミナーの開催や専門家派遣を実施する。

81 土木部
空港臨空
地域課 20,000 20,000 　新規路線誘致及び路線維持に向けた航空会社・就航地等へのトップ

セールス及び航空路線PR、貨物創出実証分析を行う。

82 土木部
空港臨空
地域課 60,000 60,000 　航空会社の新規就航や増便等を後押しするため、仙台空港に就航す

る新規路線等の就航初期に必要となる費用等の一部を補助する。

２　災害対策パッケージ 148,904 148,793

40,414 40,317

83 土木部 建築宅地課 2,128 2,031

   緊急輸送道路のうち、優先的に沿道建築物の耐震化を促進すべき主
要な施設へ連絡する道路沿いに建てられ、倒壊した場合に前面道路の
過半を閉鎖する恐れのある建築物の所有者が実施する耐震診断・設
計・工事に対し補助を行う市町村へ市町村負担の一部を助成する。
　また、市町村が行う指定避難所の耐震診断に要する経費の一部を助
成する。

84 土木部 建築宅地課 15,286
　危険なブロック塀等の改善を加速させるため、ブロック塀等の除却に対

15,286 して、市町村による助成に加えて、県による市町村を通じた助成も実施
する。

新
規

85 復興・
危機管理部

防災推進課 8,000 8,000
　災害時における多様な手段を組み合わせた物資供給体制の構築につ
なげるため、平時から輸送手段を整理し、関係機関と連携したドローン
を用いた実証を行い、迅速かつ確実な支援が可能な体制の整備を図
る。

特定建築物等震災対策事業

災害時物資供給体制強化事業

アグリビジネス経営体確保育成事業

みやぎ大規模施設園芸立地奨励金

持続的畜産の実現に向けた消費と
生産の好循環プロジェクト

陸上養殖経営体育成事業

仙台空港600万人・5万トン実現推進
事業

航空路線誘致対策促進事業

２－(１) 災害に対応する産業活動基盤の強化

ブロック塀等除却助成事業

対宮城県直接投資促進事業

みやぎＩＴ商品販売・導入促進事業

先進的デジタル産業振興支援事業

DX関連スタートアップ支援事業

再エネ電力調達マッチング支援事業

水素エネルギー産業創出事業

半導体関連産業海外販路開拓支援
事業
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(単位：千円)

うち基金充当額

令和8年度「みやぎ発展税」活用事業一覧

パッケージ / 施策の柱 / 事業
担当
部局

担当
課室

令和8年度当初予算額
事業概要等

86 教育庁 施設整備課 15,000
　市町村が行う小中学校施設の防災対策事業のうち、国庫補助の対象

15,000 とならない小規模な非構造部材の耐震対策工事を実施するために必要
な費用の一部を補助する。

108,490 108,476

87 総務部
私学・

公益法人課 13,000 13,000 　私立学校の耐震化工事等に要する費用の一部を助成する。

88 経済商工
観光部

中小企業
支援室 25,000 25,000 　中小企業等が策定したBCP・事業継続力強化計画を実践するために

必要となる設備・備品等の導入経費の一部を補助する。

89 復興・
危機管理部

復興支援・
伝承課 506

　次なる災害を見据えた防災・減災を進めるため、企業経営者等の震災
506 時の経験や得られた教訓などを紹介することで、中小企業等の経営者

等の防災意識の向上を図る。

90 復興・
危機管理部

復興支援・
伝承課 17,880 17,866

　大規模災害時における経済的な被害の最小化につなげるため、水災・
地震補償を付帯した保険の有効性をPRするプロモーション活動を実施
するとともに、それらに新規加入する者等に対して、その費用の一部を
補助する。

91 復興・
危機管理部

防災推進課 19,291 19,291 　災害に関する基礎知識や防災対策等の技能を有する防災リーダーを
地域や企業内で計画的に育成するための養成講習等を開催する。

92 復興・
危機管理部

防災推進課 1,431 1,431 　資源エネルギー庁事業により災害対応型中核給油所等に備蓄された
燃料を優先的に利用するための管理に必要な経費を負担する。

93 土木部 事業管理課 30,000
　大規模な災害の発生に備え、県の防災力の更なる強化を図るために、

30,000 県内の建設企業等が取り組む防災体制の構築や対応力の強化等に必
要な費用の一部を補助する。

94 教育庁
保健体育
安全課 1,382 1,382 　自主防災組織等における将来の地域防災活動の担い手となる、「みや

ぎ防災ジュニアリーダー（高校生）」を養成する。

7,289,067 6,672,429　　　　合　　　　　　　　計

小規模防災機能強化補助事業

地域建設産業災害対応力強化支援
事業

中小企業等BCP・事業継続力強化
計画実践支援事業

被災した企業経営者等による中小
企業向け防災研修事業

水災・地震保険加入促進体制構築
事業

地域防災リーダー育成等推進事業

災害用石油製品備蓄事業

２－(２) 防災体制の整備

みやぎ防災ジュニアリーダー養成事
業

私立学校施設設備災害対策支援事
業
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Ⅲ 経済商工観光部所管の主な計画と目標指標等

                                                                       

ページ

１ 各産業分野（商工・観光）に係るプラン等の概要
98

２ その他の主な計画と目標
101



Ⅲ 経済商工観光部所管の主な計画と目標指標等

１ 各産業分野(商工・観光）に係るプラン等の概要

① 第６期みやぎ観光戦略プラン（令和７年３月策定）
  ア 策定趣旨：

コロナ禍を経て顕在化した課題への対応や、人口減少社会において、観光が地域を支える基幹
産業として、県内総生産の維持や地域経済の活性化に寄与するために、県や市町村等の行政機関、
観光事業者、住民、観光客などが一体となって、総参加による魅力あふれる観光地域づくりを推
進するため、観光政策の基本計画として策定するもの。

イ プランの位置づけ：
・新・宮城の将来ビジョンに掲げる分野別計画
・みやぎ観光創造県民条例（H23.4.1 施行）に定める基本計画

  ウ 基本理念
    地域が主役となる持続可能な観光地域づくりを通した“All-round”な観光地の実現
  エ 観光戦略プロジェクト（施策の柱）：

・戦略１ 魅力ある観光資源の創出
   ・戦略２ 観光産業の活性化
   ・戦略３ 観光客受入環境整備の充実
   ・戦略４ 国内外との交流拡大の促進

オ 数値目標（令和９年）：
①宿泊観光客数    ：１，１０４万人泊
②外国人観光客宿泊者数：１２０万人泊
③観光消費額     ：６，０００億円
④観光消費額単価   ：日本人３３，０００円／人・外国人９０，０００円／人

② 第６期みやぎ国際戦略プラン（令和７年３月策定）
  ア 策定趣旨：

グローバル化の流れの中で宮城県が目指す姿と進むべき方向性を県民の皆様と共有するとと
もに、躍動する宮城を実現するための国際関連施策を総合的かつ計画的に推進することを目
的として策定するもの。

  イ プランの性格及び位置付け：
・「新・宮城の将来ビジョン」における国際関連分野に関する個別計画
・「みやぎ観光戦略プラン」、「宮城県多文化共生社会推進計画」、「宮城県農林水産物等輸出促進

戦略」等の個別分野に関する計画と連携
  ウ 計画期間：令和７年度から令和９年度まで
  エ 基本理念：県産品輸出・インバウンド戦略強化と産業基盤を支える外国人材活躍社会構築に向

けた好循環の実現
オ 政策推進の基本方向：

・マーケットインを重視した海外販路の開拓・拡大
・更なる産業集積を目指した外資系企業誘致促進
・地域経済を支えるインバウンドの促進
・「みやぎ」の産業基盤を支える外国人材の受入拡大
・外国人に選ばれる「みやぎ」を目指した「攻め」の多文化共生の推進
・グローバル化を支える基盤整備
・国際交流・国際協力の推進、国際的な人材の育成

カ 目標数値：
（令和９年度目標）

・県が海外進出や販路開拓支援を実施した企業数（非食品分野）[累計] 120 社
・県が海外進出や販路開拓支援を実施した企業数（食品分野）【累計】 550 社
・北米販路事業における支援企業数・紹介商品数【累計】          170 社・600 品
・姉妹販路事業における支援企業数・紹介商品数【累計】                  25 品・50 品
・外資系企業に対するＰＲ及びマッチング等支援件数【累計】           195 件
・外国人延べ宿泊者数【単年毎】 120 万人泊
・外国人材関連事業における外国人材マッチング人数【単年毎】          150 人
・仙台空港国際線乗降客数【単年毎】 39.0 万人
・仙台塩釜港（仙台港区）におけるコンテナ貨物の取扱量【単年毎】     18.1 万ＴＥＵ
・仙台塩釜港（仙台港区）の取扱貨物量（コンテナ貨物を除く）【単年毎】   3,139 万トン
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③ 宮城県基本計画（令和６年３月２２日 国同意）
ア 策定趣旨：

地域未来投資促進法に基づき、本県の地域特性を生かして高い付加価値を創出し、地域の事業
者に対する経済的波及効果を及ぼすことにより、地域経済を牽引する事業（以下、地域経済牽引
事業）を促進することを目的に策定

イ 計画の性格及び位置付け：
・「宮城県ものづくり基本計画」、「宮城県農林水産・食品関連産業基本計画」、「宮城県観光産業

基本計画」、「宮城県環境・エネルギー関連産業基本計画」、「宮城県情報通信関連産業振興基本
計画」の後継計画

・促進区域として、県内全市町村を指定
・計画期間は、令和６年３月２２日から令和１１年３月３１日まで

ウ 対象分野：
① 成長ものづくり産業
② 物流関連産業
③ 農林水産・食品関連産業
④ 情報通信関連産業
⑤ 環境・エネルギー関連産業
⑥ 観光産業

エ 目 標 年：令和１１年３月３１日
オ 目標数値：付加価値の増加額 3，962 百万円

地域経済牽引事業の創出件数 50 件

④ 第４期宮城県多文化共生社会推進計画（令和６年３月策定）
ア 策定趣旨：

多文化共生社会の形成の推進に関する条例に基づき，多文化共生社会の形成の推進に関する
施策を総合的かつ計画的に実施することを目的に策定

計画期間は令和６年度～令和 10 年度
イ 計画の基本方針：

・多様な主体が活躍する地域づくり
・誰もが安心して暮らし続けることができる環境づくり

ウ 施策の方向性：
① 多様性を理解・尊重する共通認識の醸成
② 多様性を活かした地域の活性化
③ 活用可能な情報収集の支援及び多言語に対応した情報の提供
④ 多様な学習支援による地域社会への適応力向上
⑤ ライフステージに応じた生活支援の体制強化
⑥ 就労支援の促進

エ 目標年：令和 10 年度
オ 数値目標：

① 多文化共生に係る研修会・イベントの実施回数      １６５回
（R6 年度から R10 年度までの合計）

② 外国人向け多言語対応アプリ等のリリース        ３アプリリリース
③ 日本語教室がない市区町村（空白地域）の数       ０市町村
④ 外国人相談対応の体制を整備している市町村数         ３５市町村
⑤（ⅰ）外国人雇用者数                                   ２２，０００人

（ⅱ）外国人の就労支援に関連するセミナー等に参加した
事業所数                    １，５００事業所

（R6 年度から R10 年度までの合計事業所数）

⑤  地域再生計画（富県共創！みやぎへの本社機能移転等促進プロジェクト）
（平成２７年１０月 国の認定、令和８年３月変更同意）

ア 策定趣旨：
地域再生法に基づき、企業の本社機能の移転等を推し進め、良質な雇用を創出することにより

宮城県への移住・定住の流れをつくるため策定
イ 計画の性格及び位置付け：

・地域再生法に基づく、本県への産業集積と地域経済の活性化を目的とした地域再生計画
・地方活力向上地域として、全市町村を指定
・計画期間（平成２７年１０月２日から令和１５年３月３１日まで）

ウ 目標年：令和１５年３月３１日
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エ 目標数値：
計画認定件数 ５０件
雇用創出数 ５８５人
移住定住者数 ９人
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２ その他の主な計画と目標

ＮＯ
計画の名称

（担当課名）

策定の

時期
計画の概要

参考
備考

計画期間及び主な目標数値

ー事業推進構想

(新産業振興課)

1 産業技術総合センタ R6.3

目標と方策等をまとめたも

の。

センターの活動コンセプト 目標年：R10(2028)年度

と事業推進方向を定め、活動 目標数値設定なし

能力開発計画

(産業人材対策課)

2 第１１次宮城県職業 R4.1

進を図るもの。

県内産業の持続的な成長を 目標年：R7 (2025)年度

支える産業人材を育成する 主な目標数値

ため、職業能力開発施策の推 ①リスキリング・リカレントを

目的としたプログラム数

63 件

②離職者等再就職訓練（IT）

受講者数 590 人

③育児等との両立がしやすい

離職者等再就職訓練の設定

コース数 9 コース

④技能検定申請者数 2,600 人

規模事業者振興基本

計画（第四期）

（中小企業支援室）

3 宮城県中小企業・小 R7.3

興と持続的発展のため、支援

もの。

中小企業・小規模事業者の振 目標年：R7(2025)年度から

R9(2027)年度まで

施策の総合的な推進を図る 目標数値設定なし

門校再編整備基本計

画

(産業人材対策課)

4 宮城県立高等技術専 R3.3

目指し、高等技術専門校の抜

本的な再編整備を推進する

ため、その基本となる計画を

策定したもの。

富県躍進に向けたものづく 目標年：R10(2028)年度

り人材の育成を図ることを 目標数値設定なし
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Ⅳ 経済商工観光部の組織と各課室・機関の主な業務  

経済商工観光部の組織体制、各課室・機関の所管する主な業務内容、連絡先（電話番号、

メールアドレス）などを掲載しています。
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４ 各地方機関・試験研究機関の主な業務と連絡先
105

５ 県外機関の主な業務と連絡先 106



　１　経済商工観光部組織図
令和８年４月１日現在

調整班、総務班 名 古 屋 産 業 立 地 セ ン タ ー

商工企画班、政策推進班 (大河原・仙台・北部・東部・気仙沼)

地 域 事 務 所 (2)

(北部：栗原・東部：登米)

(白石・仙台・大崎・石巻・気仙沼)

経
　
済
　
商
　
工
　
観
　
光
　
部

自 動 車 産 業 振 興 室

産 業 立 地 推 進 課 計 量 検 定 所

指導調整班、企業誘致第一班、企業誘致第二班、企業誘致第三班、企業立地基盤整備班

観光政策班、公園管理班、観光産業振興班、国内誘客推進班、海外誘客推進班、欧州誘客推進班

国 際 政 策 課

国 際 ビ ジ ネ ス 推 進 室

半導体産業振興班

経 済 商 工 観 光 総 務 課 大 阪 事 務 所

富 県 宮 城 推 進 室 地 方 振 興 事 務 所 (5)

新 産 業 振 興 課 産 業 技 術 総 合 セ ン タ ー

国際ビジネス推進第一班、国際ビジネス推進第二班

観 光 戦 略 課 松 島 公 園 管 理 事 務 所

企画班、技術支援班

商 工 金 融 課

商工団体指導班、商工金融班、商業振興班

中 小 企 業 支 援 室

企画調整班、経営支援班、企業復興支援班

産 業 人 材 対 策 課 高 等 技 術 専 門 校 (5)

仙 台 人 材 開 発 セ ン タ ー

雇 用 対 策 課

宮 城 障 害 者 職 業 能 力 開 発 校
労政調整班、雇用推進班、雇用創出支援班、ジョブカフェ担当

国際政策班、交流推進班、日本語学校・外国人材班、旅券班

企画班、人材育成第一班、人材育成第二班

半 導 体 産 業 振 興 室

新産業支援班、産学連携推進班、高度電子機械産業振興班、スタートアップ支援班
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　２　地方振興事務所組織図
令和８年４月１日現在

　　地方振興事務所（大河原・仙台・北部・東部・気仙沼）

 〔気仙沼は、商工・振興班のみ〕

 〔大河原２班、仙台２班、北部２班〕

 〔大河原２班、仙台３班、北部２班、東部２班〕

地域事務所（北部：栗原・東部：登米）

畜 産 振 興 部 畜産振興班　（家畜・養蜂生産振興、草地開発・整備、飼料に関する指導）　〔東部のみ〕

家 畜 保 健 衛 生 所  〔大河原、仙台、北部〕 

総 務 部 県民サービスセンター　（情報公開、パスポート、県民相談等）

総務班　（庶務、消防、その他）

林 業 振 興 部 林業振興班　（林業普及指導）

水 産 漁 港 部 用地班（用地取得）　〔気仙沼のみ〕

管理指導班　（土地改良区指導、換地）〔大河原、仙台、北部、東部〕  

農地整備班　（県営土地改良、農道等）　〔大河原３班、仙台１班、北部５班、東部２班〕

各家畜保健衛生所長が大河原、仙台、
北部の畜産振興部長を兼務
家畜保健衛生所は農政部所属

農 業 農 村 整 備 部 計画調整班　（土地改良事業の調査計画等）〔大河原、仙台、北部、東部〕  

農村振興班　（農村活性化等）　〔北部、東部〕

水利施設保全班　（農業水利施設の維持保全、水質保全対策等）〔大河原、仙台、北部、東部〕  

（ 気 仙 沼 ）

（ 大 河 原 、 仙 台 、 北 部 、 東 部 ）

農 業 ・ 農 村 振 興 部 農業振興班　（食の安全安心対策、生産調整、消費拡大、農業金融）  

農業普及班　（地域の農業振興計画に係る支援、生産技術改善の普及指導等）

農村整備振興班　（農村活性化、県営土地改良、農地復旧等）

森林管理班　（林地開発規制、自然公園）

農 業 農 村 整 備 部 管理調整班　（換地・用地、農村活性化等）         

農地整備班　（県営土地改良、農道等）　〔栗原３班、登米１班〕

水利施設保全班　（農業水利施設の維持保全、水質保全対策等）

畜 産 振 興 部 畜産振興班　（家畜・養蜂生産振興、草地開発・整備、飼料に関する指導）　〔栗原のみ〕

家 畜 保 健 衛 生 所  〔東部〕 

東部家畜保健衛生所長が登米の畜産
振興部長を兼務
家畜保健衛生所は農政部所属

地
域
事
務
所

管理班　（入札事務、工事経理、庁舎管理等）

地 方 振 興 部 商工・振興班　（商工業の振興、地域振興、観光振興、商工・農林水産業等の災害対策）

農 業 振 興 部 地域調整班　（地域農政の調整、農地転用、経営所得安定対策、生産調整、農業金融等）

農 業 改良 普及 セン ター 〔栗原、登米〕   

農業改良普及センターのみ農政部所
属
地域事務所は経済商工観光部所属

地域農業班　（地域の農業振興計画に係る支援、担い手の確保・育成）

先進技術班　（経営管理高度化の普及指導、生産技術改善の普及指導）

総務班　（庶務、消防、その他）

地 域 事 務 所
（ 北 部 、 東 部 ）

総 務 部 県民サービスセンター　（情報公開、パスポート、県民相談等）

漁業調整班　（漁業調整、漁船登録）

水産振興班　（水産業普及指導、漁協等団体指導）    

漁港漁場班　（漁港・漁場の整備）　〔東部２班、気仙沼２班〕               

（ 仙 台 、 東 部 、 気 仙 沼 ） 漁港管理班　（漁港内許認可）

森林管理班　（林地開発規制、自然公園）

森林整備班　（林道、治山、林地開発規制※、自然公園※）〔※は気仙沼のみ〕

林 業 振 興 部 林業振興班　（林業普及指導）

地
方
振
興
事
務
所

管理班　（入札事務、工事経理、庁舎管理等）

産業保安・労政班　（仙台のみ）

地 方 振 興 部 商工・振興第一班　（商工業の振興、地域振興）

振興第二班　（産業振興、観光振興、商工・農林水産業等の災害対策）

農 業 振 興 部 調整指導班　（地域農政の調整、農地転用、経営所得安定対策等）
（ 大 河 原 、 仙 台 、 北 部 、 東 部 ） 農業振興班　（食の安全安心対策、生産調整、消費拡大、農業金融）  

農 業 改良 普及 セン ター  〔大河原、亘理、仙台、大崎、美里、石巻、気仙沼〕   

農業改良普及センターのみ農政部所
属
地方振興事務所は経済商工観光部所
属

地域農業班　（地域の農業振興計画に係る支援、担い手の確保・育成）

先進技術班　（経営管理高度化の普及指導、生産技術改善の普及指導）    
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主　な　業　務　／　連　絡　先
メールアドレス

ホームページアドレス

経済商工観光部
　keisyosom@pref.miyagi.lg.jp

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/5.html

 経済商工観光行政の総合的な調整、災害対応、部の総務、組織・人事管理、予算管理など
keisyosom@pref.miyagi.lg.jp

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keisyosom/

 富県宮城の推進、経済商工観光行政の総合的な企画、地域の産業振興など
　fukensui@pref.miyagi.lg.jp

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/fukensui/

 
ものづくり産業振興施策の企画・調整、知的財産の管理、産学官の連携による新産業の振興、高
度電子機械産業や情報関連産業の振興、ものづくり事業者の販路開拓・技術開発の支援、伝統
工芸品産業の振興など

　shinsan@pref.miyagi.lg.jp
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/shinsan/

 産業立地施策の企画・調整、企業立地の促進、工業団地の整備の促進、砂利採取・採石など
　sanritu-ka@pref.miyagi.lg.jp

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/sanritu/

 自動車関連産業の振興
　jidousha@pref.miyagi.lg.jp

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/jidousha/

 半導体関連産業の振興
semicon@pref.miyagi.lg.jp

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/semicon/

 
商工団体への支援及び指導監督、中小企業の融資制度、貸金業、商店街振興施策の企画・調
整、大規模小売店舗立地法届出窓口など

　syokokin@pref.miyagi.lg.jp
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/syokokin/

 
中小企業振興施策の総合的な企画・調整、中小企業の経営診断及び助言、中小企業の経営革
新・販路開拓・生産現場改善・事業承継支援、中小企業のデジタル化支援、創業支援、高度化資
金の貸付など

　chukisi@pref.miyagi.lg.jp
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/chukisi/

 人材育成施策の企画・調整、職業能力開発、職業訓練、技能検定など
　sanzin@pref.miyagi.lg.jp

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/sanzin/

 勤労者福祉施策の企画・調整、地域雇用対策、労働関係の調整など
　koyou@pref.miyagi.lg.jp

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/koyou/

 
観光振興施策の企画及び調整、観光客の誘客、観光客の受入れ体制の整備、観光業者及び観
光事業団体の育成指導、旅行業及び通訳案内業、観光統計調査、自然公園の利用など

kankou@pref.miyagi.lg.jp
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kankou/

 
国際経済・交流施策の総合的な企画・調整及び推進、みやぎ国際戦略プランの推進、多文化共
生社会の形成促進、姉妹友好県州等との交流、旅券（パスポート）など

　kokusai@pref.miyagi.lg.jp
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kokusaisei/

 海外ビジネスの支援、外資系企業誘致ど
　gb1@pref.miyagi.lg.jp

https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kokusaibiz/

地方振興事務所

　　　（地域事務所）

計量検定所

高等技術専門校

松島公園管理事務所

産業技術総合センタ－

地方機関名

新産業振興課
【県庁１４階北側】

　新産業支援班（2722）　産学連携推進班（2721）　高度電子機械産業振興班（2715)　スタートアップ支援班（2779）　FAX （2729）

自動車産業振興室
【県庁１４階北側】

　企画班(2724) 　技術支援班（2533）　FAX（2739）

産業立地推進課
【県庁１４階北側】

　指導調整班（2731）　企業誘致第一班（2732）　企業誘致第二班（2734）　企業誘致第三班（3700）　企業立地基盤整備班（2733）　FAX（2739）

主　な　業　務　／　連　絡　先　／　メールアドレス

商工金融課
【県庁１４階北側】

　商工団体指導班（2743）　商工金融班（2744）　商業振興班（2746）　FAX（2749）

産業人材対策課
【県庁１４階北側】

　企画班（2764）　人材育成第一班（2762）　人材育成第二班（2763）　FAX（2769）

観光戦略課
【県庁１４階南側】

　観光政策班（2823）　公園管理班（2821）　観光産業振興班（2755）　国内誘客推進班(2895)　海外誘客推進班(2824)　欧州誘客推進班(2788)　FAX（2829）

雇用対策課
【県庁１４階北側】 　労政調整班（2771）　雇用推進班（2772）　FAX（2769）

　【太陽生命仙台本町ビル２】雇用創出支援班（022-797-4661）　FAX（022-211-0973）
　【仙台MTビル６階・みやぎジョブカフェ】ジョブカフェ担当（022-264-4510）　FAX（022-264-4522）

　国際ビジネス推進第一班（2962）　国際ビジネス推進第二班（2346）　FAX（4639）

　４　各地方機関・試験研究機関の主な業務と連絡先

中小企業支援室
【県庁１４階北側】

　企画調整班（2745）　経営支援班（2742）  企業復興支援班（2765）　　FAX（2749）

国際政策課
【県庁１４階南側】

　国際政策班（2972） 交流推進班（2277） 日本語学校・外国人材班（2971）　FAX（4639）　【１階北側】旅券班（2278）　FAX（2291）

国際ビジネス推進室
【県庁１４階南側】

半導体産業振興室
【県庁１４階北側】

半導体産業振興班(2486)　FAX（2739）

　３　各課室の主な業務と連絡先(TEL022-211-（内線）で、ダイヤルインできます。)　 (受付時間8：30～17：15）

課名・班名（内線）

経済商工観光総務課
【県庁１４階南側】

　調整班（2711）　総務班（2712）　FAX （2719）

富県宮城推進室
【県庁１４階南側】

　商工企画班（2791）　政策推進班（2792）  FAX（2719）

（022-233-3124）　syokn@pref.miyagi.lg.jp

地域産業行政の総合的な企画・調整

大河原（0224-53-3111）　oksgsin@pref.miyagi.lg.jp　　　 仙　 台（022-275-9111）　sdsgsin@pref.miyagi.lg.jp，
北　 部（0229-91-0701）　nh-sgsin@pref.miyagi.lg.jp　　  東 　部（0225-95-1411）　et-sgsin@pref.miyagi.lg.jp，
気仙沼（0226-24-2121）　kstisins@pref.miyagi.lg.jp

北部：栗原（0228-22-2111）　nh-khsgsin@pref.miyagi.lg.jp　　　　東部：登米（0220-22-6111）　et-tmsgsin@pref.miyagi.lg.jp

特定計量器の検定及び基準器の検査、計量関係の立入検査指導ほか

（022-247-1641）　keiryo@pref.miyagi.lg.jp

職業能力開発の推進のための職業訓練の実施ほか

白　 石（0224-35-1511）　srkogsn@pref.miyagi.lg.jp　　　仙　 台（022-258-1151）　sdkogsn@pref.miyagi.lg.jp
大　 崎（0229-22-1357）　oskogi@pref.miyagi.lg.jp　　　　石　 巻（0225-22-1719）　iskogsn@pref.miyagi.lg.jp
気仙沼（0226-22-7068）　kskogsn@pref.miyagi.lg.jp

仙台人材開発センタ－ 技能労働者に対する技能の維持向上のための訓練、研修等の実施

（022-258-1151）　sdkogsn@pref.miyagi.lg.jp

宮城障害者職業能力開発校 障害者の職業能力開発の推進のための職業訓練の実施ほか

県立都市公園松島公園の維持管理ほか

（022-355-0333）　mtpark@pref.miyagi.lg.jp

試験研究機関名 主　な　業　務　／　連　絡　先　／　メールアドレス

基盤技術の強化及び新産業創出に関する試験研究ほか

（022-377-8700）　soudan-itim@pref.miyagi.lg.jp
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東京事務所

大阪事務所 県産品の紹介、企業立地に係る情報及び資料の収集、観光の案内及び宣伝ほか

（06-6341-7905）　oosakaz@pref.miyagi.lg.jp

（052-331-7461）　nagoyailc@pref.miyagi.lg.jp

　５　県外機関の主な業務と連絡先
地方機関名 主　な　業　務　／　連　絡　先　／　メールアドレス

企業立地に係る情報及び資料の収集

（03-5212-9045）　tokyo1@pref.miyagi.lg.jp

企業立地に係る情報及び資料の収集、省庁等との連絡調整、政策提案、観光物産の紹介及び販路拡大ほか　　　※東京事務所は企画部の機関

　名古屋産業立地センター
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Ⅴ 経済商工観光部内関係審議会

経済商工観光部に関係する審議会について、名称、委員数、任期、所掌事項等について掲

載しています。
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経済商工観光部関係審議会一覧

審議会名称（所管課） 委員数 任期 所掌事項 備考

宮城県産業振興審議会
    （富県宮城推進室）
      農業部会
    （農業政策室）

   水産林業部会
        （水産林業政策室）
      商工業部会
        （富県宮城推進室）

20 人
以内

2 年 知事の諮問に応じ、産業の振興に関する重要
事項を審議する。

専門委員を置
くことができ
る。

宮城県試験研究機関評価委
員会

（新産業振興課）

15 人以
内

3 年 知事の諮問に応じ、経済商工観光部及び農政
部及び水産林政部が所管する試験研究機関
の試験研究業務及び運営について、調査審議
する。

部会は各 10
人以内

宮城県農村地域産業導入促
進審議会

（産業立地推進課）

25 人
以内

2 年 知事の諮問に応じ、農村地域への産業の導入
に関する基本計画の作成及びその他重要事
項を調査審議する。

宮城県中小企業調停審議会
（商工金融課）

7 人
以内

2 年 知事の諮問に応じ、組合協約に関する重要事
項を調査審議し、及び中小企業の事業活動の
機会の確保のための大企業者の事業活動の
調整に関する法律第６条第３項後段の規定
によりその意見を聴かれた場合において同
項に規定する中小企業団体の構成員たる中
小企業者の経営の安定に及ぼす影響等に関
する事項を調査審議する。

専門委員を置
くことができ
る。

宮城県大規模小売店舗立地
専門委員会

（商工金融課）

5 人
以内

2 年 知事の諮問に応じ、大規模小売店舗立地法
（平成１０年法律第９１号）第２条第２項に
規定する大規模小売店舗を設置する者がそ
の周辺の地域の生活環境の保持のために配
慮すべき事項に関し調査審議する。

宮城県特定大規模集客施設
立地誘導審議会

（商工金融課）

7 人
以内

2 年 知事の諮問に応じ、宮城県特定大規模集客施
設の立地の誘導等によるコンパクトで活力
あるまちづくりの推進に関する条例に基づ
き、市町村の区域を超えた広域的な見地によ
る特定大規模集客施設の立地誘導地域への
立地の誘導等に関し調査審議する。

宮城県職業能力開発審議会
    （産業人材対策課）

11 人 2 年 知事の諮問に応じ、職業能力開発計画その他
職業能力の開発に関する重要事項を調査審
議する。

特別委員を置
くことができ
る。

宮城県多文化共生社会推進
審議会

（国際政策課）

10 人以
内

2 年 知事の諮問に応じ、多文化共生社会の形成の
推進に関する重要事項を調査審議する。
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Ⅵ 令和８年度 経済商工観光部の当初予算の概要

令和８年度の経済商工観光部の当初予算の概要を課別、目的別、節別、性質別に掲載して

います。
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　１　課別予算の状況

[一般会計]

令 和 ７ 年 度

当 初 予 算 当 初 予 算

A Ｂ 国庫 県債 その他 一般財源 Ｂ/Ａ

7,573,543 8,493,809 8,300 619,626 7,865,883 112.2%

2,087,438 1,980,331 3,000 111,400 881,484 984,447 94.9%

7,476,386 5,830,127 591,473 4,801,733 436,921 78.0%

108,947,650 116,198,595 602,667 111,598,864 3,997,064 106.7%

7,260,082 5,563,854 1,585,886 2,484,500 493,065 1,000,403 76.6%

1,192,713 1,157,579 270,656 527,502 359,421 97.1%

2,093,852 3,539,092 344,856 152,900 1,320,735 1,720,601 169.0%

2,549,802 1,596,908 140,508 6,900 423,361 1,026,139 62.6%

139,181,466 144,360,295 3,547,346 2,755,700 120,666,370 17,390,879 103.7%

[特別会計]

令 和 ７ 年 度

当 初 予 算 当 初 予 算

A Ｂ 国庫 県債 その他 一般財源 Ｂ/Ａ

3,005,689 3,381,526 118,500 3,263,026 112.5%

3,005,689 3,381,526 118,500 3,263,026 112.5%

3,005,689 3,381,526 118,500 3,263,026 112.5%

142,187,155 147,741,821 3,547,346 2,874,200 123,929,396 17,390,879 103.9%

産 業 人 材 対 策 課

令和８年度　経済商工観光部当初予算の概要

（単位：千円）

令和８年度
前年度比

経 済商 工観 光総 務課

新 産 業 振 興 課

産 業 立 地 推 進 課

商 工 金 融 課

雇 用 対 策 課

観 光 戦 略 課

国 際 政 策 課

一 般 会 計 合 計

合　　　　　　　　　　計

（単位：千円）

令和８年度
前年度比

中 小 企 業 高 度 化 資 金

商 工 金 融 課

特 別 会 計 合 計
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　２　目的別予算の状況

令 和 ７ 年 度 令 和 ８ 年 度 令 和 ７ 年 度 令 和 ８ 年 度

款 当 初 予 算 当 初 予 算 前年度比 款 当 初 予 算 当 初 予 算 前年度比

　項 Ａ Ｂ Ｂ/Ａ 　項 Ｃ Ｄ Ｄ/Ｃ

一般会計 139,181,466 144,360,295 103.7% 3,005,689 3,381,526 112.5%

２．総務費 991,787 1,017,176 102.6% １．商工費 250,773 249,504 99.5%

１．総務管理費 395,363 457,329 115.7% １．商工費 250,773 249,504 99.5%

１０．生活環境費 596,424 559,847 93.9% ２．公債費 2,754,916 3,132,022 113.7%

５．労働費 8,402,138 6,670,263 79.4% １．公債費 2,754,916 3,132,022 113.7%

１．労政費 361,728 371,924 102.8%

２．職業訓練費 7,209,425 5,512,684 76.5%

３．雇用対策費 830,985 785,655 94.5%
令 和 ７ 年 度 令 和 ８ 年 度
当 初 予 算 当 初 予 算

前年度比

７．商工費 129,787,541 136,672,856 105.3% 142,187,155 147,741,821 103.9%

１．商業費 113,410,996 120,354,613 106.1%

２．工鉱業費 12,286,913 10,866,792 88.4%

３．企業指導費 1,995,780 1,912,359 95.8%

４．観光費 2,093,852 3,539,092 169.0%

（単位：千円）

会　　計 会　　計

中小企業高度化
資金特別会計

経済商工観光部

　合　　計
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一般会計 特別会計 節　計 一般会計 特別会計 節　計 一般会計 特別会計 節　計

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｄ/Ａ Ｅ/Ｂ Ｆ/Ｃ

1 報酬 321,168 321,168 351,746 351,746 109.5% 109.5%

2 給料 2,213,865 2,213,865 2,295,957 2,295,957 103.7% 103.7%

3 職員手当等 1,641,899 1,641,899 1,729,012 1,729,012 105.3% 105.3%

4 共済費 748,333 748,333 853,634 853,634 114.1% 114.1%

7 報償費 71,223 1,350 72,573 69,966 1,350 71,316 98.2% 100.0% 98.3%

8 旅費 167,582 407 167,989 195,584 432 196,016 116.7% 106.1% 116.7%

9 交際費 1,155 1,155 1,412 1,412 122.3% 122.3%

10 需用費 871,179 205 871,384 825,139 205 825,344 94.7% 100.0% 94.7%

（うち食糧費） 3,109 3,109 2,969 2,969 95.5% 95.5%

11 役務費 35,669 718 36,387 34,044 718 34,762 95.4% 100.0% 95.5%

12 委託料 3,095,320 5,681 3,101,001 2,900,128 5,857 2,905,985 93.7% 103.1% 93.7%

13 使用料及び賃借料 215,376 36 215,412 237,688 36 237,724 110.4% 100.0% 110.4%

14 工事請負費 6,098,560 6,098,560 3,322,996 3,322,996 54.5% 54.5%

15 原材料費 3,294 3,294 3,232 3,232 98.1% 98.1%

17 備品購入費 565,089 565,089 1,088,809 1,088,809 192.7% 192.7%

18 負担金、補助及び交付金 10,863,880 10,863,880 10,274,090 10,274,090 94.6% 94.6%

20 貸付金 105,862,693 240,845 106,103,538 112,461,573 239,585 112,701,158 106.2% 99.5% 106.2%

21 補償、補填及び賠償金 531,454 531,454 442,426 442,426 83.2% 83.2%

22 償還金、利子及び割引料 2,755,557 2,755,557 3,132,561 3,132,561 113.7% 113.7%

23 投資及び出資金 600 600 500 500 83.3% 83.3%

24 積立金 5,872,488 5,872,488 7,271,509 7,271,509 123.8% 123.8%

26 公課費 639 220 859 850 220 1,070 133.0% 100.0% 124.6%

27 繰出金 670 670 562 562 83.9% 83.9%

139,181,466 3,005,689 142,187,155 144,360,295 3,381,526 147,741,821 103.7% 112.5% 103.9%

令和８年度　当初予算 前年度比

計

　３　節別予算の状況
（単位：千円）

区　　　　　分

令和７年度　当初予算
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　４　性質別予算の状況
（単位：千円）

一般会計 特別会計 計 一般会計 特別会計 計 一般会計 特別会計 計

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｄ/Ａ Ｅ/Ｂ Ｆ/Ｃ

1 4,925,265 4,925,265 5,230,349 5,230,349 106.2% 106.2%

2 4,029,928 7,047 4,036,975 4,109,904 7,248 4,117,152 102.0% 102.9% 102.0%

3 3,307 3,307 3,311 3,311 100.1% 100.1%

5 105,862,693 240,845 106,103,538 112,461,573 239,585 112,701,158 106.2% 99.5% 106.2%

6 5,872,488 5,872,488 7,271,509 7,271,509 123.8% 123.8%

7 600 600 500 500 83.3% 83.3%

8 6,966,735 2,211 6,968,946 7,747,753 2,109 7,749,862 111.2% 95.4% 111.2%

9 11,520,450 11,520,450 7,535,396 7,535,396 65.4% 65.4%

1,714,176 1,714,176 1,832,535 1,832,535 106.9% 106.9%

一般公共

その他 1,714,176 1,714,176 1,832,535 1,832,535 106.9% 106.9%

9,806,274 9,806,274 5,702,861 5,702,861 58.2% 58.2%

公共

その他 9,806,274 9,806,274 5,702,861 5,702,861 58.2% 58.2%

12 2,754,916 2,754,916 3,132,022 3,132,022 113.7% 113.7%

13 670 670 562 562 83.9% 83.9%

139,181,466 3,005,689 142,187,155 144,360,295 3,381,526 147,741,821 103.7% 112.5% 103.9%

前年度比

合　　　計

繰出金

公債費

出資金

積立金

令和７年度　当初予算

普通建設事業

区　　　　　分

物件費

貸付金

維持補修費

人件費

令和８年度　当初予算

補助費等

受託事業

単独事業

補助事業

国直轄事業
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１ 経済商工観光部内における民間等との提携等状況一覧

協定等の名称
協定の概要

（担当課室名）
相手先

協定締結

年月日
備考

緊急物資の輸送に関す

る協定

災害時における生活救援物資等緊急物

資の輸送車両の確保、及び輸送

(商工金融課)

公益社団法人宮城県

トラック協会

H9.3.18

東北大学・宮城県・仙

台市の人事交流に関す

る協定書

東北大学における知的活動の成果を地

域に還元し、地域の活性化に資するこ

とを目的に地域連携の仕組みを深める

新たな人事交流。

(新産業振興課)

東北大学

仙台市

H16.3.26

宮城県と株式会社三井

物産戦略研究所の連携

と協力に関する協定書

・対内投資の促進

・ＭＥＭＳ関連産業の振興

・新エネルギーの利活用

・その他産学官連携による新技術又は

新事業の支援

(富県宮城推進室)

株式会社三井物産戦

略研究所

H17.7.22

宮城県と伊藤忠商事株

式会社の連携と協力に

関する協定書

相互に協力・連携が可能な分野での協

働取組を進めることにより、地域にお

ける産業経済の成長を促進し、もって

地域全体の活性化を図る。

(富県宮城推進室)

伊藤忠商事株式会社 H17.9.8

基盤技術高度化支援に

係る相互協力協定

地域企業の基盤技術の高度化を支援す

ることにより、地域産業の競争力強化

等を図る。

(新産業振興課)

県内外の大学、高専

等計 11 機関

H20.1.15

H23･1･26

R3･11･22

産業振興に関する協力

協定書

・自動車関連産業、高度電子機械産業

等の集積(企業誘致、県内企業支援

等)

・県内企業の海外進出

・産業振興に関するその他の事業

(富県宮城推進室)

株式会社七十七銀行

株式会社三井住友銀

行

H20.7.14

災害時における支援協

力に関する協定書

トヨタ自動車東日本株式会社は、宮城

県又は大衡村の要請に応じ災害時の

支援協力について可能な範囲で対応

する。

(自動車産業振興室)

トヨタ自動車株式会

社

トヨタ自動車東日本

株式会社

大衡村

H24.12.13

災害時における外部給

電可能な車両からの電

力供給に関する協定書

災害時に、宮城県トヨタ販売店各社が

所有する外部給電可能な車両の提供

を受け、避難所等で電力を供給するこ

とにより、円滑な災害応急活動を実施

する。

(自動車産業振興室)

宮城トヨタ自動車株

式会社、仙台トヨペ

ット株式会社、ネッ

ツトヨタ仙台株式会

社

R2.8.7
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協定等の名称
協定の概要

（担当課室名）
相手先

協定締結

年月日
備考

災害時における電動車

両等からの電力供給に

関する協定書

災害時に、宮城三菱自動車販売株式会

社が所有する電動車両等の提供を受

け、避難所等で電力を供給することに

より、円滑な災害応急活動を実施す

る。

(自動車産業振興室)

宮城三菱自動車販売

株式会社、三菱自動

車工業株式会社

R2.11.9

中国ビジネス支援に関

する協定協力書

中国ビジネスを行う企業に対して連

携・協力して支援を行う。

(国際ビジネス推進室)

株式会社七十七銀行 H23.2.9

宮城県における企業の

事業継続計画(ＢＣＰ)

策定等の支援に関する

協定書

県内企業のＢＣＰ策定の支援及び策定

率向上のため、相互に連携し、地域及

び国土の強靱化を図る。

(中小企業支援室)

ＭＳ＆ＡＤインシュ

アランスグループホ

ールディングス(株)

県内 4 商工団体

H27.3.12

キャリア教育・志教育

の推進に関する覚書

若年無業者の解消や非正規雇用問題の

解決、早期離職の抑制や地元定着に向

けて、子どもたちや若者の勤労観・職

業観を醸成し、地域に対する深い理解

を育む。

(産業人材対策課)

県教育委員会   

宮城労働局    

東北経済産業局  

東北学院大学（COC＋

事業実施責任者）

宮城県中小企業家同

友会

H27.10.23

キャリア教育・志教育

の推進に関する覚書

若年無業者の解消や非正規雇用問題の

解決、早期離職の抑制や地元定着に向

けて、子どもたちや若者の勤労観・職

業観を醸成し、地域に対する深い理解

を育む。

(産業人材対策課)

NPO 法人まなびのた

ねネットワーク、NPO

法人ハーベスト、（一

社）ワカツク、（一社）

教育総合支援機構ゆ

わう、ハリウコミュ

ニケーションズ（株）

H28.3.25

宮城県、仙台市、宮城

県内９大学等、七十七

銀行、仙台銀行及び仙

台商工会議所の連携・

協力に関する協定書

県内の学生に対し、県内にある就職先

の多様な魅力及び優位性を知らしめ、

県内に所在する大学等の卒業生の県

内就職率を向上させるとともに、県内

における産学官全体の興隆に寄与す

ることを目的とする。

（産業人材対策課）

仙台市、東北学院大

学、尚絅学院大学、聖

和学園短期大学、仙

台大学、仙台白百合

女子大学、東北生活

文化大学、東北生活

文 化 大 学 短 期 大 学

部、宮城学院女子大

学、仙台高等専門学

校、（株）七十七銀行、

（株）仙台銀行、仙台

商工会議所

R2.12.21
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協定等の名称
協定の概要

（担当課室名）
相手先

協定締結

年月日
備考

みやぎ・せんだい地域

人材育成協働事業プラ

ットフォームに関する

協定書

県内の学生に対し、県内にある就職先

の多様な魅力及び優位性を知らしめ、

県内に所在する大学等の卒業生の県

内就職率を向上させるとともに、県内

における産学官全体の興隆に寄与す

ることを目的とする。

（産業人材対策課）

仙台市、東北学院大

学、尚絅学院大学、聖

和学園短期大学、仙

台大学、仙台白百合

女子大学、東北生活

文化大学、東北生活

文 化 大 学 短 期 大 学

部、東北福祉大学、東

北文化学園大学、宮

城学院女子大学、仙

台 高 等 専 門 学 校 、

（株）七十七銀行、

（株）仙台銀行、仙台

商工会議所、（一社）

宮城県情報サービス

産業協会

R3.5.18

知的財産の活用による

産業振興のための協力

に関する協定

知的財産の活用により宮城県内の産業

振興を図る。

(新産業振興課)

日本弁理士会 R2.4.1

国立大学法人東北大学

金属材料研究所と宮城

県産業技術総合センタ

ーとの地域の産業振興

に関する協定

東北大学金属材料研究所と宮城県産業

技術総合センターが地域の産業振興に

貢献することを目的として、両者が行

う研究、企業支援、人材育成等におい

て相互に連携する。

(新産業振興課)

東北大学金属材料研

究所

H29.6.7

宮城県と日本航空株式

会社との連携と協力に

関する協定

県内の地域活性化を図るため、「観光振

興」と「人材育成」に関する取組を連

携・協力して行う。

（富県宮城推進室）

日本航空株式会社 H30.3.19

インバウンドプロモー

ション連携に関する協

定書

欧米を対象としたインバウンドプロモ

ーション活動に連携して取り組む。

（観光プロモーション推進室）

一般社団法人せとう

ち観光推進機構

H30.7.6

スマートモビリティ社

会システム実証プロジ

ェクト推進に関する協

定書

多様な電動モビリティを活用し、沿岸

被災地における地域課題の解決及び

持続可能な低炭素社会の構築並びに

先進技術の社会実装に係る検証を目

的とした実証事業を連携して推進す

る。

(自動車産業振興室)

トヨタ自動車東日本

株式会社

女川町

南三陸町

気仙沼市

利府町

七ヶ浜町

R6.3.27
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協定等の名称
協定の概要

（担当課室名）
相手先

協定締結

年月日
備考

ナノテクノロジーの分

野における宮城県と日

欧産業協力センターと

の覚書

宮城県内と欧州連合域内とのナノテク

ノロジー分野の振興のため、日欧双方

の企業間の取引及び投資を促進し、両

地域の発展につながるよう必要な情報

交換及び協力を行い、強固かつ長期的

な関係を構築する。

（国際ビジネス推進室）

日欧産業協力センタ

ー

H31.1.29

大学等との学生 UIJ タ

ーン就職支援に関する

協定

県内企業情報の提供、インターンシッ

プの実施等について、大学等と連携し

て取り組むことにより、UIJ ターン就

職の一層の促進を図り、県内企業の人

材確保を支援する。

(雇用対策課)

専修大学

創価大学

学校法人片柳学園

立正大学

獨協大学

神奈川工科大学

日本大学

拓殖大学

駒澤大学

東洋大学

明治学院大学

神奈川大学

同志社大学

法政大学

関西大学

千葉商科大学

立命館大学

国士舘大学

関西学院大学

千葉工業大学

城西国際大学

玉川大学

東京女子大学

東京家政大学・短期

大学部

東海大学

文教大学

中央学院大学

白鷗大学

H28.9.12

H29.6.9

H30.11.27

H31.2.12

H31.2.15

R1.5.31

R1.6.6

R1.7.31

R1.9.2

R1.10.28

R1.11.19

R2.3.23

R5.3.28

R5.8.1

R5.8.21

R5.9.1

R5.10.30

R6.1.19

R6.1.31

R6.3.29

R6.7.1

R6.8.2

R6.10.1

R6.10.1

R6.11.1

R6.11.28

R7.3.18

R7.3.28

価格転嫁の円滑化に関

する協定

中小企業・小規模事業者における賃上

げを実現するため、労務費、原材料費、

エネルギーコスト等の上昇分を適切に

価格転嫁することについての気運を醸

成することにより、サプライチェーン

全体での共存共栄、付加価値の向上を

図り、もって県内中小企業・小規模事

業者の稼げる力を高めることを目的と

する。

(中小企業支援室)

東北経済産業局、宮

城労働局、東北農政

局、東北運輸局、東北

財務局、宮城県経営

者協会、仙台経済同

友会、宮城県商工会

議所連合会、宮城県

商工会連合会、宮城

県中小企業団体中央

会、日本労働組合

R5.5.22

R6.4.1

R8.1.28
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協定等の名称
協定の概要

（担当課室名）
相手先

協定締結

年月日
備考

SENDAISTARTUPCAMPUS

形成等に係る連携協力

協定

「SENDAI STARTUP CAMPUS」の形成及

びスタートアップ創出などの取組みを

推進し、地域社会の発展に寄与するこ

とを目指すもの。

（新産業振興課）

東北大学

仙台市

宮城県

日本電信電話株式会

社 NTT 情報ネットワ

ーク総合研究所

東日本電信電話株式

会社宮城事業部

NTT アーバンソリュ

ーションズ株式会社

R5.6.6

宮城県と株式会社アド

グローブとの伝統的工

芸品産業の振興に関す

る連携協定

緊密な連携と、双方の資源を有効に活

用した協働による活動を推進し、宮城

県の伝統的工芸品の魅力向上及び産業

としての継続・拡大の促進を図る。

（新産業振興課）

株式会社アドグロー

ブ

R6.3.13

宮城県と株式会社パ

ン・パシフィック・イ

ンターナショナルホー

ルディングスとの宮城

県産品の海外への販路

拡大等に関する包括連

携協定

宮城県産品の海外への販路拡大及び販

売促進を図り、地域経済の活性化に資

するため、協働してネットワーク（商

流）の構築、拡大に取り組む。

（国際ビジネス推進室）

株式会社パン・パシ

フィック・インター

ナショナルホールデ

ィングス

R5.12.22

「持続可能なトラック

輸送及び再配達ゼロ」

の推進に関する協定書

運送事業者、荷主及び消費者の物流を

取り巻く環境への関心と行動変容を呼

び起こし、物流の維持を図る。

（商工金融課）

公益社団法人宮城県

トラック協会

佐川急便株式会社

日本郵便株式会社

ヤマト運輸株式会社

R6.9.18
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２ 宮城県と外国との友好提携・交流状況の一覧

協定等の名称
協定の概要

（担当課室名）
相手先

協定締結

年月日
備考

日本国宮城県と中華人

民共和国吉林省との友

好県省締結に関する議

定書

・友好県省として提携することに

合意する。

・平和友好、平等互恵、相互信頼、

長期安定の原則に基づき、互いに

有益であると認める分野におい

て交流に努める。

(国際政策課)

中華人民共和国吉林

省

S62.6.1

日本国宮城県とアメリ

カ合衆国デラウェア州

との姉妹県州締結に関

する議定書

・姉妹県州を締結することに合意

する。

・行政、産業・経済、教育等各種の

分野における相互に有益な交流

及び協力事業を推進し、両県州の

発展及び住民の福祉の向上のた

めに協力していく。

(国際政策課)

アメリカ合衆国デラ

ウェア州

H9.9.10

宮城県庁(日本国)とニ

ジェゴロド州政府(ロシ

ア連邦)との経済・貿易、

学術・技術、社会、文化

の協力に関する協定

・経済・貿易、学術・技術、文化の

協力及び発展における協力を実

現する。

(国際政策課)

ロシア連邦ニジェゴ

ロド州

H22.5.17

オルレ事業提携に関す

る協定

・オルレに関する互いのノウハウ

とネットワークを分かち合うこ

とで、相互共同の利益を拡大させ

る。

（観光戦略課）

社団法人済州オルレ H29.11.21

宮城オルレと淡蘭古道

の友情の道に関する協

定

・文化交流、協力拡大、情報共有に

より持続的な発展に寄与する。

（観光戦略課）

台湾交通部観光署 R5.11.12

労働職業訓練省と宮城

県におけるカンボジア

人技能実習生及び労働

者の送り出し及び受け

入れの推進に関する協

力覚書

・宮城県におけるカンボジア人材

労働者の育成、送り出し及び受け

入れを効果的に推進する。

（国際政策課）

カンボジア王国市労

働職業訓練省

R6.12.27

在日本ベトナム社会主

義共和国大使館と宮城

県における

観光分野、投資環境・輸

出入分野及び人材交流

分野に関する協力覚書

・観光分野、投資環境・輸出入分野

及び人材交流分野における両者

間の協力、協調を強化促進し発展

させる。

（国際政策課）

在日本ベトナム社会

主義共和国大使館

R7.1.23
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インドネシア

共和国 移住 労働者保

護省 インドネシア 共

和国 移住 労働者保護

庁と 日本国宮城県との

インドネシア人特定技

能労働者の育成、送出し

及び 受入れ の促進に

関する覚書

・宮城県におけるインドネシア人

材の育成、送出し、受入れを効果

的に促進する。

（国際政策課）

インドネシア共和国

移住労働者保護省／

インドネシア共和国

移住労働者保護庁

R7.8.20



４　宮城県内の主要工業団地一覧

令和８年４月1日現在

地
域

番
号

団地名 市町村名
開発総面積

（ha）
分譲可能
面積（ha）

備考

1 金山 丸森町 1.46 1.46

2 白石インター 白石市 0.75 0.75 造成中

3 仙台南部 白石市 23.6 23.6 未造成

4 薄木 村田町 7.8 4.3 造成中

5 北川原山 川崎町 9.6 8.6 一部造成済

6 亘理インター 亘理町 20.0 未定 未造成

7 仙台空港フロンティアパーク 岩沼市 17.7 0.1

8 愛島西部（第二期） 名取市 43.0 6.6 一部造成済

9 閖上東 名取市 57.7 3.4

10 泉パークタウン・ソフトパーク 仙台市 16.0 1.5

11 唄沢 利府町 56.2 20.0 未造成

12 成田二期北 富谷市 202.1 131.8 未造成

13 第二仙台北部中核 大衡村 308.6 48.1

14 松島イノベーションヒルズ 松島町 54.6 28.0 造成中

15 三本木ＳＩＣ東部 大崎市 4.1 2.3

16 大原 色麻町 9.8 6.2 一部造成済

17 黄金山 涌谷町 8.1 3.5

18 築館 栗原市 56.4 32.3 未造成

19 若柳金成インター 栗原市 10.0 2.5

20 長沼第二 登米市 12.2 0.7

21 長根 登米市 11.0 5.1 未造成

22 グリーンタウンやもと 東松島市 20.2 5.53

23 みそら 東松島市 51.18 3.99

24 仙台塩釜港（石巻港区） 石巻市、東松島市 327.9 13.8

25 上釜南部・下釜南部地区 石巻市 63.0 8.8

26 湊西地区 石巻市 40.4 4.0

27 志津川十日町 南三陸町 0.98 0.98

28 小泉地区 気仙沼市 4.2 3.1 未造成

石
巻

気
仙
沼
・

本
吉

仙
南

仙
塩

大
崎

栗
原

登
米
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本書に関する御意見や御提案は下記までお願いします。

宮城県 経済商工観光部 富県宮城推進室

（担当：商工企画班）

〒９８０－８５７０　宮城県仙台市青葉区本町三丁目８－１

TEL　（０２２）２１１－２７９１

FAX  （０２２）２１１－２７１９

Eメール fukensui@pref．miyagi．lg．jp


